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○午前１０時００分開会 

○大沢委員長  ただいまより、予算特別委員会を開きます。 

 それでは、第５号議案 平成３０年度品川区一般会計予算を議題に供します。 

 本日の審査項目は、歳入ならびに歳出第１款議会費、第８款公債費および第９款予備費ならびに債務

負担行為および一時借入金等でございますので、ご了承願います。 

 それでは、本日予定の審査項目を全て一括して説明願います。 

○秋山財政課長  おはようございます。本日もよろしくお願いいたします。 

 ５ページをお開きください。平成３０年度一般会計予算ですが、第１条にありますとおり、歳入歳出

それぞれ１,７４５億７,８００万円と定めるもので、内容は第１表によるものであります。 

 債務負担行為は第２条で、第２表によるものであります。 

 一時借入金は第３条で、最高額を５０億円と定めるものであります。 

 第４条では、各項に計上した職員給与費について、同一款内での各項の流用を定めているものでござ

います。 

 ６ページをお願いいたします。第１表歳入は、第１款特別区税から、７ページ、一番下、１９款諸収

入まで、８ページにまいりまして、歳入合計は１,７４５億７,８００万円であります。 

 右側にまいりまして、歳出は、１款議会費から、１枚めくっていただいて１０ページ、９款予備費ま

での歳出合計を１,７４５億７,８００万円とするものです。 

 右側にまいりまして、第２表債務負担行為では、１項目目、品川区土地開発公社からの用地取得か

ら、６項目目、公共事業施行による移転資金融資あっせんに伴う金融機関に対する損失補償までは例年

設定するもの。その下、旧大崎図書館解体工事から、１３ページにまいりまして、一番下、鮫浜小学校

改築準備工事監理委託までの４６件は、工事等で複数年にかかわるもので、新規であります。 

 恐れ入りますが、事項別明細書により説明いたしますので、４８ページをお願いいたします。 

 歳入であります。歳入になりますけれども、最初に予算書の変更点についてお知らせいたします。歳

入につきましては、予算書の体裁などに大きな変更はございませんが、科目体系の見直しに伴い、事業

の組み替えがあるものがあります。したがいまして、前年度予算額と大きく変動している場合がござい

ます。 

 それでは、各款項についてご説明をさせていただきます。 

 １款特別区税、１項特別区民税は、４２０億１７０万円で、納税義務者数の増によるもの。 

 １款特別区税、２項軽自動車税は１億２,２００万円で、対前年５.８％の増。 

 ３項特別区たばこ税は３０億６,２８０万円で、対前年２.０％の減。 

 ５０ページにまいりまして、２款地方譲与税１項地方揮発油譲与税は、１億６,０００万円で、対前

年同額。 

 ２款地方譲与税、２項自動車重量譲与税は３億５,０００万円で、対前年２.８％の減。 

 ３款利子割交付金、１項利子割交付金は１億２,０００万円で、対前年同額。 

 ４款配当割交付金、１項配当割交付金は５億５,０００万円で、対前年５２.８％の増。 

 ５２ページにまいりまして、５款株式等譲渡所得割交付金、１項株式等譲渡所得割交付金は４

億７,０００万円で、対前年９.３％の増。 

 ６款地方消費税交付金、１項地方消費税交付金は８７億７,０００万円で、対前年１４.９％の減。 

 ７款自動車取得税交付金、１項自動車取得税交付金は２億６,０００万円で、対前年５２.９％の増。 
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 ８款地方特例交付金、１項地方特例交付金は１億６,０００万円で、対前年６.７％の増。 

 ９款特別区交付金、１項特別区財政調整交付金、１目普通交付金は３９１億円。５４ページにまいり

まして、２目特別交付金は１５億円。計４０６億円で、対前年４.６％の増。 

 １０款交通安全対策特別交付金、１項交通安全対策特別交付金は３,１００万円で、対前年３.１％の

減。 

 １１款分担金及び負担金、１項負担金は対前年６.６％の増で、３４億７,４２０万３,０００円

で、１目総務費負担金は１億４,２６５万２,０００円で、主なものは１節庁舎管理費負担金は、エレ

ベーター等改修工事に伴う増であります。 

 ２目民生費負担金は２７億７,２８５万５,０００円で、主なものは、３節保育園保育料は定員拡大に

よる増であります。 

 ５６ページにまいりまして、３目衛生費負担金は５億４,６７５万７,０００円で、主なものは２節公

害健康被害補償費負担金の減。 

 ４目産業経済費負担金は１,１９３万９,０００円で、主なものは、１節中小企業センター等管理費負

担金の減であります。 

 ５８ページにまいりまして、以上により負担金の計は３４億７,４２０万３,０００円であります。 

 １２款使用料及び手数料、１項使用料は対前年０.４％の減の３４億９,９９０万２,０００円。 

 １目総務使用料は２億１,５４５万８,０００円で、主なものは、右側一番下、５節文化センター使用

料の増は、五反田文化センターの増。 

 ２枚おめくりいただいて、６３ページ、一番下、８節公園運動施設使用料は、天王洲公園野球場や八

潮北公園の工事完了による増。 

 ２枚めくっていただいて、６６ページ、２目民生使用料は１億９,３０６万８,０００円で、主なもの

は、６９ページにまいりまして、９節幼稚園保育料については、６目教育使用料からの組み替えによる

増。 

 ３目衛生使用料は４７３万円。 

 ４目産業経済使用料は１億１,４６２万円で、主なものは、１節中小企業センター使用料は工事よる

減。 

 ７０ページにまいりまして、一番下、５目土木使用料は２９億２９９万１,０００円で、主なもの

は、７３ページにまいりまして、一番下、７節区民住宅使用料の減であります。 

 ７４ページにまいりまして、６目教育使用料は６,９０３万５,０００円で、１節学校施設使用料の減

であります。 

 １２款使用料及び手数料、２項手数料は、対前年２.１％の増の６億４,１６３万２,０００円。 

 １目総務手数料は２億７９８万８,０００円で、主なものは、３節住民基本台帳証明手数料の減であ

ります。 

 ７６ページにまいりまして、２目衛生手数料は４億３９４万円で、主なものは、７９ページにまいり

まして、中ほど、８節廃棄物処理手数料は、事業系処理手数料の増。 

 ３目土木手数料は２,９７０万４,０００円で、主なものは、１節野外公告物許可手数料であります。 

 ２枚おめくりいただいて、８２ページ、左側一番下、１３款国庫支出金、１項国庫負担金は、対前

年６.１％の増の１８２億３,７９７万１,０００円。 

 １目民生費負担金は１８０億４,２１６万１,０００円で、主なものは、８５ページにまいりまして、
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中ほど、生活保護費の増。 

 ８７ページにまいりまして、１１節児童保育費は、私立保育園の定員増によるもの。 

 ２目衛生費負担金は４,３６４万７,０００円であります。 

 ３目教育費負担金は１億５,２１６万３,０００円で、改築校の増によるもの。 

 ８８ページにまいりまして、２項国庫補助金は、対前年３３.２％の減で、９６億２,４６７万円。 

 １目総務費補助金は７,９９４万４,０００円で、主なものは、私立幼稚園の就園奨励費が１目総務補

助金から次の２目民生費補助金に組み替えによる減。 

 ２目民生費補助金は、９億６,２９０万３,０００円で、主なものは、９１ページにまいりまして、７

節保育対策総合支援事業費補助金は、区内私立保育園開設経費の増。 

 ３目衛生費補助金は４,０４５万６,０００円で、主なものは９３ページ、中ほど下、７節二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金は皆増であります。 

 ４目土木費補助金は８０億４,４５９万９,０００円で、主なものは、１節社会資本整備総合交付金で

は、５行目、大崎駅周辺地区再開発事業の減。 

 ９５ページにまいりまして、２節防災・安全交付金は、事業組み替えによる増。 

 ２枚めくっていただいて、９８ページ、５目教育費補助金は４億９,６７６万８,０００円で、主なも

のは、２節学校施設整備費は、改築校の増によるもの。 

 １００ページにいきまして、１３款国庫支出金、３項国庫委託金は、対前年０.３％の増の５９０

万３,０００円。 

 １目総務費委託金は２７５万７,０００円。 

 １０２ページにまいりまして、２目民生費委託金は２３５万３,０００円。 

 ３目衛生費委託金は７６万８,０００円。 

 土木費委託金は２万５,０００円であります。 

 １４款都支出金、１項都負担金は、対前年９.２％の増の４６億８,４３８万３,０００円。 

 民生費負担金は４６億７,７８８万９,０００円であります。主なものは、１０５ページにまいりまし

て、中ほど、１２節児童保育費は、区内私立保育園の定員増によるもの。 

 １０６ページにまいりまして、２目衛生費負担金は６４９万４,０００円であります。 

 １４款都支出金、２項都補助金は、対前年４０.２％の増の９６億６,３０３万１,０００円。 

 １目総務費補助金は７,４４０万４,０００円で、主なものは、私立幼稚園等園児保護者補助金が、１

目総務費補助金から、２目民生費補助金に組み替えによる減。 

 ２目民生費補助金は５８億３,１０７万９,０００円で、主なものは、１０９ページにまいりまして、

中ほど、６節賃貸物件保育所開設準備経費補助金と、７節子ども家庭支援包括補助金と、９節待機児童

解消区市町村支援事業補助金、１１１ページにまいりまして、１２節保育対策総合支援事業費補助金は、

待機児童対策に係るもので増であります。 

 ２枚めくっていただいて１１５ページ、２６節病児保育施設整備補助金と、２９節生活支援付住まい

確保事業補助金は新規計上。 

 １１６ページにまいりまして、衛生費補助金は、７,３３４万３,０００円で、主なものは、４節医療

保健政策包括補助金であります。 

 ４目産業経済費補助金は１億７,９５４万１,０００円で、主なものは、１節商店街活性化推進事業助

成金です。 
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 １１８ページにまいりまして、５目土木費補助金は３３億９,３３７万円で、主なものは、１節都市

計画交付金は、３行目、大崎駅周辺地区再開発事業の大幅減。 

 ２枚めくっていただいて、１２３ページ、９節密集住宅市街地整備促進事業補助金は増。 

 １２４ページにまいりまして、６目教育費補助金は１億１,１２９万４,０００円で、１２７ページに

まいりまして、中ほど、学校施設トイレ整備支援事業補助金から、９節教育支援体制整備事業費補助金

までは新規計上。 

 １４款都支出金、３項都委託金は、対前年１０.０％の減の１０億７,６１０万３,０００円。 

 １目総務費委託金は１０億３,３３１万７,０００円で、主なものは、１２９ページにまいりまし

て、４節徴税費委託金であります。 

 ２目民生費委託金は２４万３,０００円。 

 ３目衛生費委託金は３３０万２,０００円。 

 ４目土木費委託金は１,５９４万１,０００円で、１節建築行政委託金は新規計上。 

 １３０ページに移りまして、５目教育費委託金は２,３３０万円で、主なものは、２節オリンピッ

ク・パラリンピック教育推進校委託金であります。 

 １５款財産収入、１項財産運用収入は、対前年２.８％の増の８億３,３１４万６,０００円。 

 １目利子及び配当金は９,８８４万７,０００円で、１３２ページにまいりまして、２目財産貸付収入

は７億３,４２９万９,０００円で、主なものは、１３５ページにまいりまして、３節地所賃貸料であり

ます。 

 １５款財産収入、２項財産売払収入は１万９,０００円。 

 １目不動産売払収入は科目存置。 

 ２目物品売払収入は１万８,０００円であります。 

 １６款寄附金、１項寄附金は、対前年同額の８５０万１,０００円。 

 １目指定寄附金は１０万１,０００円。 

 ２目地域振興寄附金は３００万円。 

 ３目一般寄附金は５４０万円であります。 

 １３６ページにまいりまして、１７款繰入金、１項基金繰入金は、対前年１２９.３％の増の１８４

億９,５３５万７,０００円。 

 １目減債基金繰入金は７億３,７１５万８,０００円。 

 ２目公共施設整備基金繰入金は９３億円。 

 ３目義務教育施設整備基金繰入金は６５億円。 

 ４目地域振興基金繰入金は６１２万円。 

 ５目文化スポーツ振興基金繰入金は６億円。 

 ７目社会福祉基金繰入金は７億９,３８２万８,０００円。 

 ８目財政調整基金繰入金は５億５,８２５万１,０００円であります。 

 １８款繰越金、１項繰越金、１目繰越金は３０億円であります。 

 １３８ページにまいりまして、１９款諸収入、１項延滞金、加算金及び過料は５,０３４万４,０００

円。 

 １目延滞金は５,０００万円。 

 ２目過料は３４万４,０００円であります。 
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 １９款諸収入、２項特別区預金利子は３１万３,０００円であります。 

 １９款諸収入、３項貸付金元利収入は、対前年７.３％の増の５億４,５２９万３,０００円で、主な

ものは、１目奨学金貸付金元利収入は４,４４５万円で、１４０ページにまいりまして、５目社会福祉

法人貸付金元利収入は９,３１５万４,０００円。 

 ７目東京臨海高速鉄道株式会社貸付金元利収入は１億８,０００万円。 

 １０節商店街事業用つなぎ資金貸付金元利収入１億４,０００万円であります。 

 １４２ページにまいりまして、１９款諸収入、４項受託事業収入は、対前年２８.６％の減の１９

億６,４２１万２,０００円。 

 １目民生費受託収入は３,６９９万５,０００円。 

 ２目衛生費受託収入は７,６６６万３,０００円。 

 ３目土木費受託収入は１８億５,０５５万４,０００円で、主なものは、４節排水施設建設費収入

と、５節下水道管改修整備費収入であります。 

 １４４ページにまいりまして、１９款諸収入、５項収益事業収入は、対前年２９.４％の増の４

億３,１２５万６,０００円。 

 １目競馬組合配分金は４億３,１２５万６,０００円であります。 

 １９款諸収入、６項雑入は、対前年３.３％の増の１６億８,４２６万１,０００円。主なものは、３

目納付金は２億７,８７９万８,０００円。 

 ５目雑入は、主なものは、１４７ページにまいりまして、７節各種事業参加費負担金、１４９ページ

にまいりまして、９節各種保育利用料、３行下、１１節リサイクル資源売払収入、一番下、１６節区民

住宅等共益費等であります。 

 ２枚めくっていただいて、１５２ページ、６目違約金及び延納利息は６万円であります。 

 その下、特別区債は皆減であります。 

 歳入は以上であります。 

 １５６ページをお願いします。こちらからは歳出になります。最初に、歳出の予算書の変更点につい

てお知らせをいたします。 

 まず、左側のページに財源内訳がございます。特定財源について内訳を新たに表記するようにいたし

ました。また、１課１目を原則としておりまして、事業の組み替え、見直しを行っております。また、

事業名には、それぞれ所管名を記載することといたしました。 

 それでは、ご説明いたします。 

 １款議会費、１項議会費は、対前年２.９％の増の８億７,０１５万９,０００円。 

 １目議会費は、８億７,０１５万９,０００円で、主なものは、右側にまいりまして、中ほど、本会議

録原本電子化経費は、電子化することにより資料の劣化を防ぐもので新規計上。 

 その７行下、議会文書等共有システム運用と、本会議場等バリアフリー化は新規計上。 

 続きまして、３６８ページをお願いいたします。８款公債費、１項公債費は、対前年１３.８％の減

の１５億９,７５６万２,０００円であります。 

 ３７０ページにまいりまして、９款予備費、１項予備費、１目予備費は３億円で、対前年増減なしで

あります。 

 以上で、本日の説明を終わります。 

○大沢委員長  以上で、本日の審査項目の全ての説明が終わりました。 
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 質疑に入ります前に、現在、３１名の方の通告をいただいております。 

 これより質疑に入ります。ご発言願います。高橋伸明委員。 

○高橋（伸）委員  おはようございます。よろしくお願いいたします。 

 私からは、６５ページ、八潮北公園スケートボート場についてお伺いしたいと思います。 

 昨年１１月１９日にオープニングセレモニーがございました。私もお邪魔しまして、試走もしようか

なと思ったのですけれども、骨折しそうなのでやめたところであります。やはりこのスケートボード場

については、前々からいろいろ要望があったということで、スケートボード場が開園して、スケート

ボード愛好者が今現在も利用をしているという、盛り上がっているというところであります。 

 そこで、１１月２０日にオープンをしたこのスケートボード場、約３カ月強がたちました。利用回数

を見ますと、８,３５０回、使用料が１５８万５,０００円余ということで、これは１日当たり、このス

ケートボード場の来場者といいますか、平均すると、１日当たり大体９０人前後ぐらいなのかなと思っ

ております。 

 そこでお聞きいたします。現在、このスケートボード、そしてインラインスケートをやっていらっ

しゃる方で、区内、そして区外の登録者数をお教えいただきたいのと、おわかりになれば、インライン

スケートの愛好者がどれぐらいいるのか、今現在の数字を教えていただければと思います。よろしくお

願いします。 

○池田スポーツ推進課長  １１月２０日にオープンいたしました八潮北公園のスケートボード場の登

録者の人数でございます。区内の小学生以下の登録人数は、２月末現在、５９人、中学生以上の方

が９３人、区外の小学生以下の方が６８人、中学生以上の方が１６５人、あともう１人、免除というこ

とでお一人いまして、合計３８６人の方が登録をされているところでございます。 

 また、インラインスケートとスケートボードについての区分については、特に把握していないところ

でございます。 

○高橋（伸）委員  区内において、小学生が５９人、中学生が９３人ということで、特に区外の中学

生以上の人数が１６５名いるということで、今現在、区外の方が倍近いのですけれども、区外からス

ケートボードの愛好者が来ているということについてのお考えといいますか、その辺のところをお聞き

したいと思います。よろしくお願いします。 

○池田スポーツ推進課長  区外の方については、中学生以上の方で１６５人が登録されているところ

でございますけれども、主に登録は大田区の方、それと、ちょっと遠いところでは川崎の方ということ

で、八潮北公園に近い区外、都外の方が登録されていまして、皆さん、スケートボード場について、八

潮北公園に何度もリピーターとして来て楽しんで利用していただいているところでございます。 

○高橋（伸）委員  やっぱり隣接している大田区にもスケートボード場があるのですけれども、やは

りスケートをやる愛好者の方は、スケート場の路面が品川区のほうがおそらく滑りやすいのかなと思っ

ております。 

 そこで、毎月第４土曜日にスケートボード教室をやっていると思うのですけれども、オープニングセ

レモニーのときに、親子連れの方とか来場してきていましたけれども、参加者はスケートボードを持参

してくださいということで、今現在、貸出はないと思うのですけれども、このオープニングセレモニー

を見たときに、量販店で販売しているスケートボードと、プロショップが販売しているスケートボード

の滑りやすさが全然違うのです。そうすると、親子連れで量販店で購入されたお子さんは、お子さんで

も違いがわかるみたいで、試走しなかったのです。そこで、日本スケートボード協会のほうにも要望と
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いうか、お願いで、貸出をぜひしていただければと思っております。これは要望で終わらせたいと思い

ます。 

 また、今月、３月２４日の土曜日、１３時から１５時まで、定員が先着２０名ということで、同じく

スケートボード教室をやると思うのですけれども、今現在の、申し込み状況をお知らせいただければと

思います。よろしくお願いします。 

○溝口公園課長  スケートボード教室につきましては、公園課で開催しておりますので、私からお答

えさせていただきます。 

 まず、３月２４日の応募状況でございます。これにつきましては、まだ開始したばかりで、これから

多分、応募人数が増えていくような形で予想しております。若干名、問い合わせと応募があるというふ

うには聞いておりますが、まだ人数等は確定をしていないというのが現状でございます。 

○高橋（伸）委員  先般、荏原第六中学校の７年生の山下京之助さんが、スケートボードのオリン

ピック強化選手候補ということで、１２月２６日に、区長から、八潮北公園スケートボード場のフリー

パス券が贈呈されたというところで、これもスポーツ振興になる。そして追加競技になったスケート

ボード競技場は、江東区の有明地区でこれから整備をされていくという中で、先日あった平昌オリン

ピックで銀メダルをとったスケートボードの男子のハーフパイプの平野選手も、東京オリンピックでは

スケートボードにぜひ参加というか、選考でスケートボードもやるということをマスコミから含めてい

ろいろ話として私も聞きました。 

 そこで、江東区の有明で行われる競技の中にはＢＭＸがあるのです。そこのコースの中に自転車競技

とスケートボードが開催されるという中で、八潮北公園は、特化しているわけではないですけれども、

私はスケートボード専用という解釈をしております。ほかの委員からも第１回定例会の一般質問のとき

にＢＭＸの使用について要望がありましたが、品川区として、今後どういうふうに問題点を改善してい

くのか、そこをお知らせいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○溝口公園課長  スケートボード場の施設の利用ということで、公園課のほうでお答えさせていただ

きます。 

 まず、ＢＭＸの利用でございます。これまでも公園課のほうにもスケートボード場のオープン以来、

使えないかという要望が寄せられているところでございます。そういった中で、今現在、ＢＭＸの協会

に、ちょっとお話をさせていただいて、当スケートボード場が本当にＢＭＸで使えるのかどうか、そう

いったところも検証しながら、今後考えていきたいというふうに考えています。 

 いずれにしましても、スケートボード場をいろいろな方が利用することによる利用拡大、そういった

ものも一方では図っていきたいというふうに考えております。ただ、やはり当初、スケートボード場と

してオープンしておりますので、スケートボードの利用者はしっかり守りながら、さらなるスケート

ボード場の活用、そういったものも図っていきたいというふうに考えているところでございます。 

○高橋（伸）委員  区広報では３月１１日の日曜日、９時から１１時まで、この八潮北公園は休場す

るということみたいなのですけれども、これはＢＭＸでの利用に関する要望を踏まえて、約２時間休場

して、施設の調査をするということなのですけれども、具体的な調査内容を教えていただければと思い

ます。 

○溝口公園課長  まず、試走についてですけれども、一番はやっぱりＢＭＸが当スケートボード場で

安全に利用できるか、そういった視点が大きなところだと思っております。そういったところで、実際

に試走していただいて、危険な箇所がないか、また、安全に今の当施設がそのまま使えるのか、そう
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いった視点で確認をしていただきたいというふうに考えているところでございます。 

○大沢委員長  次に、新妻委員。 

○新妻委員  私からも、ただいまありました６５ページの八潮北公園スケートボード場について、そ

れと１１５ページの生活支援付住まい確保事業補助金についてお伺いいたします。 

 八潮北公園は、今、状況を伺いましたが、利用状況をお伺いしたいと思います。土日、また平日、そ

れぞれ利用されていると思うのですが、特に平日の利用状況がどうなのかということをお伺いしたいと

思います。 

 それと、先ほどありました３月１１日の調査ですけれども、どの団体が行うのかということを教えて

いただきたいと思います。 

○池田スポーツ推進課長  八潮北公園のスケートボード場の利用状況でございますけれども、平日と

土日ということで分けますと、平日の利用に比べ、休日の利用は、およそ１．５倍近く数字が違ってい

ます。１１月からこれまでの利用状況でございますけれども、平日で８４５人、休日については４３４

人ということで、１週間は５日間が平日で、２日間が土日ということを考えますと、この２日間の休日

で４３４人ということで、平日の８４５人に比べると、やはり休日の利用客が多いということになって

ございます。 

○溝口公園課長  今回、試走をしますご協力いただいています団体になりますが、公益財団法人日本

自転車競技連盟の方からご紹介いただきまして、一般社団法人全日本フリースタイルＢＭＸ連盟にご協

力をいただいて試走をするものでございます。 

○新妻委員  土日の２日間、平日の５日間でこの数ということで、１日の利用者数を出すと休日のほ

うが多いということですね。ありがとうございます。 

 プロの方にＢＭＸが滑れるかどうかという確認をしていただけるということでございますので、私の

ところにもＢＭＸを使わせてほしいという声が来ております。前向きにご検討いただいて、安全策も

しっかりとっていかなければいけないと思います。休日の土日と、また平日の中で曜日を分けての使用

ということも考えられますので、そこら辺もご検討いただきたいと思います。 

 １つ提案といいますか、スケートボード場に行くには、管理棟で手続をしてから一旦公道に出てス

ケートボード場の端から入るような形になっています。そこら辺のつなぎが、一旦公園を出なければ行

けないというところで、スケートボード場なのだという案内板を、スケートボード場の絵をかくとか、

また、これからあるであろうＢＭＸの絵をかくとか、そのような形での案内板を設置していただいて、

一体感のあるような取り組みもぜひしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 また、八潮地域から行く方にとっては、歩道橋を渡らないと行けないということがありまして、今回、

八潮北が整備されるということで、テニスをされている方が、もうちょっと交通も整備がされるのでは

ないかという期待のお声がありました。その方は、平坦な道を通るのに、わざわざ天王洲まで出てから

入るということをしているそうなのです。この歩道橋に関しても、シーサイドから上がるときには自転

車が上れる歩道橋になっております。八潮から行くには、人が渡る階段の間に自転車レーンがあるとい

うようなつくりになっておりまして、電動自転車で上るにはちょっと重たいのですという声があります

ので、これは要望としてお伝えだけさせていただきますけれども、そのようなこともぜひご検討いただ

ければと思います。 

 早期にＢＭＸが使えるように進めていただきたいと思いますし、港区の芝浦にあるスケートボード場、

また品川区の八潮北にあるスケートボード場、そして大田区城南島にあるスケートボードパークという
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ことで、この水辺エリアにはこのような３カ所のスケートボードができるところがあります。今後、オ

リンピック後も都市型スポーツが発展をしていくという意味で、また大きな展開も期待させていただこ

うと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、生活支援付住まい確保事業補助金についてお伺いいたします。 

 これは平成３０年度の新規事業の民間賃貸住宅高齢者の生活支援サービスの事業と思います。昨年の

決算特別委員会の総括で、私も高齢者の住宅の確保が大変なのだということを質問に取り上げました。

また会派としても、高齢者の住宅支援をたびたび求めてまいりましたことが、このたび実現をされると

いうことで、ますますこの品川区にお住まいの高齢者の皆様が、安心感を持たれたことと思います。さ

らにこの事業が大きく周知をされて、高齢者の方が安心して品川にお住まいになれる事業になることを

希望して質問をいたします。 

 まず、補助金の基本額が８００万円計上されておりますが、どこからの補助金か、内容を教えてくだ

さい。 

 あわせて、高齢者の住宅支援補助金では、厚生労働省の「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事

業」としての補助金や、また、これまで我が会派が求めてきた居住支援協議会を立ち上げることで、受

け取ることができる国土交通省の重層的住宅セーフティネット構築支援事業の補助金があると思います

が、それらを使わない事業とした理由をお伺いしたいと思います。 

○松山高齢者地域支援課長  まず、補助金についてのお尋ねでございます。補助金でございますが、

こちらの生活支援付住まい確保事業補助金と申しますのは、東京都の福祉保健局からの補助でございま

す。住宅に困窮し、日常の自立生活に不安のある低所得者に対しての住まいの確保と生活支援を一体的

に区の取り組みとして支援するものでございます。 

 ご提案にありました厚労省の補助金についてでございますが、国のモデルの普及啓発が目的というこ

とですので、本事業には合わないということでございます。 

 また、国土交通省の新しいセーフティネットの補助金につきましては、住宅の確保と生活支援がリン

クしていないなどの課題がございまして、活用は難しいと考えております。 

 したがいまして、区としましては、より福祉的な観点から、低所得者の住宅確保支援と生活支援とい

う内容の東京都の補助金を活用することといたしました。 

○新妻委員  それでは、これから開始される新規事業の内容について少し教えていただきたいと思い

ます。 

○松山高齢者地域支援課長  まず、新規事業の内容でございますが、低所得者の高齢者が品川区でい

つまでも暮らし続けるために、対象としましては、住宅あっ旋の対象のうち、特に支援が必要な方を社

会福祉協議会の生活支援サービスで、長く居宅生活を送っていただけるというのが目的の事業でござい

ます。 

○新妻委員  今既に品川区の事業で行われております高齢者地域支援課の住宅あっ旋事業があります。

これは高齢者が転居の際に、礼金等の一部経費を助成し、また、このあっ旋を受けて転居した方で、ご

本人が死亡や行方不明のため賃貸料が滞った場合には、賃貸人に品川区が保障する制度であります。条

件としては、低所得者支援のため、年間収入が約２５７万円以下の方が利用できるというものですが、

この事業は、この新規事業の中に吸収されると考えていいのでしょうか。そうなると、新規事業の対象

も年間収入が２５７万円以下の方となるのかというところを確認させていただきたいと思います。 

○松山高齢者地域支援課長  １つは、高齢者住宅のあっ旋制度で解決される方は、そちらをお使いい
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ただきます。また、こちらの住宅あっ旋制度では、入居後の生活にご不安がある方について、新規事業

でということになります。ですから、所得に関しましても、今、委員ご提案の２５７万２,０００円以

内の方が対象になってございます。 

○新妻委員  今後新しく始まる事業は、生活支援の見守り等も含まれております。高齢者の中には、

所得が２５７万円以上でもお困りの方もいらっしゃるので、この所得については、今後、ご検討をいた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

〔時間切れにより答弁なし〕 

○大沢委員長  次に、南委員。 

○南委員  ７５ページの情報公開手数料に関してお伺いしたいと思います。 

 まず、品川区がさまざまな集会で区民の皆さんにお示ししている区民憲章、ここには「住民自治を確

立し、進んで区政に参加します」という一文があります。この理念、私も本当に好きな文章であります

が、情報公開手数料を３００円いただく、受益者負担ということで品川区はずっと手数料を徴収してお

りますけれども、これは区民憲章に反していると思うのです。私は無料にするべきだと思っております。

ひとつその点についての答弁をお願いしたいと思います。 

 そして、品川区は手数料をとる理由に、この間の質疑では、請求の９５％が企業からだとしています

が、だからといって、区民に有料化を押しつけるのは、私は間違っていると思っています。この点につ

いての考えを伺います。 

○中元広報広聴課長  情報公開手数料のお尋ねでございます。こちらにつきましては、従来から申し

上げているところでございますが、やはり一部の事業者からの大量請求によるところが大きいところが

ございますので、やはり受益者負担という考え方で、こちらは手数料をいただいているという考え方で

ございます。 

○南委員  区民憲章の理念に反しているのではないかというところの答弁がありませんでしたので、

ぜひお願いしたいと思います。 

 私は、大量請求をもって区民の皆さんにも手数料をいただくというのは違うのではないかというふう

に思っているわけで、先ほどその見解も言いましたけれども、企業は企業で経済活動をしているわけで

すし、それはそれとして、やっぱり無料に、品川区内の地域経済の観点から見て、やっぱりその企業の

存在は認めていくべきだと思いますし、そういう点で、だからといって、手数料をいただくということ、

大量請求と手数料とはまた違って考えていっていいのではないかと思いますので、手数料そのものは、

企業であろうと区民であろうと無料にするべき。そして、必要なコピー代等々の経費は実費でいただく

ということはそれはあってもいいと思いますけれども、そこはしっかり切り分けていくべきだと思って

います。 

 この間、大量請求を理由としているのであれば、どの程度そういう状況があったのかの実態もあわせ

て伺いたいと思います。 

 それから、行政情報の保有と保管の件についてでありますけれども、去る１月１５日のタウンミー

ティングでの区長のご発言について情報公開請求をしたのですけれども、その請求について文書を保有

していないという、そういう結果だったのです。区長がご自分がタウンミーティングで国交省に行った

と。国交大臣に会う、事務次官に会う、審議官に会う、そういうことをされたという、そこのところの

情報が保有されていないということは、私はこれは公用車の運行記録あるいは文書の保管、その両方を

開示請求したのですけれども、運行記録については、日時もわからないから特定できなかったのですけ
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れども、中身については、一応いただいたところはいただいたのですが、区長が国交省に行ったという、

そこが断定できるようなそういう内容は特定できないような、そのような程度の資料だったのです。つ

まり、運行記録のところで言うと、区外か区内か、こういうことでしかわからずに、こういう記録でい

いのかということが１つ疑問を感じたのと同時に、区長が品川区の首長として国交省においでになった、

そのことは別に否定するものでもないと思うのですけれども、どのような内容で何を目的に行かれたと

いうことが明らかにされない、そういう情報を保有しない、保管しないということは、これはないとい

うことで済まされないと思うのです。そういう点についての認識を伺いたいと思います。 

○中元広報広聴課長  まず初めに、区民憲章の理念に反しているというご指摘でございますが、私ど

もは決してそのように考えてございません。やはり区の職員が大量請求の対応をするに当たりましては、

職員の時間もかけてしまうところでございましたし、区職員が本来行うべき職務に専念できるというこ

とも大切なところかと思っているところでございます。 

 また、大量請求の実態というところでございますが、こちら、平成２７年度ですと、全体

の２,６９１件中１,９００件ぐらいが一部の方、幾つかのところから大きな数字で請求があったもの。

平成２８年度につきましても、大体２,１８７件のうち１,８００件ぐらい、平成２９年度につきまして

も１,９３５件のうち１,６００件ほどが大量の請求があったところでございます。 

 先ほど、私が企業と申し上げてしまいましたが、企業に限らず、やはり他区におきましては、一部の

方からさまざまな理由での大量の請求が来ることもございまして、一概に企業のそのような活動を阻害

しようという趣旨のものではございません。 

 最後のタウンミーティングの件の文書請求でございますが、そちらは全て文書の管理の規則に基づき

まして適正に保有されているものはきちんと公開をしていくというのが区の姿勢でございます。 

○南委員  企業が大量に請求しているという具体的な数字、大まかな数字ですけれども、挙げて紹介

されましたけれども、たとえ大量請求であっても、コピー代をお支払いをするわけですね。今のところ

は手数料もお払いするわけです。したがって、それは決して悪いことではない、請求してはいけないと

いうことではないわけです。したがって、それに対してかかる経費については当然お支払いするという

のは私は当然だと思っております。つまり、先ほど申し上げたような実費程度のお支払いということは

妥当だと思っております。そういう方向に考え方を変えるべきだと思っています。 

 また、そのことについては、個人であろうと、企業であろうと、区政に参加をする、区が保有してい

る情報は区民がきちんと知る権利があるということであって、大量にお金がかかるけれども必要だとい

うことで請求をするわけですから、そういう請求権は当然確保しなければいけないと思っていまして、

大量に請求することをもってだめだと、コピー代はもちろんですけれども、手数料等々について当然だ

というふうには、絶対にならないと思います。区民の知る権利を品川区としてどうゆうふうに捉えるか

という問題だと思います。これはぜひ改めるべきだということを強調したいと思います。 

 区の情報については、やっぱりきちんと正確に保管をするということは、私は大事なことだと思うの

です。区長が個人的にお出かけになったわけではないし、品川区の区長としてお出かけになった、そう

いう記録については、きちんと保管をする、そしてどこに何を目的でおいでになったのか、どのような

内容で懇談なり要請をされたのかということについて、なぜ保管をしようとしていないのか、その辺に

ついて伺いたいと思います。 

○中村都市計画課長  タウンミーティングに関連してということでございますけれども、一般論にな

り恐縮でございますけれども、個人も含めた区の全ての動きについて公開するための文書を残している
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というものではございません。 

○南委員  最後のところが聞き取れなかったのですけれども、私は、情報公開としてというか、区の

情報を保管するということについてだったので、担当の課長が答弁されるとは思っておりましたけれど

も、しかし、区民にとって今、非常に重大な関心事である羽田低空飛行問題について、区長がどう行動

されようと、それは区長の自発的なご意思の中でやられていることだと思うのですけれども、そのこと

自体の情報・記録を保管しない、保有しないということは、あってはならないと思うのです。したがっ

て、これはきちんと保管をするべきだと思っておりますし、ぜひ改善をしていただきたいと思っていま

す。 

○大沢委員長  次に、松永委員。 

○松永委員  私からは、４８ページの特別区たばこ税、３０億６,２８０万円、６３ページの歴史館

使用料について、時間がありましたら、１４７ページの歴史館講座等について伺いたいと思います。 

 まず、４８ページの特別区たばこ税についてです。 

 現在、国では受動喫煙の防止に向けて法律整備が進められていることはご存じかと思います。この受

動喫煙に関しては、２０１４年時点で４９カ国が、病院や飲食店などについて屋内全面禁煙とするなど、

世界的に広がってきております。日本では２００３年施行の健康増進法で施設管理者に受動喫煙対策が

課せられておりますけれども、努力義務ということもありまして、ＷＨＯ（世界保健機関）から世界最

低レベルという指摘を受けております。ここでＷＨＯなどによると、受動喫煙により世界では年間

約６０万人、日本では約１万５,０００人が死亡されている。そしてＩＯＣ（国際オリンピック委員

会）もＷＨＯとともに、たばこのないオリンピックを推進しております。そこで東京２０２０大会の誘

致が決まった時点で、受動対策の徹底をしていかなければならないものだと考えております。 

 そこで、本区では、現在、受動喫煙に対しまして、どのような取り組みを行っているのかお知らせく

ださい。 

 また、小中学校や医療機関、福祉施設、官公庁について、どのように整備されているのか、あわせて

伺いたいと思います。 

○川島健康課長  品川区の受動喫煙対策の取り組みというところでございます。 

 現状、保健衛生部門につきましては、禁煙外来マップをつくりましたり、それから、禁煙外来助成と

いうことで、たばこをやめたい方への支援というようなものを行ってきたところでございます。 

 このたび、今、委員からご説明のありましたとおり、国の法令、それから都の条例が整備されるとい

うようなところで、ずっと状況を確認してきたところではございますが、国の法律につきましては、都

合３回法案が出されて、その都度、規制がどんどん弱まっていくような形でございます。それから、国

の法令と都の条例との関係もありますが、東京都が条例を出すというふうになっていたのですけれども、

国の法令の考え方を見て、整合性をとる必要がある。それから、都民および来訪者への混乱を防ぐ必要

があるというような話がございまして、条例の提出も見送るというような話になってございます。国の

法律や都の条例の行方が不透明であるというようなところもございまして、引き続きその動きをしっか

り見ていく必要があるというのが考え方というところになっております。 

 今までの区の施設の整備に関しては、受動喫煙対策方針を立ててやってきたところではありますが、

法令と条例が出ましたところで、その辺も直していくというような形で考えております。 

 今、委員ご説明のございました現行健康増進法につきましても、多数の者が利用する施設を管理する

者は、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならないという趣旨がございま
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すので、まず区役所の庁舎から喫煙所を撤去していくというような方針になっております。 

○松永委員  先ほどお答えいただいた中で、本区の庁舎にある喫煙所について伺いたいと思うのです

けれども、現在、区役所内に何カ所ぐらい喫煙場所が設置されているのか、そして今後どのように変

わってしまうのか、その流れについて伺いたいと思います。 

 また、禁煙外来についてなのですけれども、利用者はどのくらいおられるのかと思いまして、その点

についてもあわせて伺います。 

○川島健康課長  禁煙外来助成の利用状況でございますが、今、４０人ほどご登録いただいておりま

す。３月にもう少し頑張って予算額の５０人にいけばいいなというふうに考えているところでございま

す。 

○立川経理課長 

 現在、庁舎の喫煙スペースにつきましては、７カ所ございます。今後でございますが、国の法律の関

係、東京都の条例の関係、その辺、詳しくわかり次第、適切に対応していきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

○松永委員  喫煙される方から、残してほしいという意見もありまして、財政としても、約３０億円、

昨年よりも６,０００万円ぐらい減っているのですけれども、３０億円という大きなお金でございます。

例えばでありますけれども、喫煙者に対していろいろな取り組みを行われておりますけれども、その税

金を使用していろいろと、対策をとっていただきたいと思います。特に議会棟の２階ですけれども、あ

そこには煙を吸う機械が置いてあったりとか、灰皿が何個かあるのですけれども、私も歩いてくると、

外にはすごい煙の匂いがするというのがあるのです、そうした対策をぜひとっていただきたいと思いま

す。撤去かどうかは今後の流れなど、いろいろありますが、ぜひご検討いただきたいと強く要望します。 

 あと、鮫洲駅ですけれども、メールが来まして、鮫洲駅の付近で路面に「路上喫煙禁止」みたいなス

テッカーが張ってあるのですが、あそこを歩いていると、ほとんどすぐ剥がれてしまったりとか、それ

でまた直してもらったりとか、いろいろ対策はとられているのですけれども、真向かいにお店がありま

して、そこで結構吸われている方が多い。ここは立会小学校に向かう子どもたちとか、通勤で利用され

る方、また、鮫洲試験場に向かわれる方、いろいろな方がご利用される場所でございます。その辺で、

ステッカーの効果は、どこまで、要するに、ここは吸ってはいけないということなのか、この路上では

吸ってはいけないということなのか、エリアの範囲をお聞きしたいと思います。 

○菅生活安全担当課長  たばこの路面表示シートにつきましては２種類ございまして、地域美化推進

地区と、それ以外と２種類というふうになっております。路面に表示してありますシート、これは地面

に張ってありますので、どうしても劣化してしまいますので、ある程度、年数がたったものにつきまし

ては、順次、張り替えている状況でございます。 

○松永委員  わかりました。エリアについてなのですけれども、例えばステッカー１枚について何㎡

とかではなくて、その近辺は吸ってはいけないということなのか、その辺についてお聞きしたかったの

ですけれども、よろしくお願いします。 

○菅生活安全担当課長  路上喫煙防止条例につきましては、これは区内全域が歩行禁止ということで

努力義務になっております。その中でも大井町ですとか五反田ですとか大崎ですとか、そういった５地

区につきましては路上喫煙禁止・地域美化推進地区ということで、全く吸ってはいけないというところ

でございます。それ以外の、例えば先ほどのお話にありましたように、鮫洲駅周辺につきましては、こ

の地区以外ということになりますので、基本的には歩行喫煙、努力義務の範囲で吸ってはいけないとい
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うことでございます。 

 路面表示シートにつきましては、決まったエリアの範囲はないのですけれども、なるべく苦情が多い

ところとか、そういったところにつきましては、なるべく横断幕ですとか、路面表示シートを表示して、

たばこを吸わないようにということで啓発しているところでございます。 

○松永委員  そうした取り組みの中で、新宿区では、路上喫煙防止のポスター、ステッカーとか、区

内全域禁止、また啓発グッズを配布しているということでございましたので、こうした活動も含めて、

国、都の動向を注視しながら、喫煙者、そして禁煙者ともに住みやすいまちづくりを進めていただけれ

ばと思います。 

 次に、６３ページの歴史館使用料についてです。 

 まず初めに、利用者について質問をいたします。書院４５回、講堂５回、来館者６,２４０人とあり

ますが、それぞれ現在どの程度の利用をされているのかお知らせください。 

○鈴木文化観光課長  歴史館の利用状況でございますが、ほぼ今、安定した状態でお使いいただいて

おります。 

 書院については、大体年間千数百人の方が、回数にすると、大体五、六十回でご利用いただいている

ということになります。 

 それから、講堂のほうにつきましては、主に歴史館の事業で使うことが多くなっておりますので、こ

ちらのほうも件数としては約６０件で３,０００人ほどの方が利用されている状況でございます。 

○松永委員  書院については、年間５０から６０というふうな形でおっしゃっていたので、この予算

書の４５回というのは、もうちょっと目標を高くしていただければと思うのですけれども、その辺につ

いて伺います。 

 また、この書院についてなのですけれども、昭和初期、歴史館の敷地に書院造の大広間を備えた建物

で、茶室等があると思うのですけれども、茶室は今、老朽化が進んでいまして、利用ができないという

状況でございます。そこで、この茶室についてですが、いつごろ利用が可能になるのでしょうか。また、

今後、復旧される予定はあるのでしょうか。お知らせください。 

○鈴木文化観光課長  庭にあります茶室については、当時、歴史館として買い取ったときからあった

建物でございまして、かなり老朽化が進んでおります。現在は、通常の使用にあたりは安全面で問題が

あるということで、貸出は行っていないところでございます。 

 今年度、改修について関係部署と検討したのですが、実際に使えるようにするためには、建て直すの

と同じぐらい経費がかかるということが判明いたしまして、今後、歴史館自体の機能強化、それから観

光での活用等も踏まえまして、今後、しっかりと検討していきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

○大沢委員長  あと、課長、書院の使用回数の現状と今後の見込みの違いについての見解をお尋ねに

なっていらっしゃいましたけれども、いかがでしょうか。 

○鈴木文化観光課長  失礼いたしました。書院の想定利用回数でございますが、その年によって５０

回程度ということで増減がございまして、来年度については、予算書にある４５回という見込みを立て

ておりますが、できるだけ利用は回数を増やして多く利用していただくように努力はしていきたいとい

うふうに考えております。 

○松永委員  お茶に関しては、私もやっているものですから、いろいろとありまして、よろしくお願

いします。 



－19－ 

 今後、東京２０２０大会を控える中で、多くの方が来館されることも予想されます。改めてアクセス

方法や駐輪場の整備、駐輪場といってもシェアサイクルも進んでいる中で、そうした整備について、今

後、ニーズに合った施策を進めていただければと思います。 

○大沢委員長  次に、藤原委員。 

○藤原委員  １４１ページ、社会福祉法人貸付金返還金、同じく商店街事業用つなぎ資金貸付金返還

金、同じく歯科医師会貸付金返還金について伺いますが、まず、社会福祉法人に向けた貸付金なのです

けれども、私は区が金融機関のようにと言ったら失礼かもしれませんが、さまざまな団体に貸し付けて

いるのだということを改めて確認しました。社会福祉法人に貸し付ける意義と目的についてお伺いしま

す。 

 あわせて、歯科医師会は利子も計上していますね。これも確認なのですけれども、社会福祉法人は利

子をとっていないのでしょうか。その考え方について伺います。 

 次に、商店街への貸付金ですが、たしか商店街連合会に対し、毎年返還してもらいながら、毎年貸し

付けて、連合会が商店街に貸し付けるという、そういう仕組みだったと思うのですけれども、そのこと

の確認と、改めてその目的についてお伺いします。 

 そして今回、５,０００万円も増額していますが、この理由と目的についてお伺いします。 

 それと、１５１ページの障害児者サービス事業給付費ですが、以前からここに計上されていますが、

諸収入の雑入の雑入ですよね。この民生費への歳入でこのように大きな金額のものが、しかも国保連合

会という公的団体からのものが雑入の雑入になってしまうのでしょうか。私は違和感がありますが、お

考えをお伺いします。 

 それと、１３７ページ、繰越金ですが、平成３０年度は３０億円を超える膨大な繰越金が決算で出て

きますが、平成２９年度の決算を見込んでここに計上されていると思いますが、今年度は５億円の増で

計上されています。これは平成２９年度もというか、平成２９年度はいつも以上に余剰金が出るという

見込みだったからこういうふうにしていると思うのですけれども、そのことの確認と、どうして毎年こ

のように膨大な繰越金を計上しなければいけないのかお伺いします。 

○寺嶋高齢者福祉課長  社会福祉法人の貸付金返還金につきましては、主に福祉施設の建設に伴う資

金を用意する必要があるということで、古くは平成１２年の南大井老人保健施設のさくら会への貸付等

から始まっているものでございますが、まず福祉の急激な需要増に伴いまして、その供給を行うという

意味での施設建設を行う、その場合に巨額な資金が必要となるということから、法人に貸付を行い建設

資金に充ててもらうといった趣旨のものでございます。 

 したがいまして、区内の福祉を充実させるという目的から、利子はいただいていないという状況に

なっております。 

○山崎商業・ものづくり課長  商店街のつなぎ資金貸付の関係でございます。意味合いが３つありま

して、まず、商店街連合会の運営の補助ということで、毎年年度初めに貸付をしまして、年度末に元利

の返還金の歳入をするという運営の補助の部分と、それから、商店街はさまざま、４０カ所４０事業で

大きなイベント事業をやっております。その関係で、補助金を活用しながらということになりますので、

補助金が支出されるまでの間のつなぎというような意味が２つ目でございます。 

 それから、今回、予算で４,０００万円増額をさせていただいております。先ほどのイベントのほう

でも１,０００万円増額をさせていただいておりますけれども、今、ＬＥＤ化の事業の推進をしており

ます。商店街のＬＥＤ化は、５０％以上を超えかなり頑張って推進をさせていただいているところなの
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ですが、東京都の補助が補助率８０％、それから区のほうで１０％を乗せております。商店街のほう

は１０％の支出ということになりますが、補助率が大きいがために、商店街のほうの先ほどの補助金が

出るまでのつなぎということで、今回、ＬＥＤ化の事業資金貸付を新設させていただいて、強力に商店

街振興に臨んでいるというようなことでございます。 

○秋山財政課長  繰越金のお尋ねでございます。今年度、３０億円ということで予算を立ててござい

ます。これにつきましては、前年まで２５億円ということで予算を立てておりましたけれども、１つは、

財政規模がこのところ、平成２９年は若干下がりましたけれども、その前もかなり大きく増えておると

いうところが一番大きな理由かと考えてございます。最終的に繰越金が出るというのは、どうしても歳

入と歳出の、昨日もお話しさせていただきましたけれども、歳入と歳出の差額ということになりますの

で、歳出のいわゆる不用額の割合は変わらなくても、財政規模が大きくなれば、その分、額としては大

きくなっているということで、ここ何年か見ても、３０億円を下るということがないということで、今

回、現状に合わせて５億円を増やさせていただいた、そういう理由でございます。 

○大沢委員長  あとは雑入の障害児者サービス事業給付費についてご答弁お願いします。 

○中山障害者福祉課長  雑入の障害児者サービス事業給付費のところになりますが、区立施設の分の

給付費を国保連を通じて区のほうの歳入とするものでございます。 

○秋山財政課長  障害児者サービス事業給付費を雑入とする理由ですけれども、こちらは、中身につ

いて、ざっくり言うと、他の科目で入れるところがないので雑入で入れさせていただいているという、

ほかに該当するところがないということでございます。 

○藤原委員  今回、歳入全体で１００億円増加していますね。よく見ると、繰入金が１００億円増え

ているのです。これは年度の終わりに基金からそれほど出さないで、さらに積み増す結果になるので

しょうか。そのことの確認をしたいと思います。 

○秋山財政課長  当初予算で今年１８０億円ほど繰入金を計上させていただいております。これにつ

きましては、財政規模が拡大しております。その分をどうやって歳入をまかなうかというところで、基

金の繰り入れを考えているというところでございます。この差額は、歳入を大きく見込むというのは、

なかなか財政的にはしがたいものがあります。入ってこないものを入ってくるというふうに予算立てる

ということはできませんので、歳入はどうしても堅めに見ざるを得ない。歳出は歳出で、予算を組んだ

以降、それ以上を超えた支出ができませんので、どうしても事業をするときにはその範囲内でやる、効

率的な事業等を推進いたしますので、予算よりも下がってくる、そういう差額が出ているというのが現

状でございまして、決して来年度決算を見据えてどうこうしたいからというところでこの額を計上して

いるものではございません。 

○藤原委員  最後に、８３ページの国保でお伺いしたいのですけれども、昨日も国保について伺った

のですが、国保の制度が変わるということで、国保の課題があると思うのですが、この課題に対しての

制度改革があると思うのですが、その辺は区がどういうふうに考えているか教えてください。 

○三ツ橋国保医療年金課長  国保の課題につきまして４点ございます。これらの課題に対して、区と

いたしましては、国民皆保険制度を将来にわたって堅持するため、今回の制度改革がございます。引き

続き、皆様へのご協力、ご理解を進めてまいります。区といたしましては、区民の皆様の健康や命を守

る国民健康保険制度の運営につきまして、国保医療年金課一丸となって、あと１カ月に迫ってまいりま

す平成３０年度からの国保制度改革を進めてまいります。 

○藤原委員  最後に要望になってしまうのですが、この皆保険、誇れる制度だと思っております。高
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額医療も含めて、国民皆保険を、守っていっていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○大沢委員長  次に、吉田委員。 

○吉田委員  私からは、８５ページ、１３款国庫支出金、１項国庫負担金、７節障害児通所給付

費、８８ページ、１３款国庫支出金、２項国庫補助金、２目民生費補助金、１節地域生活支援事

業、１３６ページの１７款繰入金、１項基金繰入金、８目財政調整基金繰入金について伺います。 

 先に財政調整基金の繰り入れの考え方について伺います。 

 財政調整基金条例を確認させていただきました。第１条に、「経済環境の変動その他の事情により生

じる年度間の財源の不均衡を調整し、財政の健全な運営に資するため、品川区財政調整基金を設置す

る」ということです。第６条に、「区長は、第１条の目的のため必要があるときは、基金の全部または

一部を処分することができる」とあります。大変もっともな基金の設置と考えます。今回の繰り入れな

のですが、「経済環境の変動その他の事情により生じる年度間の財政の不均衡を調整し」という基金の

目的に照らし合わせて、どう考えたらよいのか教えてください。条例の趣旨を素直に読むと、取り崩し

は、例えば私が思いつく限りでは、特別区民税や財調交付金の大幅減が見込まれるようなことが予想さ

れる年に行われるのが順当ではないのかというふうに考えます。２０１７年の最終補正でも、特別区民

税はプラスの補正がありました。税収は順調に推移してきており、年度間の財源の不均衡は生じていな

いのではというふうに考えます。今のほかの委員のご答弁に対しても、また前年どおりというふうに見

込めるわけですね。２０１６年の予算特別委員会のときに財政課長は、財調基金を例にとって、標準財

政規模の１０％を２年分確保するというような形で、金額１９０億円くらいを目標にしているというふ

うに財調基金について答弁されております。財調基金の目的に鑑みると、標準財政規模を基準に目標を

定めるというのは、私は妥当かなというふうに思います。その１０％を２年分という考え方については

議論の余地もあるかと思いますが、区の財調基金の考え方は妥当かと思います。２０１８年度末の基金

の最終積立見込みは１７３億円です。目標に達していないということです。２０１８年度の積立予算

は２,５００万円余りです。この点でも取り崩して当初予算に繰り入れる意図がよくわからないので、

その辺の考え方について教えてください。 

○秋山財政課長  財調基金のお問い合わせでございます。財調基金は、委員ご指摘のとおり、年度間

の財源の不均衡の調整ということを設置の目的に掲げさせていただいております。年度間の財政の不均

衡というのは、大きく言えば、リーマンショックによる歳入の大きな落ち込み等のためにするというも

のもございますし、あとは、各年度において歳出の伸びを歳入のどこかが埋めなければいけないという

ふうに思っておりますので、その分の財源としての調整の機能ももちろんあるということでございまし

て、今回、種々、特定目的基金を入れて基金の繰入金をやっておりますが、それでも財調基金としてこ

れだけの金額を入れて、歳入歳出同額というのが予算の原則でございますので、その予算の原則に沿っ

て財調基金の繰り入れをしているというものでございます。 

 それから、当初予算での計上と、最終的な積立の関係ということでございますけれども、財調基金は

このように設置の目的等を書いております。なので、そこの中に積み立てる原資としては、財調基金利

子ですとか、そういうものを設定しておりますので、それの想定額を当初の予算では総務費の歳出にな

りますけれども、積立金として計上している、そういうものでございます。 

○吉田委員  済みません、私、まだよくわからないのですけれども、過去の議事録を見ます

と、２０１０年度の予算で初めて当初予算で財調基金を取り崩して歳入に繰り入れています。その後、
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今日まで８カ年の特別区民税の当初予算と最終補正額、財調基金の取り崩し状況をたどってみまし

た。２０１０年度以降、毎年、特別区民税はずっとプラスの補正をしております。２０１０年か

ら２０１４年まで、毎年、当初予算で財調基金から繰り入れをしております。２０１４年と２０１５年

は繰り入れをしておりません。２０１６年に約４億１,８００万円を繰り入れて、２０１７年度はゼロ

で、また次、２０１８年度は５億５,０００万円以上繰り入れています。 

 私、ここで申し上げたいのは、財調基金を取り崩してはいけないということを言いたいわけではあり

ません。品川区の基金の条例は大変厳しいですね。目的がこれ１つ。区長は、第１条の目的のため必要

があるときというので取り崩しを決めておりますけれども、私はやっぱり、今、財政課長がおっしゃっ

たとおり、政策的にこれはどうしても必要というときにはちゃんと取り崩して充てていいのではないか

というふうに考えます。しかし、そのときには、政策的な目的を明確にして、こういう状況で、これに

必要だからこういうふうに充てるということが、項目ではなくても政策的なものが明示されて、それで

ここの委員会の議論に付して、そうやってみんなで決めていくべきなのではないかと思いますが、その

点について、もう１回お考えをお聞かせください。 

○秋山財政課長  委員ご指摘の基金の使い方は、おっしゃるとおりでございますけれども、特定目的

基金がそれぞれございます。例えば、公共施設、義務教育等がございまして、それぞれから、その目的

に沿った金額を繰り入れをしているというところでございます。 

 基金の繰入金は、先ほどもお話しさせていただいたとおり、財源の調整の１つの形でありますので、

特定目的で基金から崩して、それで間に合えば財調は入れないという形になります。基金の中でも、あ

る意味、調整用の基金というふうに財調は考えられるわけでございます。 

 それから、財調基金については、これは一般財源でございますので、特定の目的のものについてはこ

ちらの目的、基金繰り入れのときの充当事業というふうにお出しをして議論をしていただく。一般財源

につきましては、調整の機能もございますし、一般財源についての充当の考え方は、これは全体の予算

の歳出の中でご議論いただく、そのための歳入の一般財源という位置づけだというふうに思っておりま

す。一般財源も全て充当事業ということを示すとなりますと、これはなかなか難しいものであり、あま

り現実的ではないかなというふうに考えてございます。 

○吉田委員  財調基金が調整的な機能を持っているということはよく承知しております。ただ、これ、

目的を厳しく決めて条例を定めたというのは、やはりそこに取り崩しのときには明確な政策的意図がみ

んなで議論されて、そして示されるという形が必要なのではないかというふうに思います。昨日、補正

のときで言いましたけれども、やっぱり基金というのは、私は必要なときは積み立てるべきだし、取り

崩すべきときは取り崩すべきだと思います。そのときに目的を明確にして、きちんと政策的な議論がさ

れるべきではないかということを申し上げておりますので、これについては要望にとどめますが、ぜひ

明確な基準を持っていていただきたいというふうに思います。 

 次に行きます。８５ページの障害児通所給付費です。歳入の事項別説明資料を見ると、ここに放課後

等デイサービスに充てられる予算が入っていることがわかります。放課後等デイサービスの制度が変わ

るという厚労省通達があったと。報酬改正があったと聞いているのですが、それをもう既に反映された

予算立てなのか、その辺を教えてください。報酬改正の趣旨、新旧の表を見たのですけれども、私、理

解できなくて、その趣旨をどのように理解したらいいのかも教えてください。 

○中山障害者福祉課長  ２点のお尋ねでございます。まず、放課後等デイサービスの仕組みがどうい

うふうに変わるか、報酬体系がどう変わるかということでございます。 
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 １点目は、やはり障害の重いお子さんに対して支援を手厚くするということがあります。そこでは当

然、専門職の配置も必要になってきますので、放課後等デイサービス事業者に対して、国が一定の基準

をつくるわけなのですが、その基準以上の方が半数いるかいないか、それによって報酬体系が大きく変

わります。 

 もう１点目が、時間の設定になります。時間が短時間なのか、比較的長時間なのかというところで報

酬体系が変わる、それが大きな改正点になります。 

 今回のこの予算にそこまで反映ができているかというところになりますが、こちらの報酬改定の案が

出たのも最近ということになっておりますので、今のところ、この予算には反映されていないような状

況ではございます。ただ、大きな枠組みの中で増減がすごくあるかというと、そうではないのかなとい

うふうに感じているところでございます。 

○吉田委員  わかりました。障害の重いお子さんとか、時間設定の差とか、その辺はなるほどそのと

おりかなというふうに思いますが、ただ、やはり報酬改正が行われるときは、経営者、利用者側にとっ

ても変化があって、経営母体が大きな放課後等デイサービスは、わりと全体の経営の中で報酬改正の影

響は吸収できるようなのですが、小規模の事業者に影響が出てしまうということを聞いております。当

然、利用者に影響が出るというふうに考えます。利用者の中で障害の重い子を重視するというのは理解

できるのですけれども、これを利用している子どもたちのことを考えると、軽度だからこういうケアが

なくて済むかというと考えるのは、ちょっと難しいのではないかということと、それから、環境の変化

に対応するのが難しいお子さんが多いということを考えると、急な利用者への影響は避けたほうがいい

と思うのですが、その辺ことはどのようにお考えか教えてください。 

○中山障害者福祉課長  今回、放課後等デイサービスを国が報酬改正するに当たっては、より専門的

な対応をできる、やはり療育目的ということになりますので、それをきっちりやる事業所に手厚くとい

うのが本来の趣旨だというふうに聞いておりました。実は、品川区の児童学園でやっていますコンパス

という事業があります。このコンパスは発達障害のお子さんに特化をしているので、国が今回言ってい

る区分でいくと軽い方になってしまいます。しかも、プログラム提供ということになるので、長時間の

預かりというタイプではなく、短時間提供ということで、コンパスの事業には大きな影響があるのでは

と感じているところです。 

 民間事業所でどうかというところになりますけれども、民間事業所から、まだ具体的に報酬改定によ

る不安のお声ですとか、心配だとかというご相談は来ていないところではありますけれども、おおむね

やはり特別支援学校のお子さんを中心に受け入れをしている事業所であれば、国のいう標準的なところ

よりも重たいお子さんが過半数以上というふうに考えられるのではないかというふうに思っております。 

 また、区内の放課後等デイサービスの状況を見ますと、比較的長時間の対応をしているところが多い

ので、民間事業所については、今のところ、そんなに不安はないのかと。ただ、やはり人員配置のとこ

ろで、国も縛りをかけてきておりますので、そうしたところでの育成支援というのは今後の課題なのか

というふうに考えております。 

○吉田委員  わかりました。これから制度が変わるということなので、そういう不安の声があった場

合には、ぜひきめ細やかな対応と、それから、何より利用者の方たちの急激な変化を避けていただきた

いと思います。 

 次に、８８ページのほうです、これも歳入の事項別説明資料を見ると、この中に日中一時支援事業に

充てられる予算が入っていることがわかります。日中一時支援事業は、にじのひろばということで、事
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務事業概要によると、利用時間に応じた利用料の自己負担があるというふうにあります。軽減措置はあ

るということで、２０１７年度からは、保護者の所得に応じ、月額負担の上限を設けたということも明

記されております。 

 伺いたいのは、このにじのひろばについて、これは伝聞によるもので調べていないのでごめんなさい、

その範囲で聞かせていただきますが、年間の登録料があるというふうに聞いたのですけれども、それは

事実なのでしょうか。登録料という名目で伺ったのですけれども、あるとしたら、どういう性格のもの

なのか、それも教えてください。 

 地域生活支援事業は、にじのひろば以外にも幾つかあるのですけれども、このにじのひろば以外にも

年間登録料が必要な事業があるのか、その辺もあわせて教えてください。 

○中山障害者福祉課長  にじのひろばの年間登録料についてのお尋ねでございます。年間登録料とい

たしましては、月々の請求の郵券、それから銀行振替の手数料、それの１２カ月分を中心としつつ、あ

とはシステムの運営のための経費を乗せさせていただき、実際、現在、年間の登録料ということ

で５,０００円をいただいているところでございます。 

 また、地域生活支援事業のほかの事業でこういう年間登録料を必要とするものがあるかどうかという

ことなのですけれども、例えば、ほかの地域生活支援事業ですと、日常生活用具ですとか、巡回入浴車、

それから移動支援といったものがあります。これらの中で年間登録料を必要とするようなものがないた

めに、ほかの事業では年間登録料はいただいていないところになります。 

○吉田委員  登録料というものなのでしょうか。ちょっと今のお話で伺うと、登録というのと何か

ちょっと、利用料に上乗せになるものなのか、性格的に登録というのが、名称の問題ですけれども、ど

うなのかなというふうに思います。 

 登録料にも、先ほど言いました所得による軽減措置とか、それから、月額負担の上限、その月額負担

の上限に５,０００円も算入されて、全体の負担が抑えられることになっているのか、その辺について

も教えてください。 

○中山障害者福祉課長  委員おっしゃるように、年間登録料というよりは事務手数料的なもののイ

メージかというふうに感じております。現在、にじのひろばをご利用されたときには、利用時間に合わ

せた利用料、送迎を利用されるときは送迎料、それから、おやつと保険、そしてこの年間登録料という

ものが必要になっております。現在、負担軽減をしておりますのは、利用時間による利用料のところと、

それから送迎については毎月合計をさせていただきまして、負担に応じて、例えば生活保護の方ですと

か、低所得の方であれば、利用料はゼロということにしています。そのほか低所得の方が月

額４,６００円、それ以外の方も３万７,２００円を上限とさせていただいております。 

○吉田委員  今、課長もおっしゃいましたけれども、やっぱり登録料というより事務手数料と考える

と、５,０００円が軽減措置が必要な方たちにとって、毎年５,０００円ということですから、大きいの

ではないかというふうに思います。そうすると、この年間５,０００円を別出ししてというのはどうな

のだろうかというふうに思います。必要なものは自己負担ということがあってもいいかと思うのですけ

れども、その辺の全体の整合性をぜひ考えていただきたいと思うのですけれども、その点について見解

を伺います。 

○中山障害者福祉課長  この年間登録料につきましては、少しこちらのほうでも考えさせていただい

て、所得制限に応じたいただき方になるのか、料金の見直しなのか、検討させていただければと思って

おります。 
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○吉田委員  わかりました。さっき名称の問題ですけれどもと言いましたけれども、やはり、多くの

方は名称で意味を受け取るので、もし利用料ということであれば、きちんと軽減措置の中に入れていた

だきたいし、どういう意味の料金なのかということは、ぜひ明示して皆さんに納得して使っていただけ

るようにしていただきたいと思います。これは要望です。よろしくお願いします。 

○大沢委員長  次に、横山委員。 

○横山委員  よろしくお願いいたします。私からは、８９ページ、シティプロモーション推進経費ほ

か３事業、１１７ページの予防接種費ほか６事業、１５７ページ、議会運営費についてをお伺いいたし

ます。 

 １点目は、予防接種費ほか６事業についてお伺いいたします。 

 予防接種スケジュール管理アプリについて、複雑な予防接種のスケジュールをスマートフォンのアプ

リを利用して自動的に管理し、接種間隔の間違いを防止していただき、さらに現行のしながわパパママ

応援アプリに機能追加していくとのことですが、導入に当たっての詳細をお知らせください。出生時か

ら何歳くらいまで管理可能なのでしょうか。定期予防接種だけではなく、任意予防接種やインフルエン

ザなどの流行時期に合わせて管理することはできますでしょうか。 

○舟木保健予防課長  予防接種スケジュール管理アプリについてのお尋ねです。現行のしながわパパ

ママ応援アプリにも予防接種スケジュール帳としてメモ機能はついております。今回、新たにアプリを

導入することで、接種のスケジュールの自動調整やプッシュ通知等の機能が追加されます。 

 導入時期につきましては、４月以降、詳細を検討してまいりますので、７月ごろを予定しております。 

 管理可能な年齢についてですが、未就学児の利用がアプリについては多いと思われますけれども、一

応、予防接種法で定められている予防接種については対応可能というふうに聞いております。 

 また、定期予防接種、あと、区で助成している任意予防接種については、もちろん管理できるように

と考えております。そのほかの任意予防接種と流行時期に合わせての調整等については、今後、詳細を

詰めていく中で考えてまいりたいと思います。 

○横山委員  現在、しながわパパママ応援アプリのほうでついているスケジュール帳ですとかメモの

機能からさらに進化してということで、自動調整ですとか、間違いの防止ですとか、受け忘れの防止を

さらに強化していただくということでお聞きいたしました。 

 予防接種のスケジュールの管理は、私もしていまけれども、こちら、本当に難しいと思います。接種

間隔の間違いですとか、接種忘れを防ぐなどの防止する効果が期待できると考えているのですけれども、

予防接種とともに、生後４カ月児、１歳６カ月児、３歳児の健康診査ですとか、歯科健診などの健康診

査のスケジュールなどもあわせて管理していくようになるかと思うのですけれども、こちらの一括の管

理の仕方について、もしありましたら、区のお考えをお聞かせください。 

○舟木保健予防課長  健診スケジュールの一括管理についてですが、現在、乳幼児健診などにつきま

しては、事前に個別通知を発送しております。予防接種、健診と合わせたその後の健康管理につきまし

ては、担当している所管とも今後このアプリについて相談してまいりたいと思います。 

○横山委員  ぜひ引き続き、予防接種や健康管理のしやすいような仕組みの導入を検討していただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

 ２点目は、シティプロモーション推進経費ほか３事業についてお伺いいたします。 

 第５５回の宣伝会議賞に品川区が参加しているかと思います。こちら、受賞したキャッチフレーズと

応募総数、一次通過作品は、コピーライターの方ですとか、プロの公告クリエーターの方が審査されて
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いると聞いておりますけれども、こちらの一次通過作品数をお聞かせください。 

○木村報道・プロモーション担当課長  シティプロモーションに関するお問い合わせでございます。

ご指摘になりました宣伝会議賞でございます。こちらは月刊誌の『宣伝会議』が主催する今おっしゃい

ましたコピーライターの方、それからコピーライターを目指す方、学生を対象にしたキャッチコピーの

コンテストのようなものでございます。品川区でも「わ！しながわ」に続く言葉、つながる言葉をぜひ

出していただきたいということで参加をさせていただきました。 

 応募総数が７,０５５作品、うち一次審査を通過した作品が８２でございます。それから、いわゆる

品川区賞としてこちらのほうで授賞を決めたキャッチフレーズでございますが、「東京の玄関というよ

りリビング」というようなキャッチフレーズを選ばせていただきました。こちらは東京の表玄関という

ところで品川を捉えていただいた上に、もう一歩入ると、いわゆる居心地のいい空間が待っているとい

うところで、大変ふさわしいのではないかということで選ばせていただきました。 

○横山委員  こちらは私も『宣伝会議』で見せていただいたのですけれども、課題のところに、

「いっぱいある魅力をイマイチ伝えきれていない品川区をエッジの効いたインパクトのある表現でア

ピールしてください。面白ければ少々自虐的でも破天荒でも構いません。あなたが感じた品川区を思

いっきり表現してください」とありましたので、どのようなキャッチフレーズが集まったのか大変注目

をしておりました。授賞の有無にかかわらず、お寄せいただいたキャッチコピーには、品川区の見え方

ですとか、区が区内外の方々からどのように捉えていただいているのかという情報や魅力が多く詰まっ

ていると考えております。もし少々自虐的ですとか、破天荒、エッジの効いた思わず笑顔を誘うような

キャッチコピーがありましたら、一部ご紹介ください。 

○木村報道・プロモーション担当課長  いわゆるユニークなフレーズということで幾つか挙げさせて

いただきます。 

 「私たちは住み続けたいと答えなかった人が１割もいたことを反省しています」、これはどちらかと

いうと、ちょっと自虐的なほうになると思いますけれども。 

 それから、「東京に疲れました。品川区に帰ります」というようなこともありました。なかなかエッ

ジが効いているなと思ったところでございます。 

○横山委員  ありがとうございます。笑わせていただきました。 

 「わ！しながわ」キャッチコピーやロゴと合わせて、受賞作品は、今後、どのように展開していくの

でしょうか。ご応募いただいた全てのキャッチフレーズの今後の活用方法について教えてください。 

 品川区シティプロモーション特設サイトに、一次通過作品の掲載をすることによって、応募者の方々

にさらに品川区の魅力を感じていただくことで、繰り返し発信をしていただく機会にもなると考えます

が、いかがでしょうか。 

 続けて３点目も入ります。議会運営費についてお伺いいたします。 

 品川区議会委員会傍聴規則の第５条に、傍聴人の守るべき事項とありますが、詳細をお聞かせくださ

い。 

 また、傍聴人がこの規則に違反したときの措置として、規則に定められている内容について教えてく

ださい。 

○木村報道・プロモーション担当課長  受賞作品をどのように展開していくかというお尋ねでござい

ます。来年度、広告ＰＲを、このキャッチコピーを活用しながらしかけていきたいというふうに考えて

おるところでございます。ご提示いただきました特設サイトへの作品の掲載につきましても、４月以降
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になりますけれども、随時進めていきたいと考えております。 

○久保田区議会事務局長  それでは、まず１点目の傍聴人の守るべき事項でございますけれども、委

員会傍聴規則の第５条に５項目ございます。主なものをご紹介しますと、「委員会室における言論に対

して拍手その他の方法により可否を表明しないこと」。また、「騒ぎ立てないこと」。そのほかも何点

かありますけれども、「その他委員会の秩序を乱し、または議事の妨害となるような行為をしないこ

と」ということも傍聴人の守るべき事項として定められております。 

 もしこれに違反した場合の対応でございますけれども、同じ規則の第７条に、規則違反者に対する措

置ということで、「傍聴人がこの規則に違反したときは、委員長はこれを制止し、その命令に従わない

ときは、これを退場させることができる」という規定が定められております。 

○横山委員  キャッチコピーの件については、ぜひ進めていただけたらと思います。よろしくお願い

いたします。 

 また、傍聴規則のほう、ありがとうございます。品川区議会委員会傍聴規則の遵守を要望いたします

が、一言お願いします。 

○久保田区議会事務局長  私ども、傍聴される方には、傍聴券をお渡しする際に、こういった規則を

守ってくださいということをお願いしていますが、これからも徹底してやっていきたいと思います。 

○大沢委員長  次に、つる委員。 

○つる委員  １５１ページ、公園駐車場運営事業納付金、１５７ページ、本会議場等バリアフリー

化、８５ページ、児童扶養手当給付費について伺っていきたいと思います。 

 まず、納付金の件ですが、まず最初に確認で、この納付金が入る法令等の根拠、また仕組み、そして

運営事業者がどこなのか、それを教えてください。 

○溝口公園課長  まず、公園駐車場の納付金の関係でございます。これにつきましては、都市公園法

第５条に、公園施設の設置管理許可という項目があります。この制度を使いまして、有償の運営を民間

事業者に委託しているものでございます。実際、今現在、民間駐車場を運営しているのは、タイム

ズ２４株式会社が運営を行っているものでございます。 

○つる委員  平成３０年度が４,３１６万円を見込んでいるということですけれども、区に対しての

非常に大きい収入だと考えています。 

 それで、この歳入に関連してなのですが、公園の維持管理にかかる経費、補助金等を除いた経費です

が、区の単費の経費は、歳出を確認させていただくと、一般財源として２０億６,０００万円余あるわ

けですが、細かく見ていくと、いろいろ公園そのものよりも、それに付随するウエブの管理とか、その

辺のお金も入ったり、年度によっていろいろ変わってくる、トイレの改修等も入っていると思うのです

が、年間平均で大体どれぐらいの数なのか教えてください。 

○溝口公園課長  実際の公園の維持管理でございます。委員ご指摘のように、大体予算を計上してい

る２０億円、さまざま改修等、いろいろ変わってくるところはありますが、経年、傷んでいるところ、

そういったものを直しながら公園の維持管理に当たっているものでございますので、年間でございます

と、大体２０億円ぐらいが公園全体、２６６公園の維持管理にかかる費用というふうに考えているもの

でございます。 

○つる委員  大体平均で２０億円ということが、わかりました。 

 そこで、国家戦略特別区域法の一部が改正されて、都市公園法の特例を活用して、既に品川区内にも

保育園が設置されておりますけれども、先ほど冒頭でご答弁いただいた都市公園法に基づく駐車場以外
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で民間事業者が収益を上げる事業として取り組んでいる取り組みがあれば教えていただきたいと思いま

す。しながわ区民公園内のレストランとか、そうしたものが挙げられると思うのですが、確認の上で教

えてください。 

○溝口公園課長  公園の中で都市公園法第５条に基づく設置管理許可、それを活用しているところで

ございますが、委員ご指摘のしながわ区民公園の水族館、レストラン、売店、また駐車場、そういった

ものを公園施設の管理許可という形で、都市公園法の第５条に基づく許可を与えて運営を実際に行って

いるものでございます。 

 そのほかにつきましては、公園内にある自動販売機の一部についても、こういった都市公園法の第５

条の設置管理許可を活用して、実際、民間事業者が自動販売機を設置しているといったところもありま

す。 

○つる委員  自販機も含まれるということで、昨年５月に、今ご答弁いただいている都市公園法が改

正されて、飲食店、売店等の公園利用者の利便の向上に資する公園施設の設置と飲食店等から出る利益

を活用して、その周辺の園路、広場等の整備、改修等を一体的に行うものを公募により選定する公募設

置管理制度「Ｐａｒｋ－ＰＦＩ」が新たに設けられたとありました。区として同制度の活用についての

お考え等があれば教えていただきたいのと、また、活用に際しては、区の関係条例等の改正が必要にな

るのかどうかという点、公園の今後のあり方等も含めて教えていただければと思います。 

○溝口公園課長  今般、都市公園法の改正により、かなり民間活力を活用した形の今後の公園のあり

方、または維持管理の仕方についてはさまざまな制度が出てきたところでございます。そういったもの

の１つの代表的なものとしては、「Ｐａｒｋ－ＰＦＩ」ということで、民間事業者がレストラン等、そ

ういった収益施設を設置し、その設置に伴っての収益を活用して整備または維持管理を行うといった制

度でございます。 

 そういったものにつきましては、今後やはり品川区内の公園をいかに管理していくのか、そういった

観点から、制度の活用についてはしっかり検討していきたいと思っているところでございます。 

 また、今回、施設を設置するに当たっては、公園施設の建蔽率、そういったところが条例で定まって

おりますので、そういったところをどういう形に設定していくのか、そういったところの条例改正が場

合によっては必要になってくると思いますので、しっかりと公園のあり方も含めて検討していきたいと

考えているものでございます。 

○つる委員  法律を確認すると、管理許可の期間が１０年から２０年であるとか、面積について

は２％だったものが１０％増えて１２％になる、こういうふうにしていくと、条例改正が必要になって

くるという理解をいたしました。 

 参考の話になるのですが、今年明治１５０周年でありますけれども、今、シャンシャンで話題の上野

動物公園がある日本で最初の都市公園の１つで上野恩賜公園が明治６年に開園して、今年は公園誕生か

ら１４５年の節目になるということであります。民間活力を生かした取り組みの事例としては、昨年、

自民党の石田秀男委員が引用されておられましたけれども、富山市の富岩運河環水公園、その中にある

スターバックスコーヒー、これも上野恩賜公園の中にもありまして、これが３例目ということでありま

す。 

 そもそもカフェ、レストランという組み合わせについては、上野恩賜公園が開園してから２年後、老

舗料亭の韻松亭の創業が最初というところで、店舗から徴収する公園使用料を公園の維持管理費に充て

るために、政府が誘致したという歴史があるそうです。韻松亭は今もありますけれども、そういった経
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緯がある。 

 先ほど、今後の公園のあり方とありましたけれども、スターバックスコーヒーをはじめ、例えばカ

フェであれば、ナショナルチェーンもいいのですが、どこでもいいと思うのですけれども、提供する

コーヒーを例えばフェアトレード商品を扱う、エシカル消費を促すなど、付加価値の１つとして公園の

魅力アップに資する、そういった組み合わせも非常に公園の魅力向上にもつながるのではないかと思っ

ております。ちょうど平成３３年を目指して戸越公園内に体験型環境学習施設ができるわけです。そう

したフェアトレードだったり、エシカル消費は、そうした環境に関連した、そうしたことを学ぶいい機

会にもなるのではないかと思っております。 

 そもそもスターバックスコーヒーも、２０１０年から毎月２０日をフェアトレードコーヒーの日とし

て、そういう啓発にも努めていらっしゃるというところで、ナショナルチェーンも含め、そういったこ

ともあわせてやっていけば、公園の魅力につながるのではないかと考えますので、そのあたりについて

何かご意見があればいただたきたいと思います。 

○溝口公園課長  やはり公園は大人から子どもまで誰もが利用していただく、また、にぎわいを持つ、

そういった中でいくと、やはり魅力の向上は欠かせないところだと思っております。そういった中で品

川区内の品川区が管理している公園について、どういった形でその魅力を向上できるのか、レストラン、

カフェといったものを設置することによって、より魅力を上げられる、また、ほかの施策と連携するこ

とによって公園の魅力を向上できる、そういったところもあると思います。さまざまな観点で、今回の

都市公園法の改正に合わせて、さまざまな制度ができておりますので、今後、そういったものも含めて

しっかりと公園のあり方については検討していきたいと思っているところでございます。 

○つる委員  今、大きい部分でありましたけれども、細かい部分で、議会より２００９年ぐらいから

ネーミングライツの提案が各議員からされておりますけれども、公園またトイレなどに対するネーミン

グライツについて、改めて提案をさせていただきたいのと、これまでの検討状況を押しえていただけれ

ばと思います。 

○溝口公園課長  ネーミングライツの件でございます。公園または公衆便所、公園トイレ、そういっ

たところでのネーミングライツ、これまでも活用できないのかというご意見をいただいているところで

ございます。１つは、民間がどのような形で参入してこられるのか、またそういった施設がどこにある

のか、そういったところが一番大事になってくると考えているところではございます。さまざま他の先

進事例のところでやっている民間の企業、または先進自治体、そういったところからもヒアリングを行

いながらやっているところですが、どの場所にネーミングライツを導入するのか、また、公園トイレで

あれば、トイレすべてにネーミングライツを導入しても、全然応募がないところ、そういったところも

あるやに先進自治体からは聞いているところでございます。そういったところも含めて、今後、おもて

なしトイレということでトイレ整備を進めておりますので、そういった一環でネーミングライツの活用

もしっかり検討していきたいと考えているところでございます。 

○つる委員  今回はたまたま公園ということでありましたけれども、やはり自治体としてもしっかり

と税外収入を得ていくということは、今後、法体系を含めて必要な観点の１つかなという部分で、非常

に可能性のあるところかと思いまして質問させていただきました。 

 １つ事例として、クラウドファンディングの活用だったのですが、沼津市では、ご当地アニメキャラ

クター「Aqours（アクア）」というのがいるそうですけれども、そのマンホール整備に２,２１７万円

の予算を立てて、クラウドファンディングをやったら、１,４５５人から３,３８４万円が集まって、達
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成率が１５２％になった、これは非常にすごい取り組みかと思っています。今回、品川区もシナモロー

ルのデザインマンホール、８９万５,０００円が計上されているのですが、これはおそらく品川区の一

般財源でやるのかと思いますけれども、工夫１つでこうやってお金をいろいろな方から集めることがで

きる。当然、沼津でも返礼品はやるそうでありますけれども、そうした工夫が必要ではないか。区民と

事業者、行政が三者がＷｉｎ－Ｗｉｎの関係になる、そうした取り組みを、今後、当然、税負担をでき

るだけ減らして行政サービスを向上させるという観点で、いろいろ工夫を検討していただければと思い

ます。 

 次の質問に行きたいと思います。本会議場等バリアフリー化でありますが、この中に議会棟５階トイ

レ改修工事も含まれていると思いますが、どのように改修するのか教えてください。 

○久保田区議会事務局長  この本会議場等のバリアフリーですけれども、５階のトイレをだれでもト

イレに改修する予定であります。 

○つる委員  簡潔に答えていただいて、だれでもトイレということで、非常にいいことかと思います。 

 実は、先月ですが、オストメイトの方の声をいただいて、先日、本庁舎３階のだれでもトイレにオス

トメイトの方にも使いやすい、誰でも使える前広便座というものを設置していただきました。この前広

便座というのは、オストメイトの方が便座に座った状態でパウチ処理ができる便座で、合理的配慮の観

点でも、一般便所への設置拡大を進めるべきと私は思っておりますけれども、今回この議会棟の５階ト

イレの改修工事に合わせて、前広便座の設置をしたらどうかと提案させていただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

○久保田区議会事務局長  前広便座の件につきましては、私どもも本庁舎の３階のトイレに設置され

ていると確認してございます。委員からご提案のありましたこういった便座も含めまして検討の項目と

して入れまして、あと３階の本庁舎のトイレを参考にしながら、関係部署とこれから協議をして詳細を

決めていきたいと考えております。 

○つる委員  ２００２年の予算特別委員会の総括質疑で、我が会派の先輩が、公共施設におけるオス

トメイト対応トイレの設置について、こういう質問をさせていただいて以来、品川区もオストメイトの

方への支援が行われてきましたので、さらなる支援の拡大を望んでいきたいと思います。 

 残りの時間で、児童扶養手当給付金について伺っていきたいと思います。 

 これ、私も２０１６年の一般質問でさせていただいて、受給世帯の収入に波が発生しないように、毎

月支給をということで、兵庫県明石市の事例を参考にお伝えさせていただいて、国のほうでも法改正が

進み、２０１９年度を目指して、隔月支給にしていくということでありましたけれども、今回の当初予

算の中に、２０１９年度に開始できるシステム改修費などの財源が確保されていて、次々年度、確実に

実施できるようになっているかどうかということを教えてください。 

○廣田子ども家庭支援課長  隔月支給に対してのシステムのことでございますけれども、平成３０年

度の当初予算で、児童総合システムのリプレースの予算を計上しておりまして、システムの入れ替えが

ある関係で、前年のパッケージの中で取り込めるか。また、取り込めない場合については、すぐに改修

ができるよう平成３０年度中に調整をする予定でございます。 

○つる委員  ぜひ２０１９年度にしっかりと対応ができるように、実際、当事者のお母様からもお声

をいただいているところでありますので、また、実際に実施した後もしっかりとそうしたお声を窓口と

して受け取っていただいて、推進していただきたいと思います。お願いします。 

○大沢委員長  次に、筒井委員。 
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○筒井委員  私からは、１４０ページの東京臨海高速鉄道株式会社貸付金元利収入と、４８ページ、

特別区民税、そして５２ページ、地方消費税交付金についてお伺いいたします。 

 まず、りんかい線についてなのですけれども、品川区は水辺活用を進めておられますけれども、やは

りその重要拠点の１つとして天王洲アイルが挙げられると考えられます。そして、私、ある会合で、天

王洲アイルに来ていた人、区外の方だったのですけれども、何人かとお話しして、そうした方に天王洲

アイルはどうですかといろいろお聞きしたのですけれども、やはりなかなか来ない、行かないというお

答えでした。理由はなぜでしょうかと伺ったところ、りんかい線の運賃が高いということでした。運賃

を調べますと、区内でも、例えば大井町から天王洲まで２１０円、そして大崎から天王洲まで行くと、

いきなり６０円はね上がって２７０円になってしまう。これがまた区外からですと、例えば新宿からで

すと、天王洲まで４４０円もかかってしまいます。この心理的負担はかなり大きいものかと。せめて区

内で利用する方には２００円を切るぐらいの運賃の値下げが望ましいかと思っております。もちろん短

期的には運賃収入が下がりますので、会社の経営的にはマイナスになるかと思いますけれども、しかし、

中長期的に見ますと、運賃が安くなったことで利用者が増える、そして総合的に運賃収入も上がってい

く、そして何より天王洲、品川区の水辺に多くの方が来訪してくださるという効果も見られると思って

おります。 

 品川区は、債権者でもありまして、そして株主でもあります。そして、桑村副区長が非常勤でありま

すけれども取締役でありますし、りんかい線も最近は経営状態も良好になってきておりますので、ここ

で品川区の水辺、天王洲アイルに来ていただくべく運賃の値下げをぜひ提案していただきたいのですけ

れども、区のご所見はいかがでしょうか。 

○中村都市計画課長  りんかい線につきましては、大変利便性が高いということで、毎年多くの方に

利用していただいているということを臨海高速鉄道のほうからは聞いております。 

 料金につきましても、鉄道事業者では、料金についてさまざまな意見があるというところも認識して

いるところでございます。そういった中で、現在、中長期的に見て、委員のご指摘もございますけれど

も、乗客の数との兼ね合いもありますけれども、経営的に健全な経営を続けながら、中長期を見据えた

経営を行っていくということで、これからも引き続きさまざまな方策を行っていくというふうに聞いて

おります。 

 そのような中で、鉄道事業者の料金に対する認識もあるというところで、今後、引き続き、料金につ

いてご意見があるというのは、区のほうもお伝えはしているところでございますが、ただ、経営の中で

料金の設定につきましては、なかなかやはり経営の方法や方針もあると思いますので、この辺は区の要

望を伝えて注視をしてまいり、また、随時そういったことも検討を促していきたいと考えております。 

○筒井委員  ぜひこの要望を東京臨海高速鉄道株式会社のほうにお伝えいただければと思います。 

 次に、特別区民税、地方消費税交付金のほうに移りますけれども、法人住民税の一部国税化、そして

今度、法人事業税も国税化しようとしている動きが見受けられると聞いております。また、地方消費税

清算基準の不合理の見直し、そしてふるさと納税、こうした東京都は品川区から税金を奪い取っている

ような状況が続いております。まず、特別区民税、今年の予算は補正予算を見て比べると控えめになっ

ていると考えられますが、これはふるさと納税が原因だと思っておりますけれども、確認として、今年

度および今年度を含めた過去３年分の推移を確認したいと思います。 

 また、地方消費税交付金も減っておりますけれども、これも清算基準の見直しが影響しているのかと

考えられますが、減っている理由は何でしょうか。確認としてお聞きいたします。よろしくお願いしま
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す。 

○伊東税務課長  歳入の特例区民税で平成３０年度の当初予算でございますけれども、委員ご指摘の

とおり、若干の伸びを踏まえ見積もっているところでございますけれども、本来であれば、もう少し流

れを見ますと伸びるかなというふうに思っているところですけれども、確かに委員ご指摘のとおり、ふ

るさと納税に関しての減収というところをどうしても見なくてはいけないということがございます。平

成３０年度におきましては、減収額として１５億４,０００万円ほどを見ておるというところでござい

ますので、それがどうしても影響してしまいまして、そのような数字になっているところでございます。 

 それと、ふるさと納税の影響額の推移というところでございますけれども、これは平成２９年度に関

しては１１億９,０００万円ということでございます。前年の平成２８年度につきましては６

億３,０００万円、そして平成２７年度に関しては１億１,０００万円の金額が区民税のほうに影響して

いるというふうに押さえているところでございます。 

○秋山財政課長  地方消費税交付金でございます。今年度予算は、昨年度に比べてマイナ

ス１４.９％ということで、１５億円余の減とさせていただいております。 

 その理由ですけれども、これは地方消費税は消費地に交付することが基本でございますけれども、そ

の基準を消費の実態に合わない基準に国が一方的に変えて、大都市部から地方への還流といいますか、

そういう考えのもとで行われたというふうに認識しているものでございます。 

○筒井委員  わかりました。本当にとんでもないことだと考えております。やはり地域で集めた税金

は地域の方々が使う。東京で集めた税金は東京が使う、品川で集めた税金は品川が使う、そして財政需

要、行政需要が高まっております超少子高齢社会、これから福祉にも非常に税投入が求められます。ま

た、首都直下型地震、そしてインフラの老朽化対策、オリンピック・パラリンピック、そして世界の都

市間競争、今、しっかりと東京を伸ばしていく必要がある、品川区も成長が必要でございます。そして

何より自治体が努力して、むだ削減を行い財源確保に努め頑張っている。都の行財政改革が進んでおり

ます。品川区もスクラップ・アンド・ビルドをやっております。そうしたことにかかわらず、行革が徹

底していない国が税金を奪い取っている。そうした執政の押しつけをやるのは問題だと考えております。

地方の活性化も、景気改革、道州制導入、そうした抜本的対策が必要なのであって、本当にふるさと納

税は、１０年やっておりますけれども、今聞こえてくる声は、景気改革が全然及んでいないという声で

ございます。１０年やっている、ふるさと納税は本当にうまくいっているのですかという話なのです。

ぜひとも、今も特別区長会を通じて要望しているかと思われますけれども、さらに徹底して強く見直し、

廃止、そうした抗議を行っていただきたいと考えております。そして、何よりこれは区民への世論喚起、

周知が必要だと考えております。やはり区民の方を巻き込んでＰＲを行っていただきたいと考えており

ます。 

 委員長から許可を得まして、資料を提示させていただきます。東京都は都民の税金が奪われるという

こうした冊子を使いまして、ＰＤＦでも見られますけれども、こうしたＰＲを行っております。ぜひと

も品川区でも、広報しながわ、そしてデジタルサイネージ、コミュニティＦＭ、そうしたさまざまな媒

体を使って周知徹底をしていただきたいと考えております。それについてご意見、ご所見はいかがで

しょうか。 

○秋山財政課長  法人税の国税化等々、国がいろいろな手を使って、東京都も含めて財源を地方にと

いうことでいろいろやってきてございます。これについては、都とも連携しながら、いわばこれは基本

的な税の話でございますので、区としても強力に主張しやっていきたい、また、区民へのＰＲも、今後、
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いろいろなチャンネルを通じて行っていきたいというふうに思っています。 

○大沢委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後 ０時１０分休憩 

 

○午後 １時１０分再開 

○大沢委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。安藤委員。 

○安藤委員  ７３ページの区営住宅、１３５ページの地所賃貸料、旧第一日野小学校跡地について伺

います。 

 まず、区営住宅です。 

 一般質問で、区は、公営住宅はますます必要な社会情勢なのに、人権保障の土台となる住まいの保障

に責任を負わず、民間任せにし、増設に背を向けると同時に、都営住宅など公営住宅を減らすことに加

担している事実も明らかになりました。都営元芝アパートは移管を受ける考えがないとの答弁で、この

ままいけば廃止になります。 

 そこで質問いたします。２０００年の都区協議では、おおむね１００戸までの規模の団地を移管対象

とし、元芝以外に区内４つの都営住宅が移管対象団地として挙げられましたが、移管を受けるべきだと

思いますけれども、いかがでしょうか。移管を受けないなら、その理由は何か。対象となる団地それぞ

れ４つについて伺いたいと思います。 

 また、移管対象団地には入っていないのですが、１００戸以下であります西五反田三丁目アパートに

ついても区の考えをお聞かせください。 

○長尾住宅課長  都営住宅の移管についてのご質問です。 

 平成１２年の都区制度改革実施大綱に基づきまして、都営住宅の移管につきましては、都と区の協議

が整ったものから移管するというふうな流れになっております。 

 対象の要件といたしましては、おおむね１００戸程度まで、都の管理開始後１０年以上経過している

もの。そして、都が移管対象として指定する団地となっております。 

 区としましては、これまでも建て替え時に複合施設としての有効活用が可能である住宅について移管

を受けてまいりました。この考え方に基づきまして、現在、都と協議対象になっている住宅としまして

は４つございますが、当面、移管に関する計画はございません。 

 また、西五反田三丁目アパート、都営住宅がございます。こちらは旧荏原市場跡に建設されている都

営住宅２棟でございます。こちらの敷地には、ファミーユ西五反田西館・東館の区民住宅２棟も平

成１５年に建設されております。こちらの都営住宅につきましては、もともと建設当初の計画の中で、

都営住宅と区営住宅とが分けて建築されております。そういった建設当時の経緯や今後の建て替えの時

期の活用の方針など、そういったことを総合的に考慮して、慎重に検討する必要がある対象になってい

ると考えております。 

○安藤委員  ４つの住宅に関しては移管を受ける考えがございませんということですが、こうなりま

すと、元芝のように区内から都営住宅が消えてしまうということにつながっていく、重大だと思います。

私は、人権保障の観点から、また、住み続けたいまちしながわと言うならば、区内の都営住宅は１戸も

減らすべきではないと思います。移管を受けるべきです。私は、一般質問で、元芝アパートの５６戸が

廃止され、区内の都営住宅が減ることは問題ではないのかと聞きましたが、区の答弁は、都内の都営住
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宅の戸数が変更になるものではない。元芝アパートの入居者には都がほかの都営住宅への移転を今後調

整すると伺っているという答弁だけでした。伺いますけれども、これは区内で都営住宅戸数が減るのは

問題ないという認識なのでしょうか。伺いたいと思います。 

○長尾住宅課長  公営住宅につきましては、公益的な観点のもとで、都と区が役割を分担して実施し

ている施策となっております。こういった観点から、都内の都営住宅戸数が変更になるものではない状

況です。 

 また、繰り返しになりますけれども、元芝アパートに入居されている方には、都のほうから、まずは

区内の都営住宅をご案内することを想定しているというふうに伺っております。 

○安藤委員  今住んでいる方が区内の都営住宅に移るということ自体は、万が一廃止になってしまっ

た場合に、それは当然やるべきことだと思いますし、私が伺っているのは、住宅政策を預かる品川区と

して、区内の公営住宅、都営住宅ですけれども、この戸数が減るということになりますが、そのことに

ついて問題と感じていないのですかと伺ったので、きちんとお答えください。 

○長尾住宅課長  繰り返しになってしまいますが、都は都の役割のもと、公益的な観点に基づいて必

要な公営住宅の建設・維持を行っていると伺っている状況です。 

○安藤委員  都の役割があると、都のやることだから区はあずかり知らないということだと私は思い

ます。それは大問題ではないですか。区内で区民の方が入れる公営住宅戸数が減ることに対して、何も

問題意識を持たない、問題だと思わないというのは問題ではないですか。もう一度伺います。 

○長尾住宅課長  繰り返しになってしまいますが、都は都の役割のもとで都営住宅の建て替え、維持

を行っており、区は区で区営住宅の維持管理、または必要なタイミングでの建て替え等を行っており、

適切に公営住宅を供給していると考えております。 

○安藤委員  本当に冷たいといいますか、今の区民の方々の苦境が全然視野に入っていないのではな

いかと、区内からこういう公営住宅がなくなるというのは大問題です。都営住宅や公営住宅があれば助

かる、あるいは貧困から抜け出せる、あるいは生活保護の受給を申請する必要がなくなる方がたくさん

いますから、これは認識を改めていただきたいと思います。 

 本会議で言っていましたけれども、区は、元芝アパートの移管を受けない理由として、建て替え時に

複合施設として有効活用が可能であることなどを条件とし、移管を受けてきた。しかし、元芝はこの条

件に合致しない、だから受けませんという話でした。私は複合施設であろうがなかろうが、区民にとっ

て公営住宅は貴重な施設だと思うのです。有効活用と言いますけれども、都営住宅がそのまま残る、公

営住宅が存続するということ自体がすごく有効な活用だと私は思います。しかも、すでに中延特養と合

築されている中延六丁目アパートもあります。区の建て替え時に複合施設として有効活用が可能である

ことという移管の条件は、これはおかしいのではないでしょうか。伺います。単独でも建て替えるべき

だと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○長尾住宅課長  区としましては、さまざまな時代に応じた行政需要に対応していくことも並行して

考えていかなければならないと考えております。そういった観点からも、区営住宅の建て替え等におき

ましては、他の行政需要との関連性も見ながら、複合化や集約といったことを考えて建て替えについて

検討するべきものと考えております。 

○安藤委員  私は、大もとにある区の公営住宅に対する施策を抜本的に変える必要があると思います。

区民の生存権の住まいからの保障の観点から、区は区営住宅の増設と移管対象の都営住宅の移管を強く

求めたいと思います。 
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 次に行きますが、第一日野小学校跡地の問題です。 

 五反田地域ですが、最も待機児童が厳しい地域となっており、公園も非常に少ないにもかかわらず、

学校跡地を大手ディベロッパー企業に貸している区の政策は間違っています。議会でもほかの複数の会

派から苦言が出るようになっています。本会議での答弁では、ＴＯＣは建て替えの意思はあるものの、

事業の本格着手には至っていないとのことですが、本体ビルの解体など工事が本格着手されるのは、お

おむねいつごろなのか伺います。 

 また、契約期限が来た際には速やかに返還していただく考えとの答弁もありましたけれども、その契

約期限とは、議会にも住民にも約束していたおおむね８年という２０２０年９月６日のことなのか、そ

れとも契約書上の２０２２年９月６日のことなのか、どちらなのか伺いたいと思います。 

○柏原企画調整課長  まず、ＴＯＣ側の建て替えのお話が出ております。これにつきましては、本会

議のほうでも答弁申し上げているとおりでございます。まだ本格的な着手に至っていないというところ

でございますので、どういった形で、また、どういったスケジュール感で動くかというのは、まだ詳細

が見えていないというところでございます。 

 区といたしましては、引き続き早期着手に向けて働きかけをしているといったところでございます。 

 返還の部分につきましては、契約書上、平成３４年でございます。これは法的なところの最後のリ

ミットといいますか、契約書上のリミットになります。 

○安藤委員  議会と区民との約束は、おおむね８年、当時の委員会の議事録を見ても、８年、でも、

契約書上は仕方がないので１０年にしましたということを言っていました。私は、今の答弁ですと、契

約期限が来た際には速やかに返還していただく考えとの答弁が本会議でありましたけれども、それ

は２０２０年９月６日には返還を速やかにいただく考えはないということになったのでしょうか。お聞

きしたいと思います。 

 それとあわせて、いつごろから解体工事が着手されるのかというのが詳細が見えていないということ

ですが、区は、建て替えの意思はあるものの、本格着手には至っていないと言っているのですが、建て

替えの意思があるというのは、何を根拠に判断しているのか、あわせて伺います。 

○柏原企画調整課長  こういった賃貸借、土地の貸し借りというところでは、行政も民間も同じでご

ざいまして、契約というものが法的な根拠というところでございます。そういった意味で言いますと、

先ほど申しましたとおり、平成３４年の秋というのが法的なところのリミットというところで捉えてご

ざいます。 

 それから、ＴＯＣの建て替えの部分につきましては、こちらも再三申し入れ等々行っているところで

ございまして、そういった話の中で建て替えする意思はあるというところで聞いているところでござい

ます。 

○安藤委員  法的なリミットは平成３４年９月６日ということなのですけれども、私が伺ったのは、

地元の住民説明会でも、議会の委員会の審議の中でも説明されているとおり、その前、２年間の暫定貸

付をしているのです。ですから、それとあわせておおむね１０年、つまり、おおむね８年でということ

ですが、しかし、契約書上は地上権などの問題の主張がされるかもしれない。そうしたものを防ぐため

には、１０年の定期借地権だという話がありました。私は住民との約束では、２０２０年９月６日と一

貫して説明していたと思います。ところが、今の話ですと、２０２２年のことしか出てこない。これは

住民に対する説明とちょっと違っているのではないですか。私は、２０２０年９月６日に返せと、まず

しっかりと言わなくてはいけないのではないですか。どうでしょうか。 
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○柏原企画調整課長  この契約の部分の内容の期間というところでございます。議会をはじめいろい

ろなところで、この第一日野小学校旧跡地を貸し付けるといったところで、いろいろなところでの説明、

回答もさせていただいてきたところでございます。そういった中で、ＴＯＣのほうからのおおむね８年

というお話はありました。ただし、契約の部分、これは定期借地権を使うというところでございまして、

これは先ほど委員からもご紹介いただきましたけれども、地上権であるとか、もろもろのことが言われ

ることのないように、我々としますと、時間が来たときにはきちんと返していただくという旨で事業用

定期借地をしたというところでございます。 

 おおむね８年のところでございますけれども、ＴＯＣのほうからそういった事業を動かしていきたい

という旨がありましたので、その枠の中でということで、１０年間の定期借地についてもお話はこれま

でもしてきたというつもりでございます。 

 口頭ではありますけれども、そういった平成３２年というリミットがありましたので、そこに向けて

きちんと事業を着手してくださいということを再三これまでも申し入れしてきているところでございま

すし、今後もそういうつもりでいきたいというふうに思ってございます。 

○安藤委員  仮に２０２２年だとしても、これ、間に合わないのではないですか。今の時点で工事着

手しても間に合わない。貸付の目的が宙に浮いた以上、速やかに返還を求めることを求めたいと思いま

す。 

○大沢委員長  次に、鈴木博委員。 

○鈴木（博）委員  よろしくお願いいたします。 

 本日は、８７ページの感染症予防費、感染症対策事業についてお伺いいたします。 

 まず、梅毒についてお伺いします。 

 梅毒の流行がとまりません。２０１７年１１月２８日、国立感染症研究所が、２０１７年の梅毒の届

出患者数が４４年ぶりに５,０００人を超えたと発表しました。梅毒患者は２０１０年から増え出

し、２０１４年ごろから急激に届出数が増加しています。２０１５年は届出数が２,３２８

例、２０１６年は４,０７７例と倍増し、ついに２０１７年は５,０００人を突破してしまいました。減

ることなく右肩上がりに患者数は増え続けています。また、流行の中心は東京都であり、東京都感染症

情報センターの２０１８年１月５日の週報によれば、２０１７年の患者報告数は、本年の１月５日現

在、１,７８８名で、感染症法に基づく調査が始まって以来、東京都では最も患者数が多くなったと報

告しています。特に男性は３０代から４０代。女性は２０歳代で急激に増加しており、特に男女とも異

性間性的接触による報告数が増加しています。昨年の予算特別委員会でも梅毒流行について注意を喚起

し、区に対策を要望してきましたが、梅毒の流行は衰えるどころか拡大する一方です。現在の梅毒の大

流行に対する区のご認識を伺いたいと思います。 

○舟木保健予防課長  梅毒の認識についてですが、区内の医療機関からの梅毒の患者発生報告数につ

きましても、平成２７年が１０人、平成２８年が１９人、平成２９年が３６人と増加しているような状

況です。梅毒は性感染症の１つでもありますので、性感染症をみずからの問題と捉えて予防手段などを

知ることとか、感染が疑われた場合には、すぐに医療機関を受診するということなどの普及啓発が重要

だと認識しております。 

○鈴木（博）委員  梅毒は梅毒トレポネーマによる性感染症で、１９９６年の時点で世界中

で１,２００万人が新しく感染したと推定されており、ＨＩＶ感染症と合併しながら世界中で流行が続

いています。梅毒は全数報告対象の５類感染症で、医師は保健所に届出義務がありますが、診断されて
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いない例、届出されていない例が数多くあると言われており、患者の実数は届出の数倍と言われていま

す。すなわち、昨年は数万人が実に梅毒に感染したと推定されているのです。なぜ梅毒が流行すると問

題なのか、淋病とか性器クラミジアなど他の性感染症との違いを含めてご説明をお願いいたします。 

○舟木保健予防課長  梅毒がなぜ問題なのかということですが、梅毒はほかの性感染症、淋病とか性

器クラミジア感染症に比べますと症状が少ない。もちろん淋病やクラミジアについても症状がないこと

もあるのですが、多くは排尿痛やおりもの等の症状で気づかれることが多いです。梅毒につきましては、

症状が出てもすぐにおさまって、また出てくるというような形で、無症状になりながら進行してしまっ

て、検査とか治療がおくれたりとか、無治療でそのまま経過してしまうと、脳や心臓などに重大な合併

症を起こすことがあります。 

○鈴木（博）委員  梅毒は、今、課長からご説明があったように、症状がはっきりしない例も多く、

また、昔の病気と思われているため、医師も梅毒と気がつかない例もあり、診断が難しいとされていま

す。しかも、感染力が強いため、十分な予防対策を行わないと梅毒が蔓延していきます。昔、コロンブ

スが西インド諸島の風土病であった梅毒をヨーロッパに持ち帰ってから、わずか２０年で梅毒は日本に

も上陸しました。日本でも大流行し、加藤清正、結城秀康、浅野幸長などの大名も梅毒で死亡しました。

江戸の一般庶民の梅毒感染率もかなり高率だったたと記録に残されております。梅毒は、生殖器の感染

にとどまらず、全身に拡大し、未治療の場合は数年を経て、脳障害や心臓病など重い合併症を起こし死

亡することもあります。 

 特に梅毒が問題なのは、治療で完治しても、終生免疫ができずに感染を繰り返すことや、梅毒に感染

したことを示すＴＰＨＡという抗体検査が終生持続することです。さらに、若い女性に感染が広がると

心配なのは、先天梅毒の発生です。妊婦が感染すると母子感染が成立し、胎児が死産、流産、生存して

も先天梅毒を発病します。 

 日本産婦人科学会の調査では、２０１１年から２０１５年の間に、２１人の先天梅毒児が診断され、

うち５名が死亡、４名に後遺症が残ったと報告されています。 

 国立感染症研究所による７例の先天梅毒児を産んだ母親のインタビューの記録を見ると、全員、学校

教育やメディア、雑誌、妊婦健診等のいずれの情報源からも妊娠中に気をつけるべき性感染症の情報を

得ていなかったということでした。 

 梅毒が大流行し、あり増えた身近な感染症になってしまわないよう、強力な感染対策予防が重要視さ

れております。梅毒流行に対する区の現在の対策、これからの施策についてご説明をお願いいたします。 

○舟木保健予防課長  梅毒に対する対策についてです。現在、区におきましては、性感染症について、

相談と検査を月１回、保健センターで毎月実施しております。全国的に患者数が増えているということ

を踏まえまして、保健所、保健センターにおいては、パンフレット等を置くほか、エイズの予防月間に

合わせてポスターを掲示したり、ホームページを作成したりということで周知を行っているところです。

今後も、成人式や区内大学の大学祭などのイベントを通じて、さまざまな機会をとらえて周知は努めて

いきたいと思っております。 

○鈴木（博）委員  不特定多数の人と性交渉を行わないことが最善の予防策であること、最初から最

後までコンドームを使用すること、ただし、コンドームは感染のリスクは下げるが確実に予防できるわ

けではないこと、オーラルセックス、キス、その他の接触でも感染を起こすこと、不安なことがあれば、

パートナーに伝染させないために積極的に検査を受けること、その検査ができる場所を周知すること、

感染・発病を繰り返さないように、治療を確実に最後まで行うこと、このような内容のポスター、パン
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フレット、リーフレットなどを、区のホームページ、区の掲示板、母子手帳配付時、公共施設、学校な

ど、あらゆる周知できる場で配付・掲示すべきです。梅毒が大流行している現在、区が先頭に立ってあ

らゆる予防策を行うことを強く要望いたしまして次の質問に移ります。 

 次に、先天性風疹症候群対策についてお伺いいたします。 

 妊娠を希望される夫婦間等に対する風疹抗体検査と予防接種の接種助成事業が平成３０年度も継続さ

れることを高く評価いたします。平成２９年度の風疹抗体検査と予防接種の実施数は、現段階の集計で

はいかがでしょうか。 

○舟木保健予防課長  風疹抗体検査と予防接種の実施状況ですが、１月末までの実施状況ですが、抗

体検査が８０２件、予防接種が４５４件となっておりまして、昨年度の実績と大きな増減はない状況で

す。 

○鈴木（博）委員  昨年の一般質問において、風疹に対する感染者を減らすために、東京の大人の方

への風疹予防接種事業に準じた対応を要望いたしました。今の実績をお聞きすると、昨年度とほとんど

実績は横ばい、変わらないように感じますが、風疹に対する積極的な対策、対応は、何かお考えでしょ

うか。 

○舟木保健予防課長  対象者の要件につきましては、実施医療機関等の意見を踏まえて、一部、来年

度からは見直しを検討しているところです。 

 また、風疹につきましては、２０２０年度排除に向けて、現在、国を挙げて取り組んでいるところで

すので、まだこの事業の対象者の方で利用されていない方への周知については引き続き努めてまいりた

いと思います。 

○鈴木（博）委員  先天性風疹症候群が一刻も早く根絶されるように、一層の努力を要望して質問を

終わりたいと思います。 

○大沢委員長  次に、木村委員。 

○木村委員  私は、１５７ページの中ほどより下にあります本会議場等バリアフリー化、１,９４６

万円余からです。 

 来年度予算として、１,９４６万円余ですけれども、第２回本会議と第３回本会議の間に工事を始め

ると言われております。先ほど、ほかの委員からバリアフリーの質問がありました。だれでもトイレの

質問でしたが、バリアフリーはトイレだけなのでしょうか。お答えください。 

○久保田区議会事務局長  本会議場のバリアフリーですけれども、だれでもトイレを５階に設置する

ほか、本会議場の演壇のところを車椅子対応できるようにするということと、もう１つ、委員会室に、

耳がちょっと聞こえにくい傍聴者のためヒアリング支援システムを入れるというものでございます。 

○木村委員  本会議場と傍聴席のバリアフリーを行うということであります。車椅子の区民の皆さん

が傍聴に来られることも十分考えられます。傍聴席をどのように変えていくのでしょうか。そして、区

としては、バリアフリーをすることで、障害を持っている人や車椅子の区民の傍聴者が増えることを

願っていると思いますけれども、それでよろしいでしょうか。 

○久保田区議会事務局長  私の説明が足りませんで済みません。今回、議場のバリアフリーをするの

は、本会議場の中の一般質問を行っています演壇のところを車椅子対応ができるように改修するという

ものでございます。傍聴席につきましては、以前に昇降機をつけまして、車椅子のまま傍聴席に上がれ

るというようなことでバリアフリー化を進めているところでございます。 

○木村委員  以前から思っていましたけれども、現職の議員の皆さんは元気でいらっしゃるから考え
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られませんけれども、これからひょっとして車椅子の方が立候補などということもあり得ます。現に、

文京区や足立区、葛飾区に、車椅子を使う議員がいるそうです。これから本区にも車椅子を使用する議

員の可能性も十分考え、改修していくことが必要だと思いますが、そう理解してよろしいでしょうか。 

○久保田区議会事務局長  私どもは、委員おっしゃるように、障害者差別解消法等も施行されました

ので、私ども、そういったことに基づきまして、本会議場の中もバリアフリー化を進めていくというも

のでございます。 

○木村委員  そして、人は元気なときは感じないものですけれども、私自身も体を悪くして初めてあ

らゆるところに目がいくようになりました。あるとき、議場の段差に不安を感じて、議場の壁に手すり

があったら、自分の体を支えられるのでいいのになと思いました。議場の中も手を入れていただきたい

と思いますけれども、いかがでしょうか。 

 あと、今現在、区庁舎にもバリアフリー化がされているところもありますけれども、ますます高齢者

が多く来庁されます。今以上にバリアフリーをお願いしたいのですが、いかがでしょうか。 

○久保田区議会事務局長  議場内のバリアフリー化についてですが、私どもは、今、一般質問をする

演壇のところをバリアフリー化ということで、あと、段差がありますので、段差の解消についてもいろ

いろ検討はしているのですが、角度が急になるということもありますので、そういった場合には、例え

ば手すりをつけたり、そういったことで誰もが移動しやすいような議場をつくっていきたいと思ってい

るところでございます。 

○木村委員  あと、先ほど言ったのですけれども、区役所の中、ほかの区民の皆さんが区役所にいろ

いろな手続でやってきますけれども、そういう中で、高齢化が進んでおりますけれども、そういう人た

ちのためにもバリアフリー化をお願いしたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○立川経理課長  庁舎のバリアフリー化につきましては、不特定かつ多数の人が利用する施設という

ことで、国のほうで指針が出ておりまして、建築物移動等円滑化誘導基準、また窓口業務を行う事務室

に至るまでの扉の自動扉化、また、大型ベッドを備えた多機能便所設置など、こうしたことを今後も利

用者の目線で実施していきたいというふうに考えているところでございます。 

○木村委員  いい言葉が出ました。私たちの目線ではなく、やっぱり利用者の目線でということであ

りますから、ぜひお願いしたいと思っております。 

 次に、その下にあります図書室運営費、３７８万円余ですけれども、運営費ということです

が、３７８万円余のお金の使用目的は何でしょうか。また、議会棟の４階にある図書館のことと思いま

すけれども、そんなに使用されているようには見えないのですけれども、この３７８万円余はどのよう

なところに使われているのでしょうか。 

○久保田区議会事務局長  この３７０万円余の内訳ですけれども、一番大きなものが、法令集の追録

代でございまして、こちらが２５０万円の予算でございます。その次が、月刊雑誌の購入が３４万円ほ

ど、また、新書の購入で７０万円ほどで、全体を合わせますと３７０万円ほどになるということでござ

います。 

 次に、実績についてでございますけれども、こちらは、今、議員への貸出等も含めまして、平成２７

年が５７冊、平成２８年が２６冊、平成２９年が６冊ということで貸出等を行ってございます。また、

一般にも開放していますが、一般の方の閲覧等につきましては、１桁台の数字ということで、利用はあ

まりないという現状でございます。 

○木村委員  この法令集追録はどのような書物なのか、そして、この法令集追録は毎年追加をしなけ
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ればならないものなのか、これもお聞かせください。 

○久保田区議会事務局長  追録代でございますけれども、これは国や東京都の条例とか法律が変わっ

たときに、その法令集があるのですけれども、それを新旧を変えていくということでございまして、議

会の図書室の中には４つの棚があって、かなりの量があるということでございます。法律は毎年変わり

ますので、それごとに追録をして新しいものに常に変えていくといったことでございますので、毎年こ

の経費はかかっているというものでございます。 

○木村委員  次に、その下にあります区議会だより発行、６回で２,８４２万円余からですけれども、

区議会だよりとは、年４回開かれる定例会や臨時会の報告などを中心に、区議会の活動状況をお知らせ

し、区民の皆さんに区議会を認識、また理解や活動に参加をしていただくためのものだと思います。お

聞きいたしますけれども、年６回発行して、２,８４２万円余ですけれども、６回で割りますと、１回

大体４７０万円前後でしょうけれども、品川区全体の戸数は、２月１日現在で２１万５,８００少々と

いうことでありますから、２２万部を製作することと思いますけれども、余ったものはどのようなとこ

ろに使われるのか。 

○久保田区議会事務局長  区議会だよりの１回の発行部数は、２２万４,０００部でございます。こ

のうち２２万部は全戸配布で、シルバー人材センターより各家庭に配布をさせていただいてございます。

残りの４,０００部につきましては、例えば他の区とか、また関係する機関にお配りしたり、庁内にお

配りをしたりしているものがございます。それとあとは、品川区は他の自治体から大変多く視察にい

らっしゃいますので、そういった方々にお渡しをしたりするといった使い方をしているというものでご

ざいます。 

○大沢委員長  次に、あくつ委員。 

○あくつ委員  私からは、２点、今日も区民相談からお伺いをしたいと思います。 

 １つ目は（仮称）障害児者総合支援施設について、２つ目が、８９ページ、民生費補助金、母子・父

子家庭自立支援給付金事業補助金で、離婚相談について伺います。 

 まず離婚相談のほうから伺いたいと思います。 

 最初にお願いをしたいのですけれども、相談業務にかかわることなので、後ほど、子ども家庭支援課、

戸籍住民課、国保医療年金課、広報広聴課、それぞれに質問をさせていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 先日、区内の離婚をご経験されたシングルマザー数名の方から声をかけていただきまして懇談をさせ

ていただきました。その際いただいたご相談の中で、年金分割という制度をご存じでしょうかと、こう

いうことを聞かれました。残念ながら私、存じ上げなかったということでお答えをしたのですけれども、

まず、国保医療年金課にお伺いしたいのですが、離婚時の年金分割の制度について、時間の関係もある

ので、簡潔にご説明をいただければと思います。 

○三ツ橋国保医療年金課長  離婚時の年金分割でございますけれども、制度としては、離婚した場合、

お二人の婚姻期間中の厚生年金を分割いたしまして、それぞれ自分の年金とすることができる制度でご

ざいます。これには２つございまして、合意分割、そして３号分割というものがございます。 

○あくつ委員  本当に簡潔にご説明いただきまして、私のほうからもざっくり申し上げますと、主と

して離婚した女性の老後の、特に専業主婦の方の生活の安定を図るという趣旨で、これは２００７年に

法改正があって施行されたということで、比較的新しい制度でございます。今、下流老人という嫌な言

葉があるのですけれども、離婚後に専業主婦の方が一生懸命働いても生活苦に陥る、特に熟年女性の方
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が多いということで社会問題化しているということで、救済するため立法されたと聞いております。 

 例えば、夫婦の片方で一生懸命働いて収入を得て、配偶者が専業主婦として頑張って家事を行ってい

ても、離婚した場合には、夫婦の片方のみが厚生年金を全額受給していたのですが、これを分割ができ

るという制度であります。 

 ただし、ここからが問題なのですけれども、これは自動的になるわけではなくて、離婚した日の翌日

から２年間で請求の手続をしなければ、法の不知でいたずらに期間が経過してしまいますと、その請求

権を失ってしまうということがございます。私にご相談をされたシングルマザーの方は、たまたま弁護

士事務所で働いていたということで、離婚に当たって弁護士の方から、「年金分割はやったの」という

ことでアドバイスがあったので何とか間に合ったということなのですけれども、そのとき４人のシング

ルマザーの方がいたのですが、誰一人、制度自体を知らなかったということがございました。 

 そのときに皆さんからご要望があったのは、手続自体は区役所ではできないのです、年金事務所で行

うのですけれども、制度の存在自体を知らないのだから、そもそも年金事務所に行かないので、離婚の

際に、身近な区役所等で何か周知をしていただけないかというお話でした。 

 区にお話しする前に調べたら、これはやはり全国的に同じことが苦情であって、こういう苦情を行政

に言う総務省の行政評価局というところに、自分はそういう請求権を失ってしまいましたという方から

同様の苦情が入っておりまして、その中で結論としては、厚生労働省に対してこれを周知をしてくださ

いということを行政評価局のほうから言って、厚生労働省、そして日本年金機構からの回答は、パンフ

レットをつくって、これを市区町村の戸籍の担当課が周知をするようにということになっているような

のですが、パンフレットもできていることを確認しました。行政評価局に対する厚労省、日本年金機構

の回答にありますように、品川区に対してこういう周知を依頼するような事務連絡とか通知等があった

のかまず伺いたいと思います。 

○三ツ橋国保医療年金課長  まず、関東・甲信越年金機構からでございますけれども、国保医療年金

課のほうに周知の依頼がございました。関連部署に周知するようにという依頼がございました。 

○あくつ委員  実際は、おそらくそこまで徹底して行ってはいないのかなというところで、国のやる

ことだなと若干思うのですけれども、アリバイづくりをしたのかなという感じはするのですが、せっか

く法整備をしても、この制度を知らなければ、絵にかいた餅にしかならないということで、私からのお

願いとしては、区役所の中で、この年金分割制度の周知について、可能性があるところというところ

で、４つの課があると思います。まず、婚姻中で離婚のご相談に訪れる子ども家庭支援課、それと、離

婚届を提出する、まさに戸籍住民課、そして、離婚後の年金の相談や手続に訪れる国保医療年金課、そ

して離婚の相談等を受ける区民相談を担当する広報広聴課、実際にこういう区民の声も上がっておりま

すし、全国的な課題にもなっておりますので、この年金分割の制度について徹底した周知をお願いした

いのですが、それぞれご答弁をお願いいたします。 

○廣田子ども家庭支援課長  私どもの課では、家庭相談という形で専門の相談員が離婚等の相談を受

けてございます。そこの場面で、養育費であるとか、面会交流であるとか、婚姻費用の相談とあわせま

して、年金分割についてもアドバイスをしているところでございます。その他、窓口で、もし離婚した

場合に、手当であるとか、どのようなサービスが受けられますかというご相談も少なからず受けており

ますので、そこでも年金分割について、今後、意識をしてアドバイスするように進めさせていただきま

す。 

○堤坂戸籍住民課長  戸籍住民課では、離婚届出を出された方で、区役所ですとか、ほかの機関でさ
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まざまな手続が必要なケースが想定されますので、チラシをお渡ししております。現在は年金分割につ

いては触れておりませんけれども、その中に年金分割についてもわかりやすいような形で簡潔にまとめ

たいと思いまして、内容については、国保医療年金課と協議してまいりたいと考えております。 

○中元広報広聴課長  区民相談室におきましても、従来から、区の施策に限らず都や国の施策につい

ても各課とも連携しまして、相談員の方々に情報提供をし、相談業務の中で活用しております。この年

金の制度に関しましても、既に資料を相談員の方々にご案内しておりまして、相談業務の中で活用して

いただいているところでございます。引き続き、周知に努めてまいりたいと思います。 

○三ツ橋国保医療年金課長  今後また年金関連の依頼などがございましたら、関連部署に周知徹底し

てまいります。 

○あくつ委員  パンフレットもございますので、対象になる方、ならない方がいらっしゃいますので、

それについてはパンフレットを活用していただきたいと思います。 

 １点だけ、先ほども家庭支援課のほうで、「ひとり親家庭のしおり」をつくっていらっしゃるのです

が、ここについても、もし記載をできるのであればお願いしたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○廣田子ども家庭支援課長  毎年、「ひとり親家庭のしおり」につきましては５月に配布を予定して

おりまして、もう編集が大分進んでおりますので、平成３０年度分に間に合えば平成３０年度分に掲載

させていただきますが、間に合わない場合には、平成３１年度にしおりに載せて、平成３０年度はパン

フレット等で対応させていただこうかと思っております。 

○あくつ委員  よろしくお願いいたします。今、３組に１人が離婚をする時代と言われていて、非常

にありふれた話ではあるので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 続きまして、（仮称）品川区立障害児者総合支援施設について伺います。 

 療育施設としての機能拡充、児童学園としての拡充と、あわせて高齢化、重度化にも対応して、障害

者の地域生活を総合的、継続的な支援を行うということで、私も２月に「アメニティーフォーラム」と

いう全国の障害福祉サービス等の事業者、当事者、厚労省の関係者、大臣以下が来たのですけれど

も、１,５００人ぐらい集まって、これを３日間ぐらいいろいろな議論をするという会議に私も会派で

行ってまいりました。その中で、（仮称）品川区立障害児者総合支援施設のブースが非常に目立つ場所

にあって、濱野区長の施政方針にもありましたが、全国に類を見ない非常に画期的な施設というところ

での紹介がされておりました。その中で、今日はちょっと時間がないので、アール・ブリュット美術館

と工事現場のことについて伺いたいと思います。 

 アール・ブリュット美術館のパース図もそこにあったのですけれども、非常に天井が高くて、フリー

スペースというよりも、まさに美術館という感じの絵があったのですが、これをどのような活用を考え

ていらっしゃるのか、まず伺いたいと思います。 

○飛田障害者施策推進担当課長  今度の（仮称）障害児者総合支援施設で、美術館、展示室を設置す

るわけですが、そちらは委員もおっしゃったとおり、１階から入りまして、２階が吹き抜けになってお

ります非常に広いスペースで、光も取り入れた感じを考えております。こちらは、障害者の理解促進と

いうことで、もちろん障害者に特化した作品も展示いたしますし、そういうところで区民の方にもそう

いう方をお見せいたしまして、広く障害者理解に寄与していきたいと考えております。 

○あくつ委員  この中で生活介護事業として、表現活動としてのアトリエ活動や音楽、リズム等、こ

ういった芸術活動にもしっかり施設の中で行われていくということも表明されています。 

 ここで１つ要望したいのが、やはりこれはフリースペース的なというよりは、美術館としての機能を
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備えた、これは学芸員もしっかり入れていただいて、区として日本に、世界に冠たる美術館にしていた

だきたいということが１つであります。 

 それにあわせて、ちょうど今、建設が行われていて、私、近所なので毎日のように見るのですけれど

も、工事現場の壁が白くて、そこがちょっともったいないなという気がします。これは区民相談という

ことで、品川区内のダウン症の方で、そういう障害者の芸術活動をされている方、これは２年前の天王

洲のアール・ブリュット展でテープカットをされた方ですけれども、この方からのご要望で、今やって

いる工事現場の壁に、ぜひ障害者の芸術活動についての展示をしてくれないかということがありました。

たまたまなのですが、今、南品川の新馬場駅の南口のほうの第一京浜沿いで、民間の集合住宅の建設工

事をやっています。実はその人が所属されている団体と建設会社が相談をして、今そこで障害者のその

方がつくった作品が、工事現場に数メートル範囲でかなり大きなもので展示をされています。これも非

常に明るくて、周りに溶け込んで、障害者の芸術活動推進や障害者の理解というところで、私は非常に

すばらしいと思ったのですけれども、ぜひそういったことを今の工事現場においてもお願いをしたいの

ですが、いかがでしょうか。 

○飛田障害者施策推進担当課長  今、委員がおっしゃったとおり、新馬場の建設現場にポスターが

張ってあるのですけれども、そちらは、たしか作者の紹介までして、絵をかいている実際の風景、それ

と実際の作品を一緒に紹介して、これはすごいなと私も感動したところであります。今回、こちらの障

害児者総合支援施設は、旧品川児童学園ということだったので、児童学園の子どもたちに協力していた

だきまして、普段の創作活動、そういうところで行っている作品を準備していて、感触遊びとか、そう

いう中で絵の具を手に触れて、そのままペタペタ手形をしながら作品にしたりとか、そういうところは

考えております。こちらの作品をちょっと大きくシール状に拡大して張っていこうかと考えております。 

○あくつ委員  障害者の芸術活動の推進という点では、まさにやっていただくというのはすばらしい

ことかと思っております。 

 ただ、私も何度か議会では申し上げているのですが、アール・ブリュットという考え方、これは障害

者の方がつくった作品が全てアール・ブリュットというわけではないです。やはり芸術としての人の心

を動かす力があるのかどうか、子どもがつくったものに動かす力がないとは私はもちろん言えないので

すけれども、さっき私が前段でアール・ブリュット美術館をつくる、また障害者の芸術活動に力を入れ

ていく、世界に発信する施設ということで申し上げましたが、やはりそれに加えて、いわゆる評価のあ

るアール・ブリュットの展示、これは中野区等でも愛成会がやっていますが、そういったものをぜひス

ペースがあれば活用していただきたいと思うのですが、改めて伺います。 

○飛田障害者施策推進担当課長  まさに今回、こちらの展示室なのですけれども、中野の愛成会が一

緒に協力して展示室の運営をしていきますので、そういう意味では、広くいろいろな作家、また発掘も

含めまして、障害者の理解促進を進めていきたいと思っております。 

○あくつ委員  工事現場の壁にもアール・ブリュット作品を、ぜひよろしくお願いいたします。 

○大沢委員長  次に、本多健信委員。 

○本多委員  ４７ページの特別区交付金と、１３５ページのふるさと納税寄附金、２つ質問します。 

 特別区交付金ですが、都と区および２３区相互間の財政調整を目的としているものですけれども、法

人住民税一部国税化による減収を予測していたものと、景気動向等による法人住民税の増などによる対

前年比１８億円のプラス４０６億円について、背景ですとか、景気動向の捉え方について教えてくださ

い。 
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 ふるさと納税寄附金５４０万円の計上について聞いていきますが、昨日も渡部委員、石田秀男委員が

取り上げ、提言もありました。引き続き聞いていきますが、昨日の答弁では平成２９年度に１１０万円

の寄附があったとのことです。平成３０年度では５４０万円予算計上しておりますが、その根拠につい

て教えてください。 

○秋山財政課長  財調のご質問でございます。今回、１０.１％の伸びということでご提示させてい

ただいておりますけれども、これは調整三税の増減の増の理由がそれぞれあるというところでございま

す。 

 １つは、固定資産税がございます。固定資産税について、今年の３年に一度の評価額の見直しの年と

いうことで、４.２％の伸びというふうに見込んでいるもの。 

 それから、法人住民税に関しましては、法人税の一部国税化の要因はあるものの、企業業績が好調と

いうことで、今回、１０.１％の伸びというところで、これは東京都と特別区の都区協議の中でも調整

三税については双方で確認をしているところで、今回、このような予算を立てさせていただいたという

ところでございます。 

○伊東税務課長  ふるさと納税のご質問でございます。確かに平成２９年度の見込みとしては１１０

万円ということで、年度的には残りわずかでございますので、これぐらいの収入しか見込めないかと

思っているところでございます。 

 そして、平成３０年度の予算でございますけれども、５４０万円ということで、これにつきましては、

具体的に申し上げますと、１万円が３０件と、３万円が１７０件のトータルで５４０万円というふうに

出しておるところでございますけれども、確かに実績を見ますと、そこまでいくのかということはござ

いますけれども、我々としては、ある程度の目標ということで、これに向けてさまざまなことを考えて

やっていきたいと思っておるところでございます。 

○本多委員  財調のほうは、都の見立てと区の見立てを聞こうかと思っていたのですが、相互間で確

認しているということで、これでやめます。 

 ふるさと納税のほうなのですけれども、品川区への納入、分析、納入者の心遣いですとか、理由を把

握、個人的な部分があるから必ずしも把握できないかもしれないのですが、その辺の分析についてはい

かがでしょうか。 

○伊東税務課長  なかなか細かく個々の分析まではしていないところでございますけれども、応援す

るところからの寄附ということで理解をしているところでございます。返礼品を出しているところでご

ざいますけれども、辞退される方もいらっしゃるところでございます。 

○本多委員  個人的な部分があるから全部は把握できないかもしれないのですが、そういう品川への

心遣いを今後に生かしていけると思いますので、できる限り把握をしていただきたいと思います。 

 昨日のご答弁でも、返礼品競争はやらないが、施策の充実をという非常に前向きな答弁をいただいた

と思っておりますけれども、北海道のある自治体では、ふるさと納税に伴う、また返礼品等の効果によ

り、町税全体を上回る自治体もありますけれども、品川区としては、他自治体への流出抑制、これは区

民向けと区外向けと二本立てで対策をしていただきたいと思うのですが、区民は他自治体の返礼品、食

べ物が多いと思うのですが、食べ物だけではないですが、食べ物が多く、それによって寄附をされてし

まうケースが多いと思うのです。品川のお金が数億円流出をするということは、これは区民の利益に

とっては、例えばその数億円で幼稚園ができたかもしれない、保育園ができたかもしれない。そういう

区民の財産を逃がしてしまうのだということで、よそに寄附して何かで食べてしまえばそれで終わって
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しまうということを、ぜひ区民には米百俵の精神をＰＲしていただきたい。また、区外へは、品川の魅

力ということを発信していっていただきたいと思います。食べ物ではなくて、やはり施策の充実という

ことで、昨日もゴルフ場の割引券等の事例の話もありましたが、そういったことも視野に入れて、例え

ば品川区の協定や提携している自治体だと、どうしても食べ物になってしまう、食べ物はよくないと思

うのです。やはりイベントへの参加、大井競馬場が関東で一番のイルミネーションをやる、その入場券

ですとか、例えば品川は国際交流事業を行っている都市がありますが、オーランドで言えばヒツジの製

品がありますですとか、食べ物はよくないと思うのですが、物ですとかイベント参加ですとか、区民に

対しては郷土愛、区外に対しては品川の魅力という、その辺の展開についてはいかがでしょうか。 

○伊東税務課長  なかなか難しいところでございますけれども、区民に向けてというところでは、や

はり正しく理解といいますか、区民に向けては、この制度ができている以上、やってはいけないという

ことは言えないと思いますので、これは正しい理解を進めるということで、さまざまな機会を捉えてＰ

Ｒといいますか、実態を知ってもらうというようなことを進めていかなくてはいけないかと思っていま

す。 

 それと、逆にこちらのほうにご寄附をいただく方策でございますけれども、委員、今、ご提案ありま

したけれども、その辺のことはこれからどういう形がいいのか、物に関してというのがなかなか難しい

ところはあるかと思っておりますので、別の形で何かいいものがあるかどうかというのは、今後、研究

をしてまいりたいと思っております。 

○本多委員  これまでの答弁でも、返礼品競争をやらないということで、今現在の考えはよくわかり

ます。ただ、何かしら手を打っていくべきだと思いますので、何がいいのか、昨日もイベントとか、ゴ

ルフ場の割引券、いろいろな考え方があると思いますので、ぜひこういったことを今後もみんなで協議

していくというようなことでお考えいただければと思います。要望して終わります。 

○大沢委員長  次に、のだて委員。 

○のだて委員  私からは、９９ページの就学援助費と、９５ページ、１１９ページの戸越公園駅周辺

地区再開発事業、１２９ページ、戸越公園駅周辺まちづくり事業について、特に戸越五丁目１９番地再

開発について質問します。 

 まず、就学援助についてです。来年度の予算に、私も何度も求めてまいりました新入学学用品費、い

わゆる入学準備金の入学前支給と、支給額の増額が盛り込まれ、必要なときに必要な支援をしていくと

いうことが一歩前身し、うれしく思っております。 

 さて、就学援助への国からの補助金は１８６万円と毎年数％の補助率になっていますが、国や東京都

へ支援を要望したらどうかという私の提案に、区は東京都への財調単価の改定を求めていくことが先決

との答弁でした。東京都への支援を要望したのか、現在の状況を伺いたいと思います。 

○有馬学務課長  新入学学用品費、今年度増額ということを提案させていただいております。それに

ついての都への要望ということでございますけれども、就学援助は財調単価をある程度もとにしている

ということでございますけれども、財調単価の要求につきましては、基本的に財調単価は各区の実態に

基づいて算定されているという背景がございます。したがいまして、今の段階では２３区それぞれ増額

するのかしないのか、いろいろな動きがさまざまあると思います。ある程度、２３区の金額がまとまっ

たような段階で、都のほうには申し入れをしていくということになろうかと思います。したがって、今

の段階で区から都のほうに申し入れをしているということはございません。 

○のだて委員  今の段階ではないということでしたけれども、就学援助という制度は子どもたちの教



－46－ 

育機会を保障する大事な制度の１つですから、引き続き、他区とも連携して支援の要望もしていただき

たいと思います。 

 就学援助制度は、生活保護の基準に１.２５倍の係数を掛けるなどして、生活保護世帯に準じる準要

保護世帯の対象範囲が決められています。今、政府は生活保護費の最大５％の引き下げをねらっていま

すが、これに連動させてしまうと、就学援助を受けられない方が生まれてしまいます。これまで同様、

生活保護の引き下げに連動させないようにしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○有馬学務課長  現在の支給基準につきましては、平成２５年度に改定する前の基準で算定をしてお

ります。今回、また平成３０年度の秋に生保基準が見直しされるということでございますけれども、こ

れについても上限５％で数年間にわたって段階的にというようなことも言われており、詳細がまだ確定

していないところもありますので、そういった意味から、今の段階では現行の基準を見直すというよう

なことは考えてはいないところでございます。 

○のだて委員  まだ生活保護の基準については確定していないということで、来年度については基準

を引き下げないということでしたので、少し安心をしましたけれども、来年度に限らず、政府の進める

生活保護の引き下げと連動させずに、準要保護世帯の対象範囲を狭めないよう、強く要望したいと思い

ます。 

 次に、戸越公園駅南側の戸越五丁目１９番地再開発について伺います。 

 初めて１９番地再開発に補助金が今回つくことになりました。国から社会資本整備総合交付金とし

て１,９７０万円、東京都から都市計画交付金として５００万円です。補助金が出るということは、総

事業費が決まったのではないかと思いますけれども、この１９番地再開発の総事業費、補助金、そして

公共施設整備負担金でしたか、公共施設を整備するときに出されるお金、これが幾らなのか伺いたいと

思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  戸越五丁目１９番地区の再開発事業のことについて回答いたしま

す。 

 まず、総事業費ですが、こちらは新聞等で公表されています金額が１２６億１,６００万円となって

ございます。こちらの金額につきましては、現在、資材の高騰等の状況も踏まえまして、精査をしてい

るところでございます。 

 また、補助金額合計につきましては、約４０億円ほどを予定しているところでございます。こちらに

ついてもまだ精査をしている段階でございます。 

 それから、再開発事業に係ります社会資本整備総合交付金につきましては、平成３０年度に予定され

ております権利返還計画作成費に対しての補助金でございます。 

○のだて委員  最後のところがよくわからなかったのですけれども、この１９番地再開発については、

補助金については４０億円出されるということで、この間、１９番地の地区計画などに対する意見が募

集されて、その意見の中には、なぜ超高層ビルが必要なのかというものがありました。それに対する区

の見解は、課題解決を図りつつ、事業採算性を確保する上で、高度利用地区に伴う容積緩和が妥当だと

いうことで超高層ビルにしていくということでしたけれども、事業採算性を確保するというのは、どう

いう意味なのか伺いたいと思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  事業採算性ということにつきましては、あくまでも事業者である

準備組合の考え方でございます。私ども区といたしましては、老朽化した建物の耐震性の確保、それか

ら不燃構造化、また駅前というところを捉えますと、公共空間の確保でありますとか、狭い道路を拡幅
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したりとか、そういう基盤整備を再開発事業で進めていくことが妥当というような考えでございます。 

○のだて委員  事業採算性は準備組合の考え方ということでしたけれども、区の出した意見書に対す

る見解が事業採算性を確保するために妥当だということでしたので、これが区の見解だということでは

ないのか、改めて伺いたいと思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  区としても事業を進める中で、事業者の見解については承知して

いるところでございます。 

○のだて委員  事業者の見解は承知しているということですけれども、つまりは、４０億円の補助金

を出して、大企業の利益を確保していく、事業採算性を確保していく、そういったために容積率の緩和

が妥当だということなのか伺いたいと思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  ほかの委員会等でも申し上げていますとおり、再開発事業を進め

るに当たりましては、事業者の利益の追求、そういったものではございません。あくまでも町としての

課題の解決、それから駅前の基盤の整備、そういったものについて区として再開発事業を進めることが

妥当というような考えで進めているものでございます。 

○のだて委員  この意見書に対する答えは、事業採算性を確保するために妥当だということでした。

今回の地区計画で、１９番地が高度利用地区に指定され、事業計画に合わせて容積率が４００％か

ら６５０％に上げられました。この変更をしなければ事業が、２４階建て、９０ｍの建物はできないと

いうことになると思うのですけれども、やはりこの容積率の緩和は大企業のもうけのためではないのか

と思いますが、改めて伺いたいと思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  再開発を進めるに当たりましては、先ほどから委員がお話がある

ような事業が成立するかどうか、そういった観点も必要だと考えてございます。また、再開発について

は、そればかりが目的ではございません。こちらにつきましては、やはり町の課題の解決、そういった

ものが念頭にあるものでございます。 

○のだて委員  企業の利益の観点も必要だということですけれども、企業は当然、利益を出すことを

目的にやっているとは思いますが、自治体として４０億円も補助金を出して利益を確保していく、そう

いった観点が必要だというのは、自治体がやることなのかと思います。地域課題の解決は、超高層ビル

でないとできないのか伺いたいと思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  地域課題の解決方法はいろいろあると思います。こちら、戸越五

丁目１９番地地区におきましては、権利者である皆様方が再開発事業として進めたいという意思のもと

進めているものでございます。 

○のだて委員  いろいろあるということでしたので、やはり超高層開発ではなくて、町並みに合った

計画でまちづくりを行っていくということが品川区にも求められていると思います。権利者の方が望ん

でいるということですけれども、私が戸越公園の周辺でお話を聞いて、準備組合に参加されている方か

らもお話を伺いましたけれども、その中に、今のまま住み続けられればいいのだという方もいらっしゃ

います。そして、周辺住民の方は、超高層ビルの再開発を望んでおりません。私のところにも、戸越五

丁目で生まれ育った方から連絡がありました。「生まれ育ったこの町が好きだ」と、「再開発によって

町が壊されてしまう、１９番地再開発をやめさせたい」ということでお話を伺いました。また、近くの

商店の方からも、「この再開発が行われると、賃料が高くなって店を続けられない、仕事がなくなった

ら生活ができない」と、長年１９番地のところでお店をやっている方からも声が寄せられています。こ

の間、品川区は、戸越公園駅のまちづくりビジョンも作成しておりますけれども、作成に向けて、まち
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づくり協議会の方だけてなくて、幅広く周辺住民の方にも意見を聞いて作成したものなのか、そして計

画を進めているのか伺いたいと思います。 

○東野まちづくり立体化担当課長  まちづくりビジョンについてのお話がございました。こちらにつ

きましては、ビジョンの作成に当たりまして、区でつくった案を８町会、それから３商店街の方のとこ

ろにお邪魔しまして、総会または役員会において、いろいろなご意見を伺った上でつくり上げたもので

ございます。まちづくりビジョンで定めている将来像を区として今後も進めていきたいと考えてござい

ます。 

○のだて委員  ８町会、そして３商店街にお話をしたということですけれども、まだそれでは足りな

いということだと思うのです。だからこそ、今、この周辺の方からも、１９番地再開発をやめてほしい

という声が上げられております。品川区は、戸越公園駅周辺の町をどういう町だと認識しているのか、

私は町の方々がおっしゃっているとおり、肩肘張らずに出かけられ、商店街もありますので、町のコ

ミュニケーションも活発に行われて親しみのある町だと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○東野まちづくり立体化担当課長  私どもも町会の方、それから商店街の方とお話しする中では、委

員と一緒の考え方でございます。この町について今後も維持し続けられるような取り組みを続けたいと

思っております。 

○のだて委員  一緒の考えだということでありましたら、やはり再開発が進むと町が壊されてしまう

ということも近隣の方が危惧されておりますので、こういった考え方を改めるよう要望いたします。 

○大沢委員長  次に、西本委員。 

○西本委員  私は、例年要求資料を使わせていただいて、その中の７ページにあります保育園に対す

る国、都の補助金等々の金額がそれぞれ入っております。その中でお聞きしたいのは、保育園を設置す

るといった場合に、私立、認証、それぞれどのぐらいの補助金が入るのか、品川区も当然負担をしてい

ると思うのですが、品川区の負担はどうなるのでしょうかということ。 

 そしてまた、運営費です。非常に私立保育園、認証保育園が多くなってまいりました。待機児解消と

いうことで非常に急ピッチで進められているということについては評価をするところでございますが、

それに対して運営費、特に品川区の運営費がどういう形で増えていっているのか、当然これは都や、国

からの補助金等が来ると思うのですけれども、それに伴って品川区の負担が増えてくるのではないか、

これの現状、今までの推移がどうなってきているのか、ここ数年間の数値をいただければと思います。 

○大澤待機児童対策担当課長  私立保育園の運営費でございますが、大変申しわけありませんが、今、

数年の推移の数値は手元にございません。補助金としましては、平成３０年度、運営費で、国と都から

入ってきます合計額が４３億円余というふうになっております。 

 開設経費に関しましては、平成３０年度予算で、国および都から、準備経費として２６億円余が歳入

となる予定でございます。 

○西本委員  それと品川区の負担も増えてきていますよねということを言いたいのです。推移も聞い

ているのは、品川区の負担がどんどん増えてきているのではないでしょうか。そのもととなる数字があ

ればということでお答えしていただきたいのです。なので、推移のほうは数字がないということなので、

品川区の負担がどのぐらいになっているのかをお聞かせください。 

○大澤待機児童対策担当課長  平成３０年度の予算で、私立保育園等の運営費は１２６億円になりま

すので、区の負担割合が６６％というふうになっております。このパーセンテージ自体は毎年大きく変

わるものではございません。 
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○西本委員  今、６６％ということで、これでも毎年変わらないということの意味なのですか、私立

保育園は非常に多くなっています。１０園とか、今年も１２園でしょうか、増やしていくという形にな

るので、当然ながら運営費ですから、毎年毎年、私立保育園、認証保育園に対する運営費が品川区にか

かってくるのだと思うのです。そうすると、全体の保育にかかる予算の中においてのパーセンテージは

変わらないけれども、金額は増えてくるということなのか、その６６％という意味をもう少し教えてく

ださい。 

○大澤待機児童対策担当課長  金額はもちろん毎年園数が増えれば上がりますけれども、運営費全体

にかかる区の負担割合は、毎年大きく変わるものではないということでございます。 

○西本委員  そうしますと、この６６％、これは品川区で出していかなければならない数字というこ

とですが、当然、保育園が増えてくれば、金額は増えてくるということで、かなり負担増になってくる

のだろうというふうに思います。これらの待機児童解消ということで、いつまでこの事業をどこまで大

きくしていくのかということです。そして、その根拠がどういうところにあって、今後の５年先、１０

年先の保育園を計画していくのか。それに合わせて公設民営ということが、今、進められようとしてお

ります。民営化です。その民営化になったときの品川区の負担といいますか、ほかのところからの補助

金等々来ると思うのですが、どういう形になってくるのか、それを教えてください。 

○大澤待機児童対策担当課長  保育園の開設につきましては、基本的に子ども・子育て会議で承認さ

れた子ども・子育て計画に沿って開設をするということになっております。ですので、今年度、改訂し

ました子ども・子育て計画に基づいて、平成３１年度までは開設の予定が立っておりますけれども、平

成３２年以降の開設につきましては、来年、ニーズ調査等をいたしまして、その結果に基づいて新たな

人口推計を用いて開設計画を立てていくことになります。そちらの計画に沿って、その後、平成３２年

以降の５年間の計画を立てて、開設をしていくということになってございます。 

○吉田保育施設調整担当課長  私からは、公設民営についてと、運営費についてもご説明申し上げま

す。 

 公設民営につきましては、区の持ち出しはほぼ１００％という形になります。 

○西本委員  今の公設民営に関してですが、持ち出し１００％とはどういう意味なのでしょうか。要

するに、公立保育園をつくるというのは、１００％一般財源から出るわけです。今の公立保育園を民営

化することによって、どういう形になってくるのですかという話です。 

○大沢委員長  おわかりになる範囲で。 

 もう１回、西本委員のほうで整理をして質問されたほうが、つかみにくいところがありますので、も

う１回整理をして明瞭に質問をお願いしたいと思います。 

○西本委員  では、もう一度。新設はわかります。運営費が変わってくるわけですね。要は、民営化

をすることによって変わってくると思うのです。それによっての予算の立て方も変わってくると思うの

ですが、どういう形になってくるのでしょうか。 

○吉田保育施設調整担当課長  公設民営のところの運営費ということでよろしいでしょうか。公設民

営の運営費となりますと、これは区立保育園と同等になりますので、区の持ち出しがほぼ１００％とい

う形で運営する形になります。 

○西本委員  済みません、私の質問が悪いのかもしれませんが、では、なぜ民営化するのですかとい

う話になってしまうのです。要は、言いたいことは、なぜ今、私立保育園、認証保育園を多くしている

かというと、公立は開設費も出ないので、補助金がないので、それで私立、認証の設置に伴ういろいろ
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な補助金を使ってやっていきましょうという話なのです。では、民営化になるとどういう形になるので

すかという話です。民営化しても、品川区からの持ち出しが変わらなければ、なぜ民営化するのですか

という話になってくるのです。では、公立保育園の意味は何でしょうかという話です。そこを答えてい

ただけますでしょうか。 

○佐藤保育課長  公設民営の保育園ですが、敷地が大体５年とか期間が限られているところで待機児

童対策ということで特化してやっている事業でございます。先ほどの答弁があったように、運営費に関

しましては、公立の保育園のスキームと同じで、利用者の負担が大体１５％、それ以外に関しましては

区の税金で負担をするというものでありまして、第一義的には待機児童対策というところでございます。 

○西本委員  本当に申しわけありません。品川区は公立の民営化をやろうとしているわけではないで

すか。そうなったときに、予算立ても変わってくるのですか。今の答弁ですと、いや、変わらないです、

委託するにしても全て区がお金を出すことになるのです、品川区の負担が同じなのですというのであれ

ば、民営化にする必要はないではないですか。だったら、ではなぜ公立保育園を民営化にする意味があ

るのですかということです。答えられますか。 

○佐藤保育課長  公設民営の民営化の部分に関しましては、品川区は長年、保育の質の向上および維

持ということでやってまいりました。その関係で一度に民設民営に切り替えるのではなくて、一度、公

設民営という形で民間に委託をしてから、徐々に民設民営に切り替えていくという考え方に基づいて

やっているものでございます。 

○大沢委員長  次に、鈴木真澄委員。 

○鈴木（真）委員  私は、５２ページ、地方消費税交付金、それから８９ページの国庫補助

金、１１３ページ、都補助金、これは両方とも子ども・子育て支援交付金、すまいるスクール関係です。

それから、１３６ページの基金繰入金から社会福祉基金繰入金、障害児者総合支援施設建設経費、この

工事関係と運営関係について教えていただきたいと思います。 

 まず、すまいるスクール関係です。児童指導に携わる方の人材確保を要望するという質問をさせてい

ただいた中で、国の子ども・子育て支援交付金の運営費補助は、人件費基準額が引き上げられ、増額分

を要求しますという答弁をいただいております。今回の増額部分にそれが絡んできているのかどうか１

点お聞きしたいと思います。 

 それから、障害児者総合支援施設建設経費です。これは具体的に言うと、さっきもちょっとお話が出

ましたけれども、工事現場を見ると、来年の２月の完成、４月の運営に間に合うのでしょうか。素人感

覚なのですけれども、まだ何も柱が建ち上がっていない状況の中で間に合うのかというのがわからない

ので、そこの２点をまず教えてください。 

○髙山子ども育成課長  私からは、すまいるスクールの補助金の関係のほうの答弁をさせていただき

ます。 

 今回の歳入に関します部分につきましては、利用児童の増加に伴いまして、必要額を最大限要求する

というものでございまして、こうしたものが回り回ってではございますが、すまいるスクールの運営委

託料のほうに充当されるような形でなってまいりますので、受託事業者の側にとりましては、そうした

部分については最終的には補塡されるような形になろうかと、そのように考えております。 

○小林施設整備課長  現在、現場のほうでは、５月末ごろまで、地下の部分の工事を進めております。

それから鉄骨を建てまして、８月ごろから仕上げに入ります。そして、平成３１年２月を目標に竣工で

きるように、今現在、一丸となって頑張っています。 
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○鈴木（真）委員  先ほど、すまいるスクールの運営委託というお話をしましたけれども、これは、

例えば児童が増えたとかということでなく、あくまでも増額になったということでよろしいのでしょう

か。 

 あと、契約が５年の契約ですね。その中で人件費分を乗せていただいている、乗せてもらいたい部分

なのですけれども、その辺に関して教えてください。 

 それから、障害児者総合対策施設の関係です。先ほど、質問の中で、フェンスに品川児童学園の生徒

の作品がというお話があったのですけれども、これは地域の方からも相当期待された施設だと思ってい

ます。全然反対もなく、あれだけのものが立ち上がるというのは、本当に地域の方のご協力があると

思っているのですが、その中で近くの小学校の児童の作品も一緒にしたらどうかというお話もあったの

ですが、今そういうお話は進んでいないのでしょうか。 

○髙山子ども育成課長  すまいるスクールは委託による運営形式ということでございまして、平

成２９年度の総事業費に占めます委託料の割合は、大体５９％程度だったのですが、平成３０年度の当

初予算におきましては６３％ということで、もちろん児童の増加に伴う部分もあるわけなのですけれど

も、いわゆる受託事業者側の所要額を最大限考慮して予算設定しているものでございますので、そうし

た部分におきましては、受託事業者側の利益として還元されるものというふうに考えています。 

○飛田障害者施策推進担当課長  近隣の小学校ということで、今後、城南小学校に声をかけて、どう

いうふうな作品、どういう展示方法があるかを検討していきたいと考えております。 

○鈴木（真）委員  すまいるスクールに関しては、なかなか児童を見ていただく方の指導員の方が集

まりにくいという状況は、よく保育士との比較から処遇の問題が出ております。その辺の区としてでき

る限りやっていただいてということで、これからもしっかりやっていただくようによろしくお願いいた

します。 

 それから、障害児者の施設のほうは、そういうお声が出ていたので、ぜひご協力して、本当に地域に

密着した施設にしてもらいたいということを要望します。 

 運営のほうです。４つの団体というか、法人が一緒になってこれから指定管理を受けていく方向にあ

ると思うのですが、やはり４つの団体が一緒にとなると、まとまりがなかなかつきにくいというのは以

前からお話を伺っています。最初のプロポーザルのときから４つで来ているのですから、ぜひそのまま

進めていただきたいのですが、今の進捗状況、そのまとまり状況について、もう一度教えてください。 

○飛田障害者施策推進担当課長  運営の件ですが、今、社会福祉法人グローが中心となって行ってい

るところですが、確かに４つの法人ということで、グローのほか、残りの３つの法人というところで中

心になってやっているところですが、いかんせんグローは滋賀県、ゆうゆうは北海道、愛成会は中野、

日精看は港区というところで、それぞれ離れているので、グローとしてもなかなか苦労しているかなと

いうところは感じているところであります。また、運営に関しても、なかなかこちらの考え方と相違が

出ることもありますが、そこが大きな課題と言えば課題になってしまいますが、いずれにしましても、

区と運営事業者ともに平成３１年４月より、しっかり運営ができるよう、今後とも協議を図っていきた

いと考えております。 

○鈴木（真）委員  これからしっかりした施設をつくって運営していくわけですから、区としても、

それなりにしっかり指導体制もとっていきながら調整をしていっていただくことが大事だと思いますの

で、ぜひその点、これからもよろしくお願いします。 

 それから、地方消費税の関係です。先ほども質問に出ておりましたが、１５億円という金額、地方消
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費税の清算基準の見直しということが出てまいりますが、これは特別区長会としても要望を既になさっ

ている状況は承知しております。さらにこの後の来年の１０月ですか、消費税が、今、８％から１０％

になる可能性があったときに、東京都全体で２,０００億円という数字が出ているのが報道されており

ました。このままいくと、品川区は３０億円という数字になってくると思うのですが、この辺につきま

して、区は当然、先ほど来、お話はわかっておりますが、これから例えば特別区長会として、さらなる

要望をどのようにしていくのか、この辺をどう対応なさっていくのかお聞きしたいと思います。 

 もう１点、この特別区の一人勝ちという状況の中で、全国の自治体との連携事業、これもいい事業だ

と思っているのですけれども、ただ、これが伝わらないということがちょっと不安というか、このまま

やっていくのが逆にいいのかと、それをもっと広めて東京都だけではないということを伝えてもらいた

いと思うのですが、その辺はいかがお考えでしょうか。 

○秋山財政課長  消費税の改正についてでございます。それから、法人税も含めて、税制改正案が上

がって、国はこちらのほうを見ているというところでございますので、これを、繰り返しになりますけ

れども、区長会を通じて、また東京都とも連携をとって強力に主張してまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○柏原企画調整課長  全国連携プロジェクトの関係でございます。今、委員ご指摘もあったとおり、

区としてもさまざまな都市と交流連携したいというところで、区長会のほうでも連携プロジェクトの強

化ということで、さまざまな取り組みを今、検討しているところでございます。新年度に向けて新たな

発信というところで、その強化策を今検討していて、基本となるプラットフォームの強化であるとか、

そういったところも検討しているということで、これは区長会と協力しながら、我々も押し出していき

たいというふうに思っています。 

○鈴木（真）委員  全国連携プロジェクトはぜひ、やっぱりわかってもらわないと、せっかく２３区

でやっているものが何も伝わらないのではないかと思います。ぜひその辺もしっかり区長会等で検討し

ていただきたいと思います。ぜひよろしくお願いいたします。 

○大沢委員長  次に、塚本委員。 

○塚本委員  私からは、８３ページ、国庫支出金の国民健康保険負担金、また同じく１０３ページに、

都支出金としての国民健康保険負担金というところで、いわゆる国保の広域化にかかわる質問をさせて

いただきたいと思います。 

 これまでも、昨日も含めて幾つかの委員からもこのご質疑がありましたけれども、平成３０年度から

広域化ということで、国保が東京都に移管をされる。これによる大きな変更点としては、都が各自治体、

品川区なら品川区の納付金は幾らですというのを決めてくる。そして、それに合わせて、一応、参考と

いうことでありますけれども、標準の保険料率も自治体ごとに、２３区であれば各区ごとにそういった

ものを算定していきます。こういう中で、品川区としては、区独自で保険料率等を定めてということも

選択できるという中で、２３区統一の保険料というところの決断をしたというところを、国保運営協議

会などでもお話をいただきました。ところで、この運営協議会に示された資料の中で、特別区の今後の

対応方針というところで、幾つか将来的な方向性ということで、都内統一保険料水準、医療費の適正化、

収納率の向上、それから法定外繰入金の解消または縮減ということで、統一的な対応をしていくという

ようなことを言っているのですけれども、まず、この都内統一保険料水準ということについて、このね

らいは一体どういうところにあるのか。そして、品川区にとっては、どのような影響が想定されている

かというところでお示しください。 
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○三ツ橋国保医療年金課長  都内統一保険料水準のねらいでございますけれども、こちらは国が示し

ております都道府県化のメインとなる考え方でございます。それぞれの都道府県単位で国保制度の財政

基盤を安定化させるという部分がございますので、その考えのもとに、都内の保険料水準を統一してい

くという考えでございます。 

 その中で区といたしましては、やはり統一保険料方式の、２３区内同一世帯同一所得であれば同じ保

険料という考えに基づきまして、区といたしましては、その考え方に賛同しております。 

○塚本委員  さらに、将来的な方向性で示されている法定外繰入金の解消または縮減というふうに

なっていますけれども、改めて法定外繰入金に対する特別区の方針、ならびに、その特別区の方針の中

において、さらに品川区としてそれをどのように受けとめ、また理解をしているのか、何か独自の考え

方等あるのか、お伺いしたいと思います。 

○三ツ橋国保医療年金課長  法定外繰入金の部分でございますが、国からは法定外繰入金を解消・縮

減するようにと求められております。その考え方に基づきまして、区といたしましても法定外繰入金を

解消・縮減する方向で考えております。 

○塚本委員  今、法定外繰入金の話が出ましたけれども、一方で、財政支援、いろいろと財政的に国

保も大変だというところで、平成２７年から低所得者対策の強化ということで１,７００億円が支援さ

れているわけですけれども、改めて平成３０年度からは、追加で１,７００億円が支援されるというと

ころで、幾つかのメニューがあるのですけれども、保険者努力支援制度というものがございます。医療

費の適正化に向けた取組等に対する支援ということでございますけれども、これはどういうものなのか。

品川区として、今、この支援制度の活用にあたり、どのような状況であるか教えてください。 

○三ツ橋国保医療年金課長  保険者努力支援制度でございますが、これは国の追加で１,７００億円

が予定されておりまして、それは国保共通の指標、そして一方では、保険者共通の指標というものがそ

れぞれございます。例えば、保険者共通の指標でございますと、メタボ、がん、歯科、糖尿病重症化対

策などがございまして、国保共通の指標といたしましては、収納率やデータヘルス、医療費適正化など

がございます。この中で独自に区市町村がそれぞれ指標となるものを自分たちで出しておりますけれど

も、２３区の中で品川区は１位でございまして、６２区市町村の中でも１位となってございます。 

○塚本委員  そういった意味では、さまざまないわゆる区民からの保険料以外の部分で、この財政的

な支援、ほかにも他の社会保険の保険者から前期高齢者支援金というような形でも支援が入っておりま

すし、また、医療費の水準によって保険料を見ていこうというような考え方もあるようです。そういう

さまざまな財政支援で国保の負担を下げていこうという動きがあるわけですけれども、そういう中でも、

どちらかといえば医療費が高くて、そして所得としてはそんなに高所得の被保険者がいないという特性

がありますので、この中で区として、今後の、保険料負担をどのような形で安定化していくのか、持続

可能なものとしていくのか、そういうところについてご見解をいただきたいと思います。 

○三ツ橋国保医療年金課長  今回、財政運営の安定化といたしましては、東京都が財政運営の主体と

なっております。また、区や特別区長会、そして全国自治会連合会からも国庫負担金の増額の要求はし

ておりますので、なるべく保険料が値上がりしないようにしていく所存でございます。 

○塚本委員  いわゆる支援というところを含めまして、あとは医療費の抑制というところで最後にも

う１つ伺いたいのですけれども、これまでも医療費の抑制ということで質疑がございましたけれども、

医療費をなかなか少なくしていくということは難しいのかもしれませんが、増加を少しでも抑制してい

くというところで、いろいろな手段があるかと思います。品川区として医療費の適正化に向けて、どの
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ようなところに重点を置いて進めていこうとしているのかを最後に伺いたいと思います。 

○三ツ橋国保医療年金課長  医療費の適正化につきましては、データヘルス計画の中でいろいろな取

り組みを行っております。その中で、やはり医療費、重症化予防対策や薬剤の関係のさまざまな取り組

みを行っておりますけれども、できるだけ保険料が上昇しないように抑制してまいりたいと思っており

ます。 

○大沢委員長  次に、いながわ委員。 

○いながわ委員  まず１点、７５ページ、使用料で、土地建物使用料について、これは確認なのです

が、まちづくり事業用地等で１,５６９万７,０００円が計上されていますけれども、この事業用地は誰

かに貸しているのかどうなのかということが１点。 

 １０７ページと１２３ページに、スポーツ施設整備費という節がありますが、平成２９年度、東京都

の補助金には出ていなかったのですが、今年度というか、平成３０年度新たに創設された東京都の助成

金なのかどうなのかということが１点。 

 あと、体育館運営経費と公園・児童遊園整備費と２つありまして、それぞれ性質が違う用途への補助

金になっているのですが、実際、このスポーツ施設整備費というのはどんな性質のものなのかというこ

とを教えてください。 

 あと、９７ページの国庫補助金の中に、防災安全交付金ということで、公園・児童遊園整備費という

のが計上されていますけれども、スポーツ施設整備費との絡みを教えてください。 

 それと、１４７ページの雑入の広告料収入について、要するに、広告料収入ですから税外収入の観点

から考えて大変必要なものだと思っておりまして、おそらくこれは大半が区のホームページのバナー広

告料だと思っていますが、これに関して、その詳細と、今後の事業展開をどうお考えなのかということ。

今後、こうした予算における税外収入の観点から考えた広告料収入の位置づけというのは、所管ではど

のように思っているのかということをお聞かせください。 

 そして、６７ページのシルバーセンター使用料、１１館の利用については、おそらく免除団体を除く

利用、いわば目的外使用が計上されていると思うのですが、地域性もある中で、各館の利用回数に差が

あるので、それをどうお考えなのか、特に西五反田の目的外利用が８回で、旗の台が３回という目的外

利用回数になっているので、その辺をどう考えているのかお聞かせください。 

○今井土木管理課長  ７５ページの土木使用料、土地建物使用料につきましては、五反田ふれあい水

辺広場内の地域貢献施設として貸し出しを行っているところでございます。 

○稲田都市開発課長  そのほかに大井町駅周辺地区再開発事業用地関連使用許可に基づく行政財産使

用ということで、民間の駐輪場や水道管、その土地に埋設されたもの等がございます。あと、西大井駅

周辺の西大井作業所というところで、従前居住者への仮移転先としてお貸ししているという状況がござ

います。 

○池田スポーツ推進課長  １０７ページのスポーツ施設整備費の補助金でございます。こちらは、体

育館のものでございまして、内容としましては、スポーツ環境を拡大する工事と、利用機会の拡大に関

する工事ということでの補助金でございます。 

○溝口公園課長  まず、私から、１２３ページにありますスポーツ施設整備費等の補助金でございま

す。これにつきましては、オリンピックに向けて、新たなスポーツの運動施設の整備、または改修、そ

ういったものに対する補助として入っているものでございます。 

 また新たにという形ではありませんが、今後もこういった補助金等は活用しながら整備等を進めてい
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きたいというふうに考えているものでございます。 

○中元広報広聴課長  私からは、１４６、１４７ページの広告料収入のところでございますが、こち

らはさまざまございますが、一番比率的に大きいのは、おっしゃるとおり、区ホームページのバナー広

告になってございます。こちらも引き続き広告等の掲載に努めていきたいというところでございます。 

○松山高齢者地域支援課長  シルバーセンターの使用料に関しまして、西五反田と旗の台の利用の少

なさということなのですが、部屋が小規模だということが一番の原因かと思っております。 

○いながわ委員  土木使用料、一気に１,５００万円と出ていたので、何なのかと思ったけれども、

これは数カ所いろいろなところを合わせた額がこの額だということで認識しました。ありがとうござい

ます。 

 スポーツ施設整備費は、これはオリンピックに向けてということだったのですが、ということは、オ

リンピックはあと２年後なのですが、２年たったら、それは打ち切られる方向性なのかどうなのか、も

ちろん計画的に整備はしっかりと進めていただきたいという思いがありますので、よろしくお願いしま

す。 

 広告料収入に関しては、非常に税外収入が大切な位置づけであるという中で、おそらく各課がそれぞ

れいろいろな取り組みをしているのかという認識は多少なりともあるのですが、例えば、戸籍住民課で

戸籍とか住民票を入れる封筒にもいろいろな広告が載っています。そういう中で、それを区の誰がそう

いったものを管理しているのか、それもいろいろな部分の広告料収入だと思うのですけれども、その管

理態勢はどうなっているのか、もし広告料収入に重みを置いているのであれば、しっかりとした形でそ

れを管理していくべきであって、一括して募集をかけていくべきだと思っているのですが、その辺を教

えてください。 

 シルバーセンターに関しては、少ないのは使い勝手だという話なのですけれども、全体を見てあまり

にも少な過ぎるので、そうなってくると、老若男女全ての人が使えるようなゆうゆうプラザみたいなも

のを積極的に整備していく必要性があると思うので、歳出になってしまうのかもしれませんが、ここま

で低いと、もともとの目的利用の方に迷惑をかけずに目的外利用をしっかりと増やしていくという方法

をしっかりと今後考えていっていただきたいと思いますので、一言あればおっしゃってください。 

○秋山財政課長  広告料収入というよりも税外収入全般的なお話ということでございます。広告料収

入に限らず、広告収入が入らなくても、戸籍のデジタルサイネージ等は区の持ち出しがなくて事業者の

負担でつけていただいているというようなこともございます。区としましては、税外収入については、

各所管に工夫をするようにという通知もしておりますので、それぞれ各所管の立場で工夫をしてやって

いるというところで、財政としても税外収入はこれからもどんどん増やしていっていただきたいという

ふうに思うものでございます。 

○松山高齢者地域支援課長  委員ご提案のとおり、どなたでもご利用できる、交流できるという憩い

の場としてのゆうゆうプラザを皆さん望まれております。ただし、シルバーセンターの老朽の度合いで

すとか、お困りの状況を総合的に勘案しながら進めてまいりたいと思っております。 

○いながわ委員  要するに、例えば広告料収入はすごく考え方が幅広いと思うのです。それを各課に

任せてばらばらなことをやっていたら、統一性もなくなってくるし、では、募集はどこに、広告を載せ

たいのだけれどもと声をかける場所、例えば、品川区のホームページの下にはバナーが載っています。

そのバナーの上には広告募集についてなどというものが書かれているのです。そこを押すと、バナーの

みなのです。では、ほかの例えばデジタルサイネージに載せたいという人たちは、どこにいけばいいの
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かもわからないですし、それをしっかりと管理するべきではないですかということを申し上げておりま

す。よろしくお願いします。 

○秋山財政課長  どのようなことをやっているかという調査も含めて、こちらのほうで取りまとめて、

今後、ワンストップでできるようなことを検討していきたいと思います。 

○大沢委員長  次に、渡辺委員。 

○渡辺委員  お願いします。１３１ページ、オリンピック・パラリンピック教育推進事業について伺

いたいと思います。 

 本当にいろいろな展開があるものだなと感心するぐらいプログラム、メニュー、現場の声も含めて拝

見しています。その中で、まず東京都委託事業の歳入から、主な内訳を教えてください。事業展開の中

ではランク別があるのか、また、オリンピックとパラリンピックそれぞれどのくらい違うのかというこ

と。 

 それと、区内競技、そして応援競技ということで、かなり浸透してきたなと、学校教育以外でも認知

度といいますか、どれだけ知られているかでみたら急激に上がっているかと思います。学校という単位

で考えたら、おそらくこれは推測なのですが、相当子どもたちの中では浸透しているのではないか、そ

んな気がしています。数値目標か何かはおありなのか、そういう認知度、学ぶという観点になるかと思

うのですが、こと３競技の応援ということでおありでしたら教えてください。 

○熊谷指導課長  本区におきましては、全ての幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校で、オリン

ピック・パラリンピック教育を推進してまいりました。特にブラインドサッカー、ホッケー、ビーチバ

レーボールにつきましては、平成２８年度からブラインドサッカーを１５校でスタートしまして、平

成３１年度までには３競技全て体験できるような取り組みをしているところでございます。 

 特に都のパラリンピック応援校になっております荏原第六中学校におきましては、ブラインドサッ

カーに特化して選手たちの競技会場、練習会場として活用する中で、生徒との取り組みを進めていると

ころでございます。 

○渡辺委員  まさしくそれぞれ地域性が具体的に出ると、なるほどなと思うのです。その周辺では、

日本代表の人が来ているとか、来るのだとか、やっぱり話題性はものすごくて、体験の力というものが、

あるように思います。 

 それで聞きたいのが、少し前は、オリンピック・パラリンピック教育の推進校というのが東京都の指

定であったかと思います。今、項目がないことから、これはおそらく全校がレベルアップをして、全校

が推進校扱いに近いものなのか、その辺のニュアンスを教えてください。 

 もう１点、この教育推進の項目の中に、競技体験、先ほど、全校でとおっしゃっていました。これは

全員というのは物理的には結構厳しいのかなと思うのですが、学年だとか、年数で、今年はないけれど

も来年はあるとか、その辺の仕組みのところを教えてください。 

 もう１個、項目のところで、教員向け研修の実施とあります。これは本当に大事ではないかと思うと

ころがあります。というのは、議会でも過去２回、ブラインドサッカーを特別委員会等で経験をさせて

いただいて、私も体験したのですが、やはり体験すると言葉に力が出るといいますか、人に伝えやすく

なる。その典型が、３年ほど前ですか、ブラインドサッカーの国内リーグの競技会があったときに、そ

の後の区長のスピーチ、言葉の中にも、やはりあの競技の迫力、あるいは真剣さ、直に見るとすごいの

ですというのがあって、それを聞いた町会長とかもそうなのですが、今まで関心のなかった人が、そん

なにすごいのかと、まず関心が上がる。リーダーが言葉にするとき、体験とか裏づけがあると、ものす
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ごく発信力が高まるなと。 

 そういう観点から言うと、例えば校長先生とかが何かしらでかかわりが深かった場合には、朝礼もま

た違ったものになってくるでしょうし、やはり学校で発信力のある先生がリーダーとなってＰＲする。

ただ、それも全員には行き渡らない場合もあると思うのです。やはり物理的な問題もあるかと思います。 

 そこで１つ伺いたいのが、映像の活用をどのように考えられているか。今、本当に編集等も一般の家

庭でもやれるぐらいになっています。なぜこんなことを伺うかというと、やはりブラインドサッカー協

会の講師の方の話を聞く機会が地域でありました。地域の方の長い時間ではなくて、１５分、２０分の

中で映像をもとにした講義を受けたら、ものすごく集中して見られて、わかりやすかった。それがルー

ルのこともさることながら、やはり理念のところ、障害者スポーツの大事さとか、理屈ではなくわかり

やすかったのです。だからこそファンになったというケースを最近ちょっと感じたものですから、映像

等を活用して、今まで３０人が限界だった、１００人が限界だったものが、またそこからの広がりとい

う意味で浸透できるのかなと、教材にもかかわってくるかと思うのですが、何か考えがございましたら、

よろしくお願いします。 

○熊谷指導課長  この都の委託金でございますけれども、こちらにつきましては、全ての幼稚園、学

校に、次年度は２０万円ずつ支給となっております。こちらにつきましては、平成２８年度が３０万円、

平成２９年度が２５万円、来年度２０万円ということになっているところでございます。 

 こちらの３競技の体験教室につきましては、歳出のところになりますけれども、本区でつけている予

算でございます。こちらについては、学年は各学校で決めているところでございますけれども、全ての

競技につきまして、発達段階に応じて行っていく形をとっております。 

 ３点目の教員向け研修でございますけれども、こちらも本区で予算化しておりまして、委員ご指摘の

とおり、教員がまず体験することで、障害者理解を深めるとともに、パラリンピックのすばらしさ、ブ

ラインドサッカーの選手たちの意気込み、そういったものを実際に味わうということが重要だと感じま

して、次年度の予算化をしているところでございます。 

 最後のオリンピック・パラリンピック、特にパラリンピックの映像教材でございますけれども、こち

らにつきましても、都が作成したＤＶＤを活用したり、また、実際に障害者理解を深めるためにパラリ

ンピックのブラインドサッカーにかかわるＤＶＤを活用したりしているところでございます。こちらに

つきましても全ての学校でＤＶＤを活用した授業を行っているところでございます。 

○渡辺委員  複数年の計画をもとに積み上げている施策だと思います。去年までもそうなのですが、

地域での展開と、学校での展開、同じなのですが、目的は一緒なのですが、効果と対象者が大きく異な

ります。ぜひともお願いしたいと思ったのは、先ほどちょっと地域での講座といいますか、講座と言う

と固くなってしまうのですが、懇談会の場に語れる人が行く仕組みにすごく興味を持ちました。体験会

も、今、所管のほうでやっているスポーツ団体から今度は違うところへ、文化団体等へというのも伺っ

たことがあります。まさしく学校は、児童・生徒もそうなのですが、やはり保護者の方、そしてまたそ

の世代の方の発信力という意味で、最後、完成に向けて、目標に向けての中では、かなり学校は大きな

鍵を握るなと。 

 なぜこのように申し上げたいかというと、先だっての講座の中で、心に響いた点を２点、ぜひご紹介

したいと思いました。人口の中において名字が田中、佐藤、高橋、鈴木、名字の多い４つの名字の方、

これは人口比で言うと１６人に１人だそうなのです。そして、この苗字の方のお知り合いがいますかと

いう問いかけがありました。出席者はほぼ二、三十人いたのですが、全員手を挙げました。一方で障害
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者の方が友達や家族にいますかというと、手を挙げた方は３分の１ぐらいでした。集まりによっても違

うそうなのですが、ここがまず大きな、障害者の方が身近かどうかというポイントが１つ。そのような

事例がありました。 

 そして、今度は、福祉の押しつけではなくて、たまたまなのですが、ブラインドサッカーというもの

はスポーツを通じていろいろな発信をしていきたい。その中で、トイレに行くときとかはお手伝いをお

願いします。でも、サッカーはうまいですよ。これは同じことが、得意なこと、苦手なことで分けてい

く。それは算数は得意だけれども体育は苦手です。このような講座がありまして、ものすごくこれは参

加者の方の心を打ちました。そのような形で障害者理解を高めるための手段としては最高のものだと思

いましたので、その辺の発信力を学校が、先生がリーダーとなって力を入れていく、そんな抱負を最後

に伺えればと思います。 

○熊谷指導課長  障害者理解につきましては、やはり学校が核となって伝えていくということがとて

も重要だと思いますし、その際に、パラリンピック教育というのはとても重要な柱になると思っていま

す。その中で、現在、特にブラインドサッカーを本区で行っていますが、それ以外でも車椅子バスケッ

トボール等のさまざま、パラリンピックにかかわる競技も行っているところです。 

 その中で、障害者スポーツのレベルが非常に高いというようなことも含めて、保護者や地域にも一緒

にかかわって参加していただくような仕組みをとっておりますので、これからも学校だより等でも周知

していきますけれども、参加型ということも含めて行っていきたいと思います。 

○大沢委員長  次に、石田ちひろ委員。 

○石田（ち）委員  私からは、国庫補助金、また都補助金の地域生活支援事業から、日中一時支援事

業についてと、そこに関連して放課後等デイサービスについて伺いたいと思います。 

 この品川で日中一時支援事業は、にじのひろば戸越、にじのひろば八潮を社協に委託して運営されて

いると思います。先ほどもあったのですけれども、登録料について伺いたいと思います。 

 先ほども答弁あったのですけれども、改めて登録料とは何か。なぜ徴収するのか。毎年かかる理由は

何か。そしてまた、生活保護世帯や非課税世帯からも徴収はされているのかを伺いたいと思います。 

○中山障害者福祉課長  にじのひろばの登録料についてのお尋ねでございます。登録料につきまして

は、事務手数料的なものが多いのですけれども、毎月の利用料のお知らせ、銀行の振込手数料、それら

を動かすシステムの経費となっております。 

 お尋ねの生活保護世帯ですとか、所得の低い方からもいただいているのかというお尋ねでございます

が、現在のところ、登録料は全員の方からいただいているところでございます。 

○石田（ち）委員  この利用料の月々の請求や銀行振替手数料等々の事務的なものということなので

すけれども、先ほどもありましたが、この事業だけが登録料なるものを徴収しているということ

で、２３区で見ても、品川だけなのです。月々の請求や銀行の振替、こうした業務は誰がやっているの

でしょうか。どこかが代行などされているのでしょうか。 

○中山障害者福祉課長  日中一時支援事業ですか、地域生活支援事業の中に位置づけられております

ので、各区、例えば同じ日中一時支援事業といっても、事業の中身はさまざまでございます。品川区の

場合は、事務手数料的なものをいただいているのですが、まず一番最初の日中一時支援事業の事業とし

て成り立ちは、ＮＰＯ法人の方々が特別支援学校に行かれているお子さんたちの預かりを必要とされて

いる保護者の方が多いということで始められた事業ということになります。それが社会福祉協議会のほ

うに、もともとのＮＰＯ法人がもうこれ以上事業ができないというようなお話をいただき、社会福祉法



－59－ 

人に移管をしたものでございます。そういった当時のところから事務的な経費ということでいただいて

いたものでございます。 

 誰が実際に作業しているかということになりますが、これは社会福祉協議会の職員で行っているもの

でございます。 

○石田（ち）委員  この事務手数料等々の代行としては、にじのひろば戸越では、明治安田生命が収

入代行として月５０数件を請け負っているというふうに伺ったのですけれども、そこをまず確認したい

と思います。 

 最初はＮＰＯの方々がやっていたと、それから社協に移管される時点で、この登録料を委託料、品川

区の委託料の中に入れることで、親御さんからの負担をなくすということはできなかったのでしょうか。 

○中山障害者福祉課長  済みません、多分、代行手数料のところのお話かと思います。明治安田生命

のほうは、私、存じ上げませんで申しわけありません。 

 社会福祉協議会に事務移管をしたときの話でございますが、利用料金制度自体の中身の見直しは特に

その時点ではしておりませんでした。 

○石田（ち）委員  先ほどの生活保護世帯や非課税世帯、要は、収入の低い世帯からもこういっ

た５,０００円の登録料は減免なしにとっていくということでしたので、ぜひここをなくしていくべき

だと思います。そして、委託料として区が払うということを進めていくべきではないかと思うのです。

そこら辺はいかがでしょうか。 

 利用料軽減等により利用料ゼロで通われている方はどれくらいいるのでしょうか。 

○中山障害者福祉課長  先ほどもご答弁申し上げましたが、この５,０００円ということにつきまし

ては、料金の見直し、それから負担軽減策をあわせて検討していきたいというふうに考えております。 

 現在、利用料ゼロで通われている方の人数ということになりますが、現在、日中一時支援を使われて

いる方が６６人いらっしゃいます。そのうち９名の方が負担なしにご利用いただいているところでござ

います。 

○石田（ち）委員  登録料は廃止すべきだと思います。これがなければ運営できないというものでは

ないと思いますので、ぜひ廃止していただきたい。低所得の方で９名の方はゼロということですが、そ

してまた、昨年引き下がった利用料で多くの方が利用できるようにすべきだと思いますけれども、いか

がでしょうか。ぜひ検討をお願いしたいと思うのですが。 

○中山障害者福祉課長  日中一時支援のにじのひろばの利用料につきましては、今年度から利用料金

の負担軽減の策もとってきたところでございます。利用者の方のお声も聞きながら、登録料についても

見直しを検討していきたいと思っております。 

○石田（ち）委員  ぜひ廃止の方向で検討をお願いしたいと思います。 

 にじのひろば戸越を見せていただきました。とてものんびりした雰囲気で、キッズヨガなども取り入

れて、短時間ですけれども、ゆったりと、強制ではなくやっていて、やりたい子が集まるという状況で、

最初は全く集まらなかったけれども、やってくると、楽しいとわかるとみんな集まってくる、積極的に

やるという、そういう場合を設けていて、とても楽しそうでいいなというふうに思ったのですけれども、

ここに障害児だけではなくて、障害者も利用できるようにしたらどうかと思うのです。障害者も使いた

いという声もあるかと思うのです。やっぱり障害者の皆さんも他の施設等々でトラブルだったり、スト

レスなどがあったときに、通えなくなるということもあると思うのです。そうした場合などに一時心を

休めるではないですけれども、のんびりと過ごす場ということで、こうした日中一時支援を利用できる
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ようにすべきではないかと思うのです。この日中一時支援の品川区の実施要綱には、対象者は障害児に

なっているのです。ですけれども、目的のところには、障害者等の日中における活動の場を確保し、障

害者等の家族の就労支援や、障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息等を確保するためと

あるので、障害児に絞る必要は、この目的から見てもないのではないかと思うのですけれども、いかが

でしょうか。 

○中山障害者福祉課長  日中一時支援を大人の方にもご利用できないかというようなお尋ねかと思い

ます。今現在でも、小学校１年から高校３年生までということで、幅広い年齢層のお子様、障害児の方

に対応しています。中にはやはり、例えば放課後等デイサービスですと、対象をもう少し絞って中・高

校生あるいは小学生というふうにやっているところもあります。対象が広いことが利用される方にとっ

ていいことばかりではありませんで、やはり大きい方が怖いというような小さい障害児の方もいらっ

しゃいます。ここに大人の方もとなると、やはりちょっと厳しいかなというのが現状だというふうに考

えています。かといって、障害者の方にこういった場が必要ないのではないかというふうに思っている

わけではございませんので、例えば、それは地域活動支援センターですとか、別の手立てもございます

ので、そういうところでさまざまなメニューの工夫をしていければというふうに考えております。 

○石田（ち）委員  日中一時支援事業を障害児を対象にした理由は何なのでしょうか。 

○中山障害者福祉課長  やっぱりこの事業を、ＮＰＯ法人の方が始めたときの成り立ちがございまし

て、特別支援学校放課後の場で、なかなか障害児の方が楽しく過ごせる場所がない、あるいは、働いて

いる親御さんが見られない、そういったときの預かりの場が必要だということから、この事業がスター

トした経緯がございます。夏休みなどは、長い期間、学校がお休みになりますので、そういったところ

で預かり事業を始めさせていただいたものでございます。 

○石田（ち）委員  わかりました。では、ぜひそういった障害者の方が心を休める時間をとれる場所

を工夫してつくっていっていただけたらと思います。 

 この日中一時支援事業と放課後等デイサービスを併用して使われているという方も、にじのひろば戸

越には多くいました。日中一時支援事業は、利用したい方にとっては必要な施設ですけれども、放課後

等デイサービスの利用日数が少ないために日中一時支援を使わざるを得ないということが、この間、多

く聞かれますけれども、利用者にとっても、施設にとっても、これはよくないと思うのです。ですので、

やはり放課後等デイサービスの利用日数、品川区の方針、基本月１０日、これがやはり壁になっている

というふうに思います。ですので、放課後等デイサービスの基本月１０日の考え方ですけれども、この

間、区は塾や習い事が週２日だから、ここに合わせているというふうにおっしゃっていますけれども、

放課後等デイサービスは療育の場です。塾や習い事とは違うと思うのですけれども、なぜこれと同じ扱

いになるのか伺います。 

○中山障害者福祉課長  放課後等デイサービスは、委員ご指摘のとおり療育の場でございます。それ

から、日中一時支援というのは、もともとこの事業ができたときに預かりということで、特に就労され

ている保護者の方の障害児の方の預かりということでスタートした事業です。この事業が、今回、放課

後等デイサービスの事業所がだんだん増えるにしたがって、そちらでも預かり的な事業を行っている放

課後等デイも出てきているところでございます。 

 考え方としてなのですけれども、特別支援学校ですとか教育の場があります。その上での積み重ねて

の療育ということなので、あまり療育、療育ということに偏ることなく、そのお子さんの成長を支える

視点で何が一番いいかというのを相談の中で聞き取るようにはしているつもりです。ただ、やはり放課
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後等デイサービスのほうが、そのお子様にとって合っているということであれば、現在でも２３日支給

しているケースはございますし、ここのところ多いのは、週２日ではなく週３日ぐらい放課後等デイに

行きたいというようなお声も聞いております。そういった中では、１５日の利用の方も大変増えており

ますので、これからもご利用される方のお声を聞きながら、何がそのお子様にとって最適かを一緒に考

えていければと思っております。 

○石田（ち）委員  療育への偏りという答弁があったのですけれども、療育というのは、機会を増や

すことでつらくなるというものではないと思うのです。その子にとって必要な社会に出ていく、また地

域で暮らす、そうするための支援を教育と治療、これを合わせてやっていくことが療育だと思うのです

けれども、なので、塾や習い事とは明確に違います。放課後等デイサービスのガイドラインでも、児童

福祉法の規定に基づいて、学校や家庭とは異なる時間、空間、人、体験等を通じて、個々の子どもの状

況に応じた発達支援を行うことにより、子どもの最善の利益の保障、健全な育成を図るものであるとい

う、それが放課後等デイサービスであるというふうにあるわけです。ですので、やはり塾や習い事と同

じ考え方で基本月１０日にしていく。この考えを改めるべきだと思うのですけれども、いかがでしょう

か。 

○中山障害者福祉課長  放課後等デイサービスは、やはり特別支援学校とかと連携をすることという

のが、今回、国の方針でもあります。そうしたことを見ながら適切な支援ができるよう支給のほうも決

定してまいりたいと思っております。 

○大沢委員長  会議の運営上、暫時休憩いたします。 

○午後３時３０分休憩 

 

○午後３時４５分再開 

○大沢委員長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 質疑を続けます。ご発言願います。浅野委員。 

○浅野委員  歳入、５９ページの集会所使用料、１２５ページの緊急放送設備整備補助金、９５ペー

ジのがけ・擁壁安全化支援について質問します。 

 最初に集会所の使用料ですけれども、荏原第四地域センターに限定してですが、回数として

は１,７８０回と出ております。これまで荏原第四地域センターの集会所については、２階に３部屋、

集会室が設置されていまして、このたびの地域センターの改修によりまして、３階に集会室が１つ追加

になるというふうに聞いております。これは近くの荏原第四地区会館が閉鎖をされるということで、そ

こが使えなくなるということで、そういう措置をとったというふうに聞いております。このような形で

集会所が増えると、また地域の活動がより活発になるのかというふうにも考えられます。今までもかな

り密な使い方をされていると思いまして、ほとんど予約が厳しいという状況だったかと思いますが、利

便性が向上するのではないかと思います。 

 このたびの改修に関して、部屋が増えたとか、そういうことはあるわけですけれども、特徴的な内容、

何かほかにもプラスアルファがあるのかどうか教えてください。 

○伊﨑地域活動課長  荏原第四地域センターの改修でございます。今、委員ご指摘がございましたよ

うに、今までの会議室は２階まででございましたところ、３階は全て倉庫でしたが、そちらを会議室と

倉庫に改修してございます。その会議室につきましては、今回、防音設備を施しております。また荏原

第四連合のほうに貸し付けておりました旧荏原第四地区会館が閉鎖することに伴いまして、カラオケを
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やっていらした方の活動の場がなくなるということのご意見も受けまして、音響設備を入れて、３階の

集会室でのカラオケを利用できるにしたところが大きな特徴でございます。 

○浅野委員  この地域が結構人口密度も高い地域でありまして、活発に使われていると思います。こ

れからもそういう意味ではプラスアルファがある場合には、ぜひとも追加をしていただければと思いま

す。 

 次に、１２５ページの緊急放送設備整備補助金１,０００万円、国庫補助金２分の１ということです

が、大井埠頭に３カ所、品川埠頭に１カ所、この緊急放送設備が受信設備を含めて設置をされるという

ふうに伺いました。この意図といいましょうか、当該地域に３カ所、また１カ所設置をされる意図があ

れば教えていただきたいと思います。この地域ですと、海も近いのかということも考えると、地震の関

係かなとも思うわけですけれども、そこら辺を含めて教えてください。 

○古巻防災課長  今ご質問のありました緊急放送設備整備補助金でございますけれども、こちらは東

京港の埠頭内におきまして、避難勧告等の緊急情報の聴取が困難なエリアにつきまして、区が緊急放送

設備の整備をする際に、東京都の港湾局が所管になりますけれども、そちらから出される補助金になり

ます。この間、今年度から品川区において防災行政無線の更新を進めておりますけれども、それに際し

まして、品川埠頭、大井埠頭のほうに防災行政無線の設備を増設するということで、補助金の申請をし

まして、補助金を受けるというような形で事業を進めるものでございます。 

○浅野委員  こういう形で国庫補助金も使用されるというふうにも聞いておりますし、少しでも品川

区の安全安心をさらに進められるように、これからも取り組んでいただければ、このように思うもので

ございます。 

 続きまして、がけ・擁壁の安全化支援ということで質問いたします。 

 平成３０年度から助成をするというふうには聞いているのですけれども、この件につきまして、が

け・擁壁といいますと、かなり品川区としても苦慮されているところかと思いますし、数もかなり多い

ということですけれども、今後、東京都と連携をとっていくというような話も聞いております。このが

け・擁壁については、今までなかなか手をつけるというのが非常に難しかったと思うのですけれども、

今回このような形でスタートといいましょうか、やっていきますということになったわけですが、何か

大きな変化があったのか、それとも特別なやり方とか、そういうものがあるのかどうか教えてください。 

○鈴木建築課長  がけ・擁壁の安全化支援につきましては、平成２９年度、今年度より、アドバイ

ザー派遣ですとか、改修工事費の一部助成といったところの事業をスタートしてございます。大きな動

きとしましては、やはり広島あるいは大島の土砂災害があったことを受けて、東京都でも、昨年と一昨

年かけて擁壁の緊急地域を指定に向けて調査を行ってございます。そういったところと連携しながら、

来年度も擁壁の改修事業を進めていって、擁壁の改修を進めていきたいというところでございます。 

○浅野委員  なかなか擁壁、私も何カ所か、ここは危ないと思うところは見たことがあるのですけれ

ども、やはりそういう意味では、切り立ったところですとか、急な坂道ですとか、そういうところが非

常に多いなというふうに感じるところであります。私がよく回っている地域につきましても、これは完

全に切り立ったところもあるというようなところもあるわけでありまして、やはりそういうところが少

しでも安全に改修できれば、これは地域にとってもプラスになる、そのように思いますので、この点に

ついてはこれからも確認しながら進めていただければと思います。 

 がけ・擁壁の箇所数ですけれども、２,０００カ所とか２,２００カ所とか、そのように聞いた記憶が

あるのですけれども、実際にどの程度把握をされているのか教えてください。 
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○鈴木建築課長  擁壁の調査につきましては、一昨年、昨年、２カ年かけまして調査して、区内の２

ｍ以上の擁壁、全数調査を行ってございます。箇所数としましては、約２,２００カ所というところで

ございまして、調査結果につきましては、目視の調査でございましたが、区のホームページ上でも分布

図として公表しまして、さらには所有者宛てに調査結果の概要を周知し、事業の案内も行っているとこ

ろでございます。 

○浅野委員  ２,２００箇所というと、私もびっくりしたのですけれども、やはりそれだけの土地を

品川区が持っていると言ってはおかしいですけれども、そういうような土地になっているということを

しっかりと把握をした上で、さらに安全に、がけ・擁壁を改修できるように、これからも取り組んでい

ただければと思います。 

 実際にできるところといいますと、なかなかこれは難しいと聞いております。簡単にはいかないとこ

ろが多いと思いますけれども、粘り強く地域住民の方の意向も踏まえて、持っている方とも当然ですけ

れども、しっかりと連携をとりながら改修できるようにしていただければと思いますが、いかがでしょ

うか。 

○鈴木建築課長  擁壁の改修は、やはり多額の費用がかかる、あるいは、場合によっては建物とセッ

トでやり替えを行わないと進まないというところでございます。その辺の不安をアドバイザー派遣等を

通じて、しっかりまず擁壁の安全化についてご理解いただいて、あるいは、日ごろの維持管理について

もしっかり技術的なアドバイスを差し上げて、１つでも擁壁の改修が進んで、地域の防災力が上がるよ

うな取り組みを今後も積極的に進めていきたいというところでございます。 

○大沢委員長  次に、石田秀男委員。 

○石田（秀）委員  初めに、予算全体のことを伺います。予算１００億円増の規模でありまして、過

去最大の予算としたということであります。それで、プレスなどを見ると、長期基本計画の最終年であ

り、集大成の予算だというような形でありますけれども、この予算をどのように捉えて、今、予算を提

出されたか、積極的にいろいろな事業をやって、新規事業とかいろいろ載っているのだけれども、気持

ちの中でどういう予算を組んで、こういうものを１００億円増の過去最大規模にしたというところをお

考えを教えてください。 

○秋山財政課長  一般会計予算１,７４５億円の評価ということでございます。今回、６.１％の増と

いうことでございまして、その内訳ということになろうかと思うのですけれども、例えば土木費であれ

ば、再開発は大きい開発が終わっているのでかなり下がってございます。再開発で６７億円ほど下がっ

ているという中で、今回、６.１％の増ということで、これは大きな理由としましては、まさに待機児

童対策ということで、例えば扶助費であれば、私立保育園等に３０億円、それから補助費であっても、

消費的経費でも１５億円ということで、それだけでも４５億円。平成２９年度に比べて、民生費

が１１３億円伸びておりますけれども、そのうちの７０億円強が子ども施策ということで、そういうと

ころに注力をして区民の期待にこたえている予算だというふうに認識しております。 

○石田（秀）委員  簡単に言いますと、市街地整備事業が約７０億円の減、今言った保育福祉関係

が７０億円の増、基金繰入金が全体で１０４億円増、そのうち公共施設整備が４７億円、義務教育

が４３億円で９０億円。その中で義務教育などは学校３校プラス施設建設で３０億円増。障害児者総合

支援施設で３６億円の増ということは、そこで約６６億円の増。そうなってくると、よくよく考えると、

ほとんどそこで終わってしまうのかなというようなことだと思っています。１００億円の増の中の内訳

が、残るところがあと二、三十億円かなというぐらいの感じで、ほかにも増えているだろうから、そう
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なると、物事の考え方で、未来志向でさらなるチャレンジをしていって、いろいろなところで速度を上

げた施策展開をしていきますとか、例えば、区の魅力の向上、健康な暮らし、持続的な区民の共助の後

押しをしていく予算を積極的にやっていきますということを書いてあるのだけれども、そうなってきた

ときに、やっぱり何か打ち出すものがないと、私が思うには、例えば改築が必要なもの、学校だ、保育

園だ、今、ここにもあるように、シルバーセンターだ、特養だ、グループホームだ、高齢者施設だとい

うような、建て替えだ、足りないもの、こういうものをしっかり手当てしていきます。学校も順次やっ

ていきます、常にそういうお答えがあって、高齢者施設でも例えば特養は、場所があれば順次やってい

きます。こういうものをやっていくだけで、この予算はまかなえてしまっているのかというふうになっ

てくると、昨日もちょっとお話ししたけれども、投資的経費でこういう方向で、区長もにぎわいの町を

つくっていくのだというのであれば、にぎわいの町をつくるというのは、今年度予算が１００億円増え

たと思うけれども、どうしても必要な部分に手を入れていった。特に今度、待機児童もあるけれども、

そういうところへ入れていったら１００億円になったけれども、そうではなくて、にぎわいの町をつく

る品川区にこういうことをしていくのだ、こういうことをどこかへ入れていくべきだと思っているので

すが、こういう形の考え方がどこかあれば教えていただきたい。 

○秋山財政課長  予算のポイントになるものということかと思っております。施設の改築、それから

必要なものをやっていくというのは、順次ということで委員のほうからお話がありましたけれども、必

要なものはやっていくのだというところは、これはもう変わらないものだというふうに思ってございま

す。 

 そういう中でも、例えば今回、投資的経費という中でも障害児者総合支援施設とか、かけるところに

はかけていって、こちらの施策を進めていきたいというふうに思っております。今回は待機児童対策と

いうところで大きく伸びているところでございますけれども、必要なものを必要なときにということだ

けではなくて、もっと未来志向のということでお話がありましたけれども、そういうこともこれから先

は考えていかなければいけないのかなというふうに思ってございます。 

○石田（秀）委員  ぜひここはお願いしておきます。ぜひそういう形で未来志向でいろいろな形でに

ぎわいをつくっていくのだ、これは区長も答弁でそういうふうにおっしゃっていて、にぎわいがある品

川区を今後４年間でもつくっていこうという形で力強く発言をされているわけですから、そのにぎわい

をつくるためには、もちろんそれにはソフトもハードも必要だと思っているので、そういうところに

しっかり予算をつけていくということをぜひやっていただければと思います。何かお考えがあれば、ぜ

ひお答えいただきたい。 

○濱野区長  将来的に品川駅が、東京駅から南側の中心になるというふうに思っておりまして、リニ

ア新幹線の始発駅ということであります。品川駅というのは、ほとんどが品川区、もちろん所在は港区

でありますけれども、ほんのちょっと手前までは品川区でありますので、これからは品川区が東京の中

心になるような思いでこの町をつくっていく必要があるだろうというふうに思っております。 

 東京オリンピック・パラリンピックがございます、多くの方々が区に訪れていただきます。それを機

会に、品川区が東京の中心地であるというのは、ちょっと大げさな言い方でありますけれども、そのく

らいの思いを持って町をつくっていく必要があるというふうに考えているところであります。 

 そのためには、さまざまな資源も必要でありますし、また、人的な能力も必要でございます。そうし

たものをしっかりと構築できるような町にしていく必要がある、そのように思っているところでありま

す。 
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○石田（秀）委員  ぜひよろしくお願いします。 

 次に、５５ページの庁舎管理費負担金に関連して質問します。 

 スクエア荏原でシナモロールカフェが開かれます。これはこれでいいのですが、例えば水族館、先ほ

どちょっとお話が出ましたけれども、水族館にレストランがある。水族館の入場者数を増やす、では、

レストランをシナモロールカフェしてしまおうか。例えば区役所の隣には、リボンがあります。今、あ

そこに家具などの物を置いてということではなくて、清掃事務所で家具を直したりしているのであれば、

もう今、メルカリとかあるわけで、窓口だけあって、あのスペースをシナモロールカフェして、例えば

そこに劇団四季に来た人がここまで歩いてこっちに来てもらう、こういう発想を持っていく、人の流れ

を変える、こういうことを私は考えるべきだったのだろうと。今回は、スクエア荏原でいいけれども、

そういう発想をぜひしていただきたい。そういう発想もあったのか、それから、今後もそういう発想で

人の流れを変えていくということも考えていくのか、ここだけ最後にお聞きしたいと思います。 

○柏原企画調整課長  スクエア荏原の部分に関しましては、種々条件がもろもろあったというところ

でございます。 

 人の流れというところでございます。これは委員おっしゃるとおりでございまして、そういった流れ

を政策的といいますか、戦略的にといいますか、考えてつくるというのは、これは今後にぎわいという

観点では非常に重要なポイントであると思っておりますので、シナモロールだけではなくて、いろいろ

な観点の中でそういった発想を持ちながら施策を進めたいというふうに思ってございます。 

○大沢委員長  次に、高橋しんじ委員。 

○高橋（し）委員  よろしくお願いいたします。 

 これは６４ページの使用料及び手数料か、それとも１４４ページの雑入なのか、どこに入るかちょっ

とあれなのですが、健康センターの利用料金と指定管理に伴う区への還元金というのでしょうか、それ

に関してと、それからもう１つは、７５ページ、総務手数料の住民票等の証明発行にかかわって、目黒

のサービスコーナーについてお尋ねします。 

 先に健康センターですけれども、歳出のほうの話になってしまいますが、指定管理料が９,５００万

円で、利用料金収入見込額が２億３,０２６万円、指定管理料は九千数百万円でずっと推移していて、

平成２８年度は９,９００万円、利用料金収入が２億４００万円余となっております。これは平成２１

年度から指定管理の運営委託をしてから年数がたって、このような金額になっているのですが、この利

用料金収入というのがありますが、それがこちらの指定管理者との話し合いで、どのような形で区に

戻ってきているのか。そして、今言った算定方法、数年間の金額はどれぐらいか、それはこの予算書の

どこに入るのかということをお尋ねします。 

○川島健康課長  健康センターの利用料金収入のお話でございます。まず、ここ数年の還元金の推移

からお話しさせていただきますと、平成２６年度が７６０万４,２９６円、平成２７年度が９７０

万５,６５２円という推移になっております。今回のどこにお金が入るのかというようなところですが、

雑入ということで、予算書の１５３ページの２８節、雑入というところに入るという形になってござい

ます。 

 還元金の決め方ですけれども、ざっくり言いますと、利用料金収入の２０％ということでお話をして

おります。当初の協定の中で話し合いに基づきまして、この金額の設定をして、それから毎年毎年の収

入が決まった段階で、また再度、協定を締結した上で、その金額が確定し、お金が区に返ってくるよう

な仕組みをつくっているものでございます。 



－66－ 

○高橋（し）委員  今、平成２６年が７６０万円、平成２７年が９７０万円、平成２８年度が伺えな

かったのですが、利用料金収入の２０％ということでしたが、以前のお話ですと、利用料金の金額でラ

インを決めておいて、例えば１億５,０００万円だとすると、それを超えた部分の２０％とか、何％で、

当初は２００万円ぐらいしかなかったのだと思います。それが今お話しあったように、９００万

円、１,０００万円近いということは、ただ、収入の２０％というと、もっと多くなると思うのですが、

その算定の方法は、料金が出てから幾ら還元するかということを決めるというお話ですが、今度どうな

るかということをあらかじめ決めないで、収入料金が出てから決めるのですか。そこがちょっとあれで、

ここ数年見直しているのですかということもお尋ねします。 

○川島健康課長  失礼いたしました。今委員がおっしゃったとおり、収入額から見込額を引いた部分

ということで見込額が１億６,７００万円、これは最初に決めたものですけれども、収入からこの見込

額を引いた部分の２割が区の還元金になるという計算でございます。 

○高橋（し）委員  ここの指定管理は住友不動産等の共同体がやっていて、利用者が大変多くて施設

内が混雑し、入場制限をしなければいけないぐらいということで、非常に人気があり、企業の努力がさ

れていて、指定管理を運営委託しているものでは非常に成功していて、それでさまざまな講座も行って

いて、利用者の方々も増えているとお聞きしています。指定管理の運営委託の成功している例だと思い

ます。 

 さらに還元金がこのように１,０００万円近く入ってくるということに関しても、区の歳入を増やす

非常に効果的な施策であると思います。これまでのこちらの指定管理運営委託としての評価と、このよ

うな形式、つまり、利用料金、水族館はまた違った形式なのかもしれませんが、このようないわゆる歳

入を生むような指定管理の仕組みに関するお考えをお願いします。 

○柏原企画調整課長  指定管理全般にかかわるお話であろうかと思います。指定管理が入る目的とい

いますのは、サービスの向上もありますけれども、民間事業者の努力によって、効率的、効果的な運営

ができるというところで、今おっしゃっていただいた歳入の部分でも効果が出るといったところがやは

り大きい部分であると思います。ですので、こういった形での指定管理のあり方というのは、進めてい

くべきであると思っておりますし、そういった事業の内容によっては、なかなかそういうものが生みづ

らい事業の施設も中にはありますけれども、そういった効果が望めるようなところについては、どう

いった事業者に入っていただくかというところも含めて考えていきたいと思ってございます。 

 水族館は指定管理とは別の考え方を持っています、違う形態ですので、これはこれで効果的、効率的

な運営というところでは、別の考え方をもっていきたいというふうに思ってございます。 

○高橋（し）委員  健康センターについては２つのところでこのような形で進められているのは大変

よいことだと思っています。 

 それでは、サービスコーナーのほうに移りまして、目黒のサービスコーナーが大井町、武蔵小山に続

いて民間委託ということなのですが、期待される成果、それと、また逆にこういった課題を克服しなが

ら進めていかなければいけないのではないかという、その点についてお尋ねいたします。 

○堤坂戸籍住民課長  目黒サービスコーナーにつきましては、大井町、武蔵小山に次ぐ第３のサービ

スコーナーということで、４月７日にオープンを予定しております。運用形態でございますけれども、

大井町は今年度から委託を開始しておりますけれども、武蔵小山は今のところ直営でやっております。

目黒サービスコーナーについては、大井町と同様の委託で運営を行う予定でございます。 

 期待される成果としましては、周辺の人口は約１万人強ぐらいということで、武蔵小山の利用件数、
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これが戸籍、住民票、印鑑証明を合わせて約１万９,０００件ぐらいあるのですが、それを目指してい

るということと、あと、図書の取次ぎもやってございまして、図書が武蔵小山については３万件程度あ

りますので、それを目指しているというところでございます。 

 若干課題というか、懸念されるところでございますけれども、ちょうど区界で図書の取次ぎサービス

がどんどん利用されるのは結構なことなのですけれども、品川区以外の方、目黒区とか港区の方の利用

があまり増え過ぎてしまうと、どうなのかという心配がございます。 

○高橋（し）委員  期待される成果というのは、サービスの向上や直営で行うことへの経費の削減と

いう、そういったところの観点でお話しいただきたいのですが、その２点についてはいかがでしょうか。 

○堤坂戸籍住民課長  もちろん接遇の向上、あと、コスト減ということでございますと、職員を以前

の大井町ですと１０人以上雇用していたのですが、それが約半分程度で済むのではないかということで、

サービスコーナーだけではなくて、戸籍住民課全体のコスト減につながると期待しております。 

○高橋（し）委員  サービスコーナーは区全体の窓口でもありますから、大井町も含め、サービス向

上と経費節減について、このまま進めていっていただければと思います。 

 ほかの分野においても、このような民間委託についてはさまざまな課題を検討しながら進めていって

いただきたいと思います。 

○大沢委員長  次に、若林委員。 

○若林委員  ９５ページ、また１２５ページの空き家等対策事業についてと、時間があれば同じ９５

ページ等の建設型区民住宅についてもお聞きします。 

 まず、質問に入ります前に、平成３０年４月から新しい公会計制度、いわゆる複式簿記の発生主義に

よる新しい制度がいよいよ始まるということで、またそれに合わせて、今回いろいろ工夫を、特に明日

からの歳出の審議に当たっての１課１目に合わせた新しい予算書の作成とか、しっかりとこういうもの

を私たちはツールとして活用させていただきたいと思います。また、資産のストックでありますとか、

区民への説明責任、また議会の審査の充実につながるように、私も取り組んでまいりたいと思います。 

 そこで、導入に当たりましては、これから日々の仕分けが始まってまいると思います。職員の皆様に

は、大変にご負担をおかけすることになると思いますけれども、何とぞよろしくお願いしますというと

ともに、今回の導入に当たりましては、会計知識でありますとか、また、日々の処理を正確に行うこと

が必要であるというふうに思っておりますので、４月からの作業に皆様どのように取り組んでいかれる

のかお聞きしたいと思います。 

○齋藤会計管理者  ４月に向けまして、今、３回ほど研修を行っております。歳入、歳出、日々仕分

けに当たってのパソコンの操作研修です。日々、管理職も含めて、延べで８００人近い職員が研修に携

わっておりまして、実際にパソコンを使って間違いのないようにきちんと対応できるようにということ

で取り組んでいるところでございます。 

○若林委員  何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、空き家等対策事業ですけれども、まずは平成２８年度から空き家相談会、これは年に２回

ですか、それから電話相談が毎週の月・水・金と午前中に行われております。こういう中で、区民等か

らのご相談でどのような内容があるかをお聞きしたいと思います。 

 またあわせて、昨年の決算でもお聞きしましたけれども、平成２９年度、今年度、空き家対策等の計

画策定をする予定というふうになっております。考え方は昨年の決算特別委員会の中で、いわゆるこれ

までの区の取り組みを区民の皆様に紹介する、わかりやすくつくるということで、特段の実効性を伴う
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ものではないというふうなご答弁がありましたけれども、考え方も含めてこの策定の現況についてお聞

きしたいと思います。 

○長尾住宅課長  空き家ホットラインにつきましては、日常的に空き家ホットラインのほうには電話

相談も入っておりまして、空き家の所有者の方からの除却や活用に関してのご相談、具体的に言います

と、どういったところに相談すればいいかというような、最初の入り口のところでのご相談などもあり

ます。また、空き家の近隣に住まわれている方から近くの空き家がこういう状態なので困っているのだ

けれども、どこに相談すればいいかとか、所有者の方に伝えてほしいであるとか、そういったようなお

問い合わせをいただいているところです。 

 そういったところにつきましては、空き家の所有者の方に対して、区のほうから適切な管理をお願い

しますということで通知文を送らせていただきまして、適正な管理を促しているところでございます。 

 対策計画につきましては、現在、作成を進めているところでございます。現行のこれまで中心に行っ

ておりました空き家に関する調査の内容でありますとか、あと、先ほど申しましたホットラインでの相

談の窓口のお話などをまとめるとともに、これから取りまとめを進めていくところでございます。 

○若林委員  今の計画の内容は、その大きな２つをもって、いわゆる空き家等対策の計画といわれる

のでしょうか。もうちょっと内容を、私のほうで去年のご答弁を紹介しましたので、不足があればつけ

加えてください。 

○長尾住宅課長  空き家等対策につきましては、空家対策特別措置法に基づきまして、計画の中で定

める項目が指定されております。その中でどういった地域を空き家の対策を進めるエリアとして指定す

るのか、また、その計画の実施年数についてであるとか、あとは、大きなところで言いますと、空き家

の適正な管理に関しての施策、空き家の活用に関しての施策といったものもまとめることになっており

ます。また、先ほどちょっとお話しさせていただきましたが、空き家の自治体の中での、品川区の中で

の空き家の実態、特徴のような部分に関してもまとめるような内容となっております。 

○若林委員  そこで、午前中にこれは所管が違いますけれども、いわゆる生活支援付住まい確保事業

というものが高齢者地域支援課のほうで立ち上げられて、新妻委員のほうからも質疑がありました。こ

れによって、いわゆる居住支援協議会のお話になってまいりますけれども、居住支援サービスというも

のがソフト的に整えられるということが１つ大きな特徴だと思います。それから、今の質疑にあった相

談体制は、既に整っているという認識であります。 

 あと、残るのが、居住支援協議会の設立、これは対策計画に大きな項目として１つ入れ込んでいただ

きたいという部分ですけれども、やはり住宅確保でありますとか、情報提供の仕組みということがまだ

足りない、不足しているというところだと思います。 

 もう１つ、居住支援団体、これは東京都のほうで指定をするというふうに法的に決まっていますけれ

ども、こういった都の指定も受けなければいけないという、まだまだそういう意味では、これまでのご

答弁どおり、なかなか居住支援協議会の立ち上げには壁が厚いというか、高いというか、国のほうでは

平成３２年度を目標に１００％の自治体での立ち上げを掲げていて、一方、一昨年の決算特別委員会で

は、住宅課長から、国よりも早く平成３０年度に立ち上げたいというような意向もある中で、居住支援

協議会についていくつか課題があって、立ち上げがなかなかできないという状況がありますけれども、

改めて何が協議会設立のネックでありますとか、課題になっているのかということをお聞きしたいと思

います。 

○長尾住宅課長  居住支援協議会に関してのご質問です。来年度の事業の中で高齢者地域支援課のほ
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うで行う事業も、実質的にはそういった住宅確保要配慮者に当たる高齢者の方に対しての支援になって

いると考えております。 

 東京都のほうでも住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画の案につきましては、２月の中旬ごろにパ

ブリックコメントも行っておりまして、年度内での策定に向けて進めているというふうに確認しており

ます。 

 そういった国や都の動きなども含めて、効果的な品川区版の住宅確保要配慮者に対する支援体制とい

うところを構築していきたいというふうに考えておりますが、既存の事業などもいろいろ既にやってい

るものもございますので、そういったところとのバランスも見ながら、協議会については今後も研究し

てまいりたいと考えております。 

○若林委員  取り組んでいくということで、先ほどご紹介したいわゆる残る２つ、３つの大きな課題

をどうやって乗り越えていくのかというところの、課題があるわけですから、指摘をしたわけですので、

そこについてのご答弁をお願いします。 

〔時間切れにより答弁なし〕 

○大沢委員長  次に、伊藤委員。 

○伊藤委員  ７７ページの個人番号カード再交付手数料に関連して、それから１２ページのオリン

ピック・パラリンピック施設周辺道路整備工事に関連して、それから１４１ページの社会福祉法人貸付

金返還金に関連して質問します。 

 まずは個人番号カードのほうですけれども、これは去年も質問しました。国のホームページによれば、

公平公正な社会実現云々かんぬんで、全国民が対象であるということ。品川区の場合、平成２９年度決

算では、交付枚数が平成２９年８月末で４万７，０００余と聞いた記憶があるのですけれども、そうす

ると、３８万人の区民に対して非常に少ないのではないかということを思って指摘をさせていただいて、

改めてこういう国の大きな動きがあるわけだから、そのことに対して品川区の考え方と、これからの取

り組みの方向性を教えてください。お願いいたします。 

○堤坂戸籍住民課長  マイナンバーカードの交付状況について、まずお知らせいたしますけれども、

現在、約５万２,０００万を交付しております。今年度に入ってから交付のペースがちょっと落ちてき

たような傾向がありますので、来年度以降、さらに区民の方に便利さをＰＲするということと、今、交

付時来庁方式という、カードを受け取るときに区役所にお越しいただく方式をとっているのですが、そ

れに加えて、申請時来庁方式ということで、申請するときに一旦区役所に来ていただいて、交付の準備

ができた段階ではご本人のご自宅宛てに本人限定郵便という形でお送りするという形で、交付を受けや

すいような形をとろうと思います。 

 それから、マルチコピー機の端末体験セミナーというのを何回か開催しまして、コンビニで設置して

おりますマルチコピー機がいかに使いやすいかということをＰＲして、マイナンバーカードの普及につ

なげたいと考えてございます。 

○伊藤委員  それも正しいことですけれども、私は逆に、例えば確定申告でもこれを使うし、いろい

ろなところでもこの個人番号カードのマイナンバーが使われているわけではないですか。だから、それ

を逆に取得をしていかないと、いろいろなものでデメリットが出てくるということのほうがこれからは

多くなってくるのは確かなことだから、むしろそういうことを強調したほうがいいのではないかという

思いさえするのです。だって、国はあくまで公平公正な社会実現、利便性向上のためにやるというわけ

だから、おそらくこの目標は変えないでしょうから、そうなってくると、必ず全ての国民の方々がこの
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カードを持っていくことが前提としてあるわけだから、やっぱり今までの取り組みからではなくて、さ

らにそういう国の方向性を確認した上で、積極的な取り組みをしていかないと、３８万、３９万人の区

民に対して、このカードの普及が進んでいかないと思うので、改めて方向性をどうお考えかお聞かせく

ださい。お願いいたします。 

○堤坂戸籍住民課長  マイナンバーカードの個人番号が情報漏洩ということにつながらないように、

安全なカードですということをあわせて十分ＰＲしてまいります。 

○伊藤委員  ぜひよろしくお願いいたします。 

 オリンピック関連のことであります。これは私も何回か質問させていただいたので、大井競馬場入り

口から大井ふ頭中央海浜公園、それからホッケー会場までの無電柱化、これはぜひ進めてくださいとい

うことでお願いしているのですが、やはり立会川駅周辺が抜けているのです。なぜ無電柱化できないか

ということは過去に説明を聞いたのであれなのですけれども、あくまで大井ふ頭中央海浜公園に最も近

い鉄道駅は立会川であります。だから、そこからのアクセス、そこからのルートについても、やっぱり

配慮していくべきではないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○多並道路課長  私からは、オリンピック・パラリンピック周辺の無電柱化についてお答えさせてい

ただきます。 

 今の委員のご指摘のような形で、当時、オリンピックの無電柱化の事業範囲ということで、国道のと

ころから、またオリンピックの会場になります大井ふ頭中央海浜公園までの無電柱化のスキームという

ことで、全体的にどこまでがオリンピックの開催までに間に合うか、いろいろと検証させていただきま

した。その中で、会場のほうはもちろんやらなければいけないもので、オリンピック会場から大井競馬

場の今のご指摘あったような交差点までの無電柱化ということで、工区も２工区に分けまして同時施工

で行うことで何とか間に合うということが判明しまして、それで計画としては、大井競馬場の交差点か

ら会場までのスキームということでやらせていただきました。 

 ただ、今、委員のご指摘がありましたような、それ以降の立会川駅までのルートにつきましても、自

転車の推奨ルートにも当たっていることもありますので、そのような道路整備における道路維持工事の

中で、自転車レーンの整備、歩きやすいような整備、または使いやすいような整備は一緒にやっていこ

うと思っているところでございます。 

○伊藤委員  ホッケー会場までのアクセスがメインになってくるのでしょうけれども、やっぱりオリ

ンピックがそこで行われるわけですから、無電柱化はもちろんやっていただきたいし、立会川駅近辺の

方々からは、やっぱり自分たちの駅のところから会場周辺までのアクセスをぜひ確保してほしいと、た

くさん話を聞いているわけです。だから、もちろん看板設置なり、さまざまなことをこれからソフト、

ハードやっていくのでしょうけれども、改めてこの立会川駅から大井ふ頭中央海浜公園までの間のアク

セス、道路整備、それから案内看板の設置等、さまざまな検討をして、ぜひ２０２０年に間に合うよう

にしていただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。答弁をお願いいたします。 

○多並道路課長  整備の考え方でございますが、立会川駅の近くの浜川橋のちょうど補修工事が入る

ことで、来年度の予算計上をさせていただいております。その補修工事をやりながら、前後の舗装の修

復もやっていこうと思っているところでございます。また、それ以外も、そのルートということで、い

ろいろ点検させていただいて、よりよい形の維持はしていきたいと思っておるところでございます。 

○伊藤委員  改めてよろしくお願いいたします。 

 それから、社会福祉法人に、これは関連してでありますけれども、先日、自民党で長野の社会福祉法
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人を視察してまいりました。今、社会福祉法人のＩＣＴ化は、厚生労働省が非常に積極的でありまし

て、２０１８年に現場スタッフの報告を電子化、そして２０２０年に全面展開を目指すということが厚

生労働省の方向性であるとわかりました。自民党で視察をした長野の社会福祉法人では、介護ロボット

を導入して、入所者の睡眠リズム、それから１日の体の動きが非常にはっきりとわかったということで

す。その結果として、当初、認知症だと思っていた方、昼夜逆転したと思っている方に対して、つまり

は、昼間起きるように指導していたのが、実はその本人にとっては、かえって負担になっていたという

ことがわかって、介護の計画を見直しをして、結果としてその方の心身の状況も改善してきたし、介護

の費用も減らすことができたということを勉強してきました。もちろん初期費用等はさまざまあるかも

しれませんけれども、この社会福祉法人では、個々の入居者のデータをきっちり把握をした上で、さら

にそのデータを集約した上で、全ての方々のそれを見ていく。そういうシステムを構築しているのを勉

強してきたわけでありますから、これはぜひ品川区の社会福祉法人の中でも展開をしていっていただき

たいと思うのですが、まずは品川区のお考えをお聞かせください。お願いいたします。 

○寺嶋高齢者福祉課長  現在、品川区で各法人のＩＣＴ化に関する取り組みといたしましては、まず、

例えば居室に利用者、ご家族の同意に基づいてセンサーを設置しまして、それをスマートフォンにデー

タが飛んできて、そういったものを活用して安否の確認、それから状況の把握をする。それからあと、

職員の出退勤もそういったもので管理ができる、こういったものに取り組んでいる事業者がおります。

そのほか、介護ロボットというご指摘もありましたけれども、今、品川区でテスト的に導入しています

介護ロボットは、今、委員のご指摘のあったような内容のものではなくて、介護の作業の負担を軽減す

るような装着型ロボットというもので、若干趣旨が違っているものです。３年間のテスト導入の２年目

が今終わっているといった状況でございます。 

 いずれにいたしましても、ＩＣＴ化につきましては、全国的にも注目されておりまして、品川区も他

の自治体の例等も参考にしながら、鋭意情報収集に努めているところで、今後の検討課題の１つという

ことで認識しているところでございます。 

○伊藤委員  私たちが視察をしてきた社会福祉法人では、個々人のデータを完璧に管理して、さまざ

まな職種の方々が、例えば医師であったり、介護福祉士であったり、歯科医師であったり、理学療法士

など、さまざまな職種の方々がそのデータを見て、改めてその方に対する個人のケアプランを作成して

いって、トータルの介護費が下がったということを勉強してきたのです。だから、これからは間違いな

く高齢者の数が増えていくわけであって、そこにＩＣＴ化の導入を図ることによって、総体的に個々の

サービスが向上していくということ。同時に、介護のサービスにかかる費用も下がっていくということ。

多くの方々がそれにかかわることによって、さまざまな知恵が出てくるということを実際に勉強してき

ました。ぜひこういうものを区が主導権をもって、品川区内の社会福祉法人等々に導入をしていただい

て、これからさらに進む超高齢化社会の中で、介護保険の財源をきちんと確保しながらも運営をしっか

りしていくためには、このＩＣＴ化は避けて通れない。だから、今の検討する方向は正しいのだけれど

も、もっとより主体的に具体的に、国の方向性をつかみながら品川区がリードをとっていくべきだと思

うのですが、いかがでしょうか。 

○寺嶋高齢者福祉課長  これは民生費の款の中でのお話にもなってくるのですけれども、来年度、

データ分析の費用として１,１００万円ほど計上させていただいている、ＩＣＴに向けてデータ分析を

やるという、そういった事業も検討しているものがあります。今、委員からいただいた貴重なご意見を

もとに、ＩＣＴ化に向けては鋭意取り組んでいきたいと思います。 
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○伊藤委員  それからもう１つ、社会福祉法人で勉強になったことが看取りの話です。ここで言うの

があれかもしれませんが、質問の流れで聞かせていただきますけれども、やっぱり最終的に社会福祉法

人の中で看取りをしてきたことがあって、もちろん医師やさまざまな専門の方が相当深くかかわって個

人の最期の看取りをしてきたということを勉強してきました。誰でも最期はそれを迎えるわけであって、

これも新しい課題なのかもしれません。例えば、今までは病院やさまざまな入院施設等で最期を迎える

方が多かったのでしょうけれども、こういう高齢者施設等の中で最期は多くの方々に見守られながら安

らかな看取りをしていくというか、そういうことをこの社会福祉法人でも展開してきて、ある全国的な

賞をいただいたことも勉強してきました。だから、次の大きな課題なのかもしれないけれども、今まで

の看取りの考え方は、病院で最期を迎えるというものだった。これももちろんあるでしょうけれども、

できれば最期の看取りの部分については、社会福祉法人の中では、円満な形で、さまざまなことはもち

ろん簡単にはいかないことはわかってはいるのだけれども、でも、個人の最期のところは、やっぱりさ

まざまな専門者が合同ですばらしい形で送ってあげたほうがいいと思うのですが、品川区のお考えをお

聞かせください。 

○寺嶋高齢者福祉課長  看取りの介護につきましては、品川区内の各法人とも、今、大変力を入れて

取り組んでいるところでございます。委員ご指摘のとおり、病院ではなく、例えば施設で看取られる場

合、それから在宅で看取られる場合、その場合、ケアマネジャーとしてどういう心構えが必要か、どう

いうケアが必要かということにつきましては、各法人、今現在、かなり力を入れて取り組んでいるとい

うふうに報告を受けております。これからもその部分につきましては、しっかり取り組んでいくという

ふうに聞いているところでございます。 

○大沢委員長  次に、須貝委員。 

○須貝委員  ８９ページ、シティプロモーションについてお聞きしたいと思います。 

 我々も地方も、それぞれシティプロモーション事業を各自治体でやっております。さまざまな事業を

やっておりますが、そもそもシティプロモーションの始まった理由は何ですか。教えてください。 

○木村報道・プロモーション担当課長  シティプロモーションが始まったときのお話でございます。

今までも答弁はあったと思うのですけれども、将来的に人口減少の社会がやってくる。そのときにそれ

ぞれの自治体で都市間競争のような、そのときに定住人口の確保というような形で、住み続けていただ

きたい、あるいは訪れていただきたい、住んでみたいというふうに思っていただきたいというところで、

そういう方々を増やしていきたいということで始めた事業でございます。 

○須貝委員  今、人口減少に伴って、人を誘致したり、また、生き残れる自治体ということもあるの

でしょう。さまざま観光事業をやったり、企業の誘致をしたりやっております。もちろんその中には、

人口だけではなくて、減少する税収に対しても何とか抑制しようという努力も視察に行って聞いており

ます。その一方で、品川区は人口も税収も増えています。これに対してどのような分析をしていますか。

もう一度お聞かせ願いたいと思います。 

○木村報道・プロモーション担当課長  委員のご指摘のあったような形で、今は伸びてきているとこ

ろではあると思います。ただ、これがずっとそのままこの先もという部分では、実際には人口はそのま

まずっと右肩上がりで上がってくる、あるいは税収も右肩上がりでこれからもずっと上がっていくとい

う保証はございません。これから全国的なそういう流れの中で、そういうところも見据えた形で、ある

程度、基盤といいますか、愛着を持ってこのまま住み続けていただきたいというような、そういう活動

でございます。 
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○須貝委員  我々も地方、さまざまなところを視察して回っております。その中で、やはり人が減っ

ている、企業も減っている、そしてさまざまな事業も衰退をしているという状況を視察で目の当たりに

してまいりました。ただ、今、ご存じのとおり、大企業またはほかの企業が都心に集積して、人口も、

勤労者もどんどん集まっている。その中で、今、ご存じのとおり、鉄道、例えば大崎駅もそうですが、

通勤通学時間帯は本当に各沿線が渋滞です。このような状況にあるというのは、やっぱりこの地域、鉄

道も、車の通る交通網もしっかりしている。そのような状況にあるわけですから、今、課長がおっ

しゃったような、今後、心配だ、それはどこと比較して心配と言うのでしょうか。今この状況で２３区、

ますます人口が増え続け、ましてここに都心一極集中している状況ですから、人口や税収が増え続けて

いる品川区にとっては、このシティプロモーションの役割は終わっているのではないでしょうか。また、

自治体間競争、各自治体で２００から３００の自治体がシティプロモーション事業をやっています。シ

ティプロモーション事業をこんな競争の中でやって、地方は大変だからやるのはわかります。なぜこの

品川区で、この事業を続けなければいけないのか、ご見解をお聞かせください。 

○木村報道・プロモーション担当課長  委員のご指摘の部分もあると思います。ただ、私たちといた

しましては、オリンピック・パラリンピックに向けた、先ほどのにぎわいの創出という部分、それから、

リニアが品川駅が始発駅になるという部分、そういうことを契機にいたしまして、これからどんどんに

ぎわいを求めてやっていこうというところでございます。確かに定住人口も必要でしょうけれども、実

際に訪れていただく、品川区のよさをもっと知っていただく、区外の方に知っていただく、魅力を発信

していくというような形の動きはこれからも続けてまいりたいと思います。 

 実際に大田区もこれからシティプロモーションを始めていこうという動きがあります。私たちも一生

懸命これからやっていきたいというふうに思っております。 

○須貝委員  これだけ年々税収が増えて、人口も増え続けています。これは先ほど課長がおっしゃい

ました。一方で地方は、人口減少、税収不足、そしてさまざまな産業が大変であります。その中におい

て、この品川区は、事業費をかけて、そして人件費もかけてやる必要があるのですか。もう完結してし

まいましたよね。税収は増えて、人も増えて、増え続け過ぎているのではないですか。この中でこのま

ま続けていくというのは、何か矛盾していると思うのですが、そして、実際、ふるさと納税による特別

区民税の減収額は、今年度で累計で３０億円にもなるなど、税金の消失額は増え続けています。このと

き品川区は他の自治体との返礼品競争はしないと言っています。ならば、シティプロモーション事業に

よる他の地方自治体とのアピール競争も私はやめるべきだと思うのですが、それはどう思いますか。 

○中山企画部長  課長の説明にもあったわけですけれども、まずは外に向けて品川の魅力を発信する

という面がありますけれども、内外、これは品川の魅力を外にも発信するし、区民の方にしっかりと品

川の魅力を伝え愛着を持っていただく。こういう面の中で言えば、区民の方がしっかりと品川に住み続

けてもらう。こういうことによって、ある意味では定住人口も確保され、魅力も増し、それがひいては

税収につながっているということでございますので、今の時点で転入が多いからやらないという理屈に

もなりませんし、あくまでも発信をするということと同時に、これを通じてまた品川にある魅力を磨き、

区民自身にも育ててもらう、こういう面もございますので、これについては品川の魅力発信を、これか

らの時期も含め、オリンピック・パラリンピックに向けてもしっかりとやっていく時期だと、このよう

に考えているものでございます。 

○須貝委員  部長、十分魅力があるから来ているのではないですか。品川区に住んで、住宅もきちん

と供給しています。大型の高層マンション、そういうところも全部供給が間に合って、交通網がこれだ
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け立派に整っているから人が集まるのでしょう。発信しなくても来ているのではないですか。今の答弁

はおかしくありませんか。それをしなくても人がなぜ集まるか、先ほど、２３区はこの場所がそもそも、

交通網を含めて生活環境がいいわけです。今、魅力を地方に発信する。それが、区民のためになるので

すか。区民は何を望んでいるのですか。 

○大沢委員長  須貝委員、質問をお願いします。 

○須貝委員  区民のためになるのですか。その辺についてお聞かせいただきたいと思います。私は、

これだけもう品川区は、立派なものを持っているのだから、地方自治体とのアピール競争はするべきで

はないと思うし、また、区民にとってどれだけ役立っているかということをもう一度教えてください。 

○中山企画部長  品川の魅力というものは、一朝一夕にできたわけではございません。品川区の施策

も、それはある意味では魅力の１つとして、子育てしかり、教育しかり、こういうものをしっかりやっ

ていき、これをわかりやすく伝えていく、こういうものもシティプロモーションの１つだと思います。

そういうものの総合的な積み重ねが現在に至る品川の魅力につながり、転入増、あるいは定住率が高

まっている、９割以上に方に住み続けたいと思っていただく、こういうものにつながっているわけでご

ざいますので、そういうものの延長線上にシティプロモーションはあるもの、このように認識している

ものでございます。 

○大沢委員長  次に、石田しんご委員。 

○石田（し）委員  よろしくお願いします。 

 私からは、まず６５ページの八潮北公園スケートボード場について、それと１１７ページ、地域自殺

対策強化交付金についてお伺いします。 

 まず初めに、八潮北公園スケートボード場ですが、まず、利用時間についてお伺いしたいのですが、

小学生以下は１８歳以上のつき添いが必要というふうに明記されているのですけれども、時間帯が書い

ていないので、小・中学生の利用時間についてお知らせください。 

 それと、このスケートボード場におけるネーミングライツの活用について改めてお考えをお聞かせく

ださい。 

 それと、週末に教室等を開かれるという話もあったのですが、このスケートボード場が普段使われて

いるときのいわゆる監視員みたいなものがどのようになっているのか。できたら指導員と監視員につい

て、どのようになっているかお知らせください。 

 それと、イベント開催について、例えばこのスケートボード場を使ってのイベントを考えられている

のかお聞かせください。 

 また、この公園の近隣のところは、一歩入ると、高速道路が近かったり、その付近の国道等もあった

りして、今までなかった事故等が想定されると思うのですが、その辺の近隣の安全対策について、特に

このスケートボード場をご利用になられる方々の安全対策について、どのようにやられているのかお答

えください。 

○池田スポーツ推進課長  八潮スケートボード場でございますけれども、利用時間でございます。利

用時間につきましては、午前９時から午後９時まででございまして、最終の入場時間につきましては午

後８時１５分ということになってございます。 

 委員からご指摘がありましたように、小学生以下のお子様につきましては保護者同伴で、１８歳以上

の方がつき添うということになってございまして、特に時間については何時までということは設けては

ございません。中学生につきましては、最初に保護者の方の同意書を出していただいて、お一人でご利
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用するというようなことになっているところでございます。 

 また、教室についてでございます。現在、教室につきましては、公園を運営している委託業者のほう

でお願いしているところでございますけれども、今後も定期的な教室を開催する予定ではございますけ

れども、この後の部分についてのどのような拡大をしていくかというところについては、委託業者と私

どもで検討を進めているところでございます。 

○溝口公園課長  まず、公園に関しますネーミングライツの考えでございます。先ほども答弁しまし

たように、ネーミングライツはさまざまなところで先行している事例があります。ただ、先行事例とし

て、やはり企業としてＰＲが十分できるようなところについて導入しているというところがありますの

で、ネーミングライツについては、今後、ほかのトイレとか公園を含めて研究・検討していきたいとい

うふうに考えているものでございます。 

 あと、公園の監視体制でございます。八潮北公園のスケートボード場につきましては、監視カメラを

設置して、管理事務所のほうでその映像を見ながら安全管理に努めてきているものでございます。 

 また、周辺の安全対策ですけれども、やはり移動するのにスケートボードを道路上で乗られたりとか、

そういったものについての注意喚起は、利用登録のときにもしておりますし、公園内にも注意喚起の看

板等を張らせていただいて、安全管理に努めているものでございます。 

○大沢委員長  もう１点、スケートボードを使ってのイベントについてのお考えを、先ほど、委員は

聞いていらっしゃったと思うのですけれども、そこの部分についてのご答弁をお願いします。 

○溝口公園課長  現在、スケートボード教室という形で当会場を使わせていただいております。今後

どういう形でイベントができるのかというものについては、スポーツ振興を含めてどういう形でとれる

のかは研究していきたいと考えているところでございます。 

○石田（し）委員  利用時間なのですが、それはスケートボード場の利用時間であって、その利用時

間帯は、中学生も夜９時まで保護者なしで使うことができるのかどうか、その辺を改めてお聞かせくだ

さい。 

 ネーミングライツですけれども、先ほど、ほかの委員からもありましたが、場所や施設が適切なのか

検討中だと、これはもうずっと検討しているわけです。このスケートボード場は、まさにそういった意

味では専門的な企業とコラボレーションをしてできる施設かなと。これをトイレとかと一緒に検討する

などというのは、私はおかしいと思っていて、こういうところだからこそ、企業もスケートボード関連

の企業に関しては何らかのメリットを生み出すことができるから、もしかしたら声をかけに行ったら、

では、やってみましょうという話になるのかと思うので、こういったところでぜひ取り組んでいただき

たいと思います。 

 例えば、ステッカーや遊具などの提供からまずスタートさせるだけでも、大きい額で、例え

ば１,０００万円のネーミングライツをしてくれではなくて、例えばそういった小さいところからでも

始めていくというのが必要なのかと思いますので、ぜひよろしくお願いします。 

 例えばそういった企業と連携をして、なかなか飲食をするところがないと思うので、夜９時までス

ケートボードをやっていたらおなかがすいてしまいますね。そういったときには、にぎわいも含めて、

いわゆるキッチンカーとかのような飲食店の出店とかも考えていただけると、非常ににぎわいも創出で

きるのかと思いますので、その点も改めてお考えをお聞かせください。 

 地域自殺対策強化交付金についてですが、いわゆる自殺総合対策の中で、対策の大綱も昨年の７月で

すか、閣議決定がされ、また、全ての都道府県および市町村に対して、対策の計画を策定するようにと
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いうことになりました。品川区では、現在、さまざま取り組まれていると思うのですが、まず初めに、

品川区の自殺対策計画について、どのように進めていくのかお知らせください。 

 また、今月は自殺対策強化月間であります。また９月にも対策強化週間があるのですが、この月間と

週間の取り組みについて、どのようにやられているのかお知らせください。 

 そして、こういったときに、どのように広報をされて区民の皆様に周知をされているのかお聞かせく

ださい。 

 それから、子どもたちのことを考えると、学校、教育委員会との連携も必要になってくるのかと思う

のですが、その連携がどのようになっているのかお知らせください。 

○池田スポーツ推進課長  先ほどの中学生に対する時間の制限でございますけれども、特に時間の制

限は設けてございませんので、中学生であっても９時までの利用は可能ということでやってございます。 

 また、利用に当たりまして、実際に保護者が来られて利用されている方につきましては、様子を見て

おりますと、スケートボード場の横にシートを敷きながら家族でそこでおやつを食べたり、軽く軽食を

とったりというようなことで楽しんでいる様子が見られてございます。ですので、特にキッチンカーと

いうことにつきましては、こちらのほうでは考えていないところでございます。 

○溝口公園課長  ネーミングライツの関係でございます。委員のご提案で、ネーミングライツだけで

なく、企業と連携した管理、運営、そういったところのあり方も含めてのご提案というふうに受けとめ

ております。そういった中でいきますと、やはりスケートボード場という特性をしっかり踏まえた中で、

スポーツ用品店ですとか、またスケボーのショップですとか、また協会とかそういったところもいろい

ろありますので、そういったところも含めて、どういう形で管理運営に資するものができるのか、一緒

になって連携してできるのか、そういったところを検討していきたいというふうに考えているものでご

ざいます。 

○舟木保健予防課長  自殺対策についてのご質問です。３つ質問がありました。 

 品川区の自殺対策計画についてですが、こちらにつきましては、今までも死亡小票等を含めてデータ

の分析等を進めておりましたが、来年度については、具体的に進めるために、準備としてそこのところ

をいろいろと相談してアドバイスを受けるというような形で予算をとっております。平成３１年度策定

に向けて進めてまいりたいと思っております。 

 また、３月、今月がちょうど自殺対策強化月間となっておりますが、東京都につきましては、９月に

ついても週間ではなくて月間という形で取り組んでおります。このときについては、ポスターとか、そ

ういうもので相談先等を案内して周知を徹底しているほか、９月については区のほうの取り組みとして、

映画の上映会ということで、さらに周知をしているところです。今回３月については、従来の周知のほ

か、ホームページを新しく作成しているところです。 

 あと、教育との連携ですが、そちらは若年層への取り組みということで、ここ２年くらい強化してい

るところなのですが、教育委員会とはＳＯＳカードをつくるということで、また来年度もより対象者を

広げて配布する方向で検討をしているところです。 

○石田（し）委員  ぜひスケートボード場は、検討ばかりではなくて、一歩踏み出す勇気を持ってい

ただければというふうに思います。 

 自殺のほうですが、国も東京都も、また品川区もいろいろ取り組まれていて、減少傾向にはあるのか

というふうに思いますが、一方で、１０代の子どもたちだけは増加もしくは横ばいになっている傾向が

あります。１０代が自殺が一番多いといった中では、１０代への取り組みというのは、これは欠かせな
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いのかなというふうに思いますので、ぜひ学校、教育委員会等と連携を図ってやっていただきたいとい

うふうに思います。 

 また、教育委員会にはさまざま、いじめ問題のことで、ＳＮＳ等を活用した取り組みをやるべきだと

いうことをずっと提言をしていますが、なかなか重い腰が上がらないのかなと思うので、ぜひ自殺対策

のほうで、そういったことを、それこそＮＰＯ法人も今幾つかそういったサイトを持ってやられている

こともありますので、そういったところと連携をしてでも、ぜひＳＮＳでの窓口は品川区として設置を

していただきたいと強く要望しておきます。 

 また、広報のやり方ですが、ポスターだったり、横断幕だったり、今まで既存の広報の仕方をされて

いますが、やっぱり今、いろいろ問題にもなっていますけれども、ＳＮＳを使ってＳＯＳを出されてい

る若い子たちも多いわけなので、そういったところをぜひ考えて、ＳＮＳ等からの発信も行っていただ

きたいというふうに思います。 

 また、広報だったり、ホームページだったりではなくて、例えば、エレベーターに皆さん乗ると、上

を見ますよね。階数をずっと目で追っていったりするのですが、あそこは若干のスペースがあって、大

体の人があそこを見上げるということは、あそこに目線が行くので、あそこに何かＳＯＳを求めている

人が見たときに気づくような掲示をすれば、非常に効果があるのかなと。また、たばこを吸う人はわか

ると思いますが、喫煙所に１人でいるときに、たばこを吸っているだけではなくて、いろいろ考えごと

もしたりしている中で、そこの時間帯は、その喫煙所の中を見渡したりもするので、そういったいわゆ

る人間が何かをするときの目線というところを注目していただいて、ぜひそういうところにそういった

広報を、その月間だけでも打っていただきたいというふうに思いますので、もう時間がないので、これ

は提案でとどめますが、ぜひご検討をよろしくお願いします。 

○大沢委員長  次に、鈴木ひろ子委員。 

○鈴木（ひ）委員  ８５ページの障害者自立支援給付費について伺いたいと思います。 

 金子山のグループホームが開設しましたけれども、２０１６年１１月に行われた厚生委員会では、福

栄会が得意とする重度知的障害、おおむね愛の手帳２度の方を中心に入れていきたいと、かがやき園の

入所の方の地域移行にもチャレンジしたいという報告でした。愛の手帳２度の方が何人くらい入所でき

たのか、また、かがやき園からの地域移行はできたのかについてもお聞かせください。 

 それから、公平な審査へということで、入居のための選考基準をつくっているということと、要綱を

つくっているところだということで、このときにご報告があったのですけれども、それぞれできたのか

ということについてもお聞かせください。 

○中山障害者福祉課長  グループホーム金子山についてのお尋ねでございます。 

 済みません、愛の手帳の所持の状況を、今、資料で持ち合わせておりません。２度の方が何人入った

かということは、今、わからない状況でございます。 

 それから、かがやき園からの地域移行ということですが、地域移行された方がお一人いらしたかと思

います。〔３月８日に「生活介護利用者、地域移行者はいない」と答弁訂正あり。〕 

 それから、入所の調整の基準というところでございますが、今回、金子山については、福栄会が民設

民営で建てたということになります。福栄会でも区と相談の上、実際には入所の基準をつくりました。

その中では、ご本人の希望、ご家族の希望、それからご家族の、やはり今回、緊急対応というところも

ありましたので、介護の状況、それから、グループホームになりますので、ご本人様の日中活動の状況、

そういったものを総合的に勘案して入所の決定をしたところでございます。 



－78－ 

○鈴木（ひ）委員  そのときのご報告では、区も要綱をつくっているところということだったのです

けれども、それについてはどうだったでしょうか。 

 また、重度の方は入られたのかということについても、愛の手帳２度の方が何人かということはわか

らなかったとしても、重度の方が何人くらいかわかったら教えてください。 

 それと、特養ホームなどにしても、選考基準もだんだん公にされて、内容も見直されてきたという経

過があります。それから、調整会議の運営要綱もできていますので、私はグループホームも希望者がた

くさんいて、全員が入れるという状況ではないので、やはり公平公正な入所調整が必要ではないかと思

うのです。そういう点では、要綱や選考基準をつくるということが必要ではないかと思うのですけれど

も、その点、お聞かせください。 

 また、つくられるということでしたので、いつごろまでにつくる計画なのかについてもお聞かせくだ

さい。 

 それともう１つ、私は、グループホームの需要の把握ということがとても大事なのではないかと思う

のですけれども、入所希望者数を何となく把握しているというものではなくて、相談以外の方法でも需

要を把握して入所申請を受け付けるということが必要ではないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

 それから、その中に地域移行の希望を、ぜひ区内、区外の入所者が今、２８１名ということで計画書

にも書かれていますけれども、この方にもぜひ意向を確認して、区がグループホームに入りたいという

希望がある人がどれくらいいるのかということをまずは把握していただきたいと思うのですけれども、

その点についてもお聞かせください。 

 特に区外に入られている方は、結構区内の通所に通っていて、ちょっとしたトラブルで通えなくなっ

てしまってひきこもりになって、家ではとても見られるような状況ではなくて施設に入って、北海道の

施設に入って、親が会いに行けないですとか、東北の施設に入っているけれども、家族が年をとって会

いに行くこともできないという状況の中で、何とか品川に戻りたいという要望もお聞きするところなの

で、２８１名の施設入所者の方のうち１５１名、半分以上が区外だとお聞きしました。品川に戻りたい

のに戻れないというのは、親にとっても子どもにとっても本当につらいものがあると思うのです。私、

こういう実態は障害者福祉のおくれた実態というのがここにあらわれているのではないかというふうな

思いが改めてしているところなのですけれども、そういうところも含めて、需要を把握して、そしてグ

ループホームはいつまでに幾つつくるかということを、区が計画を立てるべきではないかと思うのです。

民間を誘導するというのではなくて、区がぜひとも計画を立てて、そして実際にこういう要望にこたえ

ていただきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

 土地がないと計画が立てられないということで言われましたけれども、特養ホームでも土地がない土

地がないということで、目を皿のようにして探しているけれども、なかなかないということだったので

すけれども、やっぱり方針を切り替えてから、この間、特養ホームが次々とできているというふうなと

ころもありますので、ぜひそういう立場で計画を持ってつくっていただきたいと思うのですけれども、

いかがでしょうか。 

○中山障害者福祉課長  幾つかお尋ねいただきました。済みません、もし漏れていたら言ってくださ

い。 

 まず、要綱ということなのですけれども、入所については基準をつくっております。ただ、グループ

ホームはすごく幅が広く、例えば通勤寮のような民間企業に勤めるような方たちが入られているグルー

プホームもあれば、比較的重度の方が入られるグループホームもあるということになりますので、一律
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に同じ基準ではいかないかなというふうに考えています。ただ、いずれの基準の中でも、やはりご本人

の意向、ご家族の意向、緊急度、日中活動、ここは重要なポイントになってきまして、あとはグループ

ホームによって、その方の状態像をどこまで受け入れが可能かということになってくるかと思います。 

 今回、重度の方が入られたかどうかということになりますが、たしか生活介護に行かれている方も入

られたと記憶しておりますので、そういう意味では、働くということではなく、日中活動として生活介

護に行かれた方もいらっしゃるということになります。 

 それから、グループホームの需要の把握ということになります。今回、金子山については、新し

く１０床ということになりましたので、公募の形をとらせていただきました。ただ、全体の中で、例え

ば特養の入所調整のように、年に何回か希望をとったときに、必ずしも入れる場所があるわけでもござ

いませんので、ここは相談の中でグループホームの入所の希望がある方について、空いたところからご

紹介などをさせていただいているような状況でございます。 

 それから、区のグループホームの増設計画というところです。この間、実施計画上では、民間活用型

ということで、毎年２つ分のグループホームの建設の準備はしているところです。ただ、区が主導と

なって区立で建てるという計画は、現在、持ち合わせていないというところでございます。 

 それから、区外の利用者の方への意向の把握というところになります。区内の入所の方は一度調査を

したことがありまして、やはり入所された方がグループホームですとか、地域移行ということをどう考

えられているかということを区内の入所の施設の方に１回アンケートをとったことがあります。地域移

行はしてみたい、でも、やはり、入所でなれてしまっていて、地域移行より今の安定した暮らしがした

いというようなご希望が、その中では多かったです。ただ、区外の入所施設に入られている保護者の方

からは、やはりお子様と面会をしたい、できるだけ品川に戻ってきてほしいという、そういったような

ご意見もいただいています。 

 一方で、区内の入所と地方の入所の違いといいますか、すごくゆったりとした施設で、環境的にそこ

で合っている方もいらっしゃいます。ただ、新しくグループホームができたときに、どういうふうにそ

ういう方にも周知して、実際に地域移行のご希望があるかどうかというのは、今後の課題として新しく

グループホームができるときのＰＲの仕方について工夫が必要かなとは考えているところでございます。 

○鈴木（ひ）委員  金子山に愛の手帳２度の方が何人入られたかというのは、あとで教えてください。 

 それから、相談者がつかんでいるということなのですけれども、それだと私は抜ける場合があると思

うのです。相談者の思いだけでやっているので、やっぱり本人の希望というところで、しっかりととっ

ていただきたいと思います。 

 そして、区外の方なのですけれども、やはりきちんと要望をとっていただいて、それに合わせた品川

区の計画を立てることが必要なのではないかと思いますので、特に私は区外の方の要望をしっかりと把

握していただきたいと思います。 

 今も民間主導でというふうなことなのですけれども、私は、ぜひこの場で林試の森隣の荏原地域

に、１つもグループホームも就労支援Ｂ型もないというところで、先日も厚生委員会でこのことが議論

されたところですけれども、ぜひ荏原地域につくっていただきたい、これは行政需要ということであれ

ば、最も高い行政需要の１つではないかと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○中山障害者福祉課長  ２度の方については、また改めてということにさせていただければと思って

おります。 

 相談者、計画相談の者では情報がつかみ切れないのではないかというようなお話がありました。計画
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相談の中では、中期目標、長期目標みたいなものも立ててまいりますので、丁寧に相談に乗る中で、今

後の生活、在宅から例えばグループホームで自立した生活をしたいというようなところも聞き取ってい

けるように、相談支援のほうと話を詰めていきたいと思っております。 

 区外の方の要望というところで、ここはどういうふうに区外の方に聞いていくかというのは１つある

かと思うのですが、グループホームの場合は、やはり日中活動の場がないとまずいということがありま

す。入所施設は比較的日中活動と夜がそれぞれお休みのところが一体的な運営になっておりますが、グ

ループホームは、同じ敷地内のところには通ってはいけないみたいなこともあります。そうしたときに、

例えば今、県外の施設に入所されている方が、日中活動の場でどうあるかということもあるので、１つ

課題かなと思っております。 

 荏原地区につきましては、やはりこの間、施設がないというのは福祉計画にも載せておりますので、

何とかグループホーム、就労支援Ｂ型はつくっていければというふうに考えているところでございます。 

○柏原企画調整課長  国有地の関係の小山台住宅の部分のところでございます。これは行財政改革特

別委員会でもご報告申し上げたところでございますが、こちらについては購入に向けて、今、調整をし

ているといったところで、使用の用途については、地域のにぎわい、それから防災の強化というところ

を軸にしながら、そのほか福祉等々のさまざまな行政需要がありますので、そういったところをトータ

ルに考えながら判断していきたいというものでございます。 

○鈴木（ひ）委員  ぜひ行政需要が最も強いというところで計画に入れてください。 

 それから、今年の施政方針の中で、今度できる障害者総合支援施設に対して、区長が、全国的にも類

を見ない障害児者総合支援施設ということで言われたのですけれども、この全国的にも類を見ないとい

うのは、どういう意味なのかについてお聞かせください。 

○中山障害者福祉課長  やはりお子さんから大人までというところが１点あるかと思います。小さな

障害児の方から大人になるまでの支援をしていくこと、それから、やはり地域共生社会の実現というと

ころでは、障害者理解が大事になってくると思います。併設される美術館ですとか、あるいはパフォー

マンススタジオ、こうしたところを使いながら、地域にも広げていけるような、そんな施設になればと

考えているところでございます。 

○鈴木（ひ）委員  こういう施設はほかの区もさまざまつくっていまして、私も先日、港区の障害保

健福祉センターに視察に行ってまいりました。品川よりもかなり規模も大きいというところなのですけ

れども、そういう点では、私はここを１カ所だけにしないで、荏原地域からはあそこまで通うのはなか

なか厳しいものがありますので、今度できる施設に加えて、私は、荏原第四中学校跡に、ぜひ第２の総

合支援施設をつくっていただきたいと要望させていただきまして終わります。 

○大沢委員長  次に、こんの委員。 

○こんの委員  私からは、まず１１５ページの生活支援付住まい確保事業補助金、それから１２７

ページの学校防犯設備整備補助金、それから１４３ページの公園復旧費収入、この３点をお聞きしたい

と思います。 

 まず、生活支援付住まい確保事業ですけれども、午前中、新妻委員、そして若林委員からも質問があ

りましたが、私からも質問させていただきたいと思います。 

 今回、高齢者の住まい確保について、生活支援も含めて、区がこうしたサポートに乗り出し、支援を

しようとするこの姿勢については大変評価をいたします。こうした高齢者の住まいの確保について、私

も何人ものご相談を受け、一緒に物件探しもし、そして住まいの後もサポートするということを何回も
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やってきましたので、これが区の制度となったのは大変に評価をいたします。 

 その一方で、そうした支援のいわゆるソフト面のサポートしていただく一方で、不動産屋に行くと、

確かに高齢者が抱える課題として、物件が貸し渋りをされてしまうということと同時に、物件自体がな

いという状況も見受けられます。そうしたときに、住宅の確保は住居につなげる手続の確保だけではな

くて、そもそもの建物、物件、この供給の確保ということも一方で考えていかなければいけないと考え

ております。そうしたときに、先ほど、居住支援協議会というお話もしましたけれども、都の住宅供給

計画案も示されている中で、賃貸住宅の確保、供給、これについて、やはり各自治体も居住支援協議会

を立ち上げ、こうしたことを検討していくことが大事であるというふうにもうたってありますけれども、

その点はいかがお考えでしょうか。 

○松山高齢者地域支援課長  今回の新規事業を立ち上げる際に、高齢者の相談窓口の中から解決でき

ないお声をお伺いし、昨年、区内の大家、不動産屋を回りまして、実際にお声を聞いてまいりました。

実際に空いているところはありますというお声でしたので、全く供給できる物件がないというお答えに

は至らなかったということでございます。 

 委員おっしゃられる居住支援協議会につきましては、東京都の居住支援協議会にオブザーバーとして

私どもも参加させていただいております。他区の先駆的な動向を見極めながら、今後、検討してまいり

たいと思っております。 

○こんの委員  少し私の把握している情報と実態が違うようですけれども、確かに全くないわけでは

ないと思います。ただ、安価で、いわゆる低廉化された高齢者が望むその物件があるかというと、そこ

が少ないという認識です。でも、町なかには、空き家、空き室がたくさんある。これが活用されていな

いというところで、私は、福祉の部分と住宅の部門とやっぱり連携をしていかないと、このことはソフ

ト面でやっていただく大変にありがたい制度だからこそ、それを生かすために供給する物件、そうした

ことへの流れをつくるためにも、住宅課を中心とする居住支援協議会が必要であると考えますけれども、

いかがでしょうか。 

○長尾住宅課長  居住支援協議会につきましては、その立ち上げ等につきましても、国や都の居住支

援協議会にかかわる会議体等にも参加し、情報を収集しているところでございます。 

 ほかの自治体で居住支援協議会を通じた住宅確保要配慮者に向けた支援の事例などもお聞きするとこ

ろではございますが、なかなか実態として、協議会を通じて要配慮者に向けての住宅供給が進んでいる

というようなことを、まだあまり見受けられていないと感じているのが現状でございます。 

 ただ、個別に丁寧にお話をいろいろな主体の団体等も含めて話を伺う中で、困難な事例を解決してい

るというところも同時に伺っているところでございます。そういった機能を居住支援協議会も一定果た

しているところは認識しております。 

○こんの委員  課題というか、ほかの自治体での居住支援協議会の様子もわかりました。この居住支

援協議会をなぜこれだけうちの会派がこだわっているかの１つに、いわゆるいろいろな補助金を活用し

て、そして供給をしていくということがあります。国交省でこの居住支援協議会を立ち上げることに

よって、低廉な住宅確保ができる補助金も出ております。そうしたことも活用できるでしょうというこ

とと同時に、品川区としては、新しい事業として、高齢者地域支援課でこうしたソフト面もしっかり立

ち上がるわけですから、そこと連携をしたら、この国交省が出している補助金も使いながら、きちんと

手当てができるのではないかと考えるからこそ、そのほかにも理由はありますけれども、居住支援協議

会が必要であると、このように思っております。このことについて何かありましたらお願いします。 
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 次に行きます。学校防犯設備整備補助金ですけれども、この補助金は、防犯カメラを設置するものだ

というふうに理解をしております。それと同時に、関連して、学校におけるいわゆる防犯対策、これは

そのほかどのように考えていくか、あるいは学校側が、例えば校長先生の裁量で防犯対策をしたい、こ

うしたことへの対応はどういうふうに考えていくのか教えてください。 

○大関教育総合支援センター長  各学校では、地域の方々とも相談をしながら、学校での防犯対策に

ついて相談する場面もございます。防犯カメラ等につきましては、警察等関係機関の要請には、柔軟に

学校は即対応しておりますが、そのほか地域の方、あるいは警察署の方などをお呼びして防犯教室を子

どもたちだけでなく、保護者も対象に開くなど、さまざまな形で検討を進めてまいりますので、今後と

も地域ぐるみで学校を中心とした防犯の充実も努めてまいりたいと考えております。 

○こんの委員  今のご答弁のとおりだと思うのです。そのほかに、具体的に、いわゆる学校内で公開

授業とかもあると、いくらセキュリティをしっかりして入り口をきちんとしていますと、サポートして

いますというか、セキュリティされていますと言っても、学校公開のときには門が開きっ放しですので、

出入りは自由です。いろいろな人が入ってきます。そうしたことを考えたときに、その不審者、侵入し

てくる者を防御する体制にはなかなかない。そうしたことを考えたときに、学校の裁量で何か防犯対策

を打ちたいといったときには、どういったことまでできるのでしょうか。 

○大関教育総合支援センター長  現状におきましては、今、委員よりご指摘ございましたように、入

り口での名札等の確認の徹底ですとか、ＰＴＡの協力も得ながら人を配置する等もしておりますが、さ

らに、例えばさすまた等をもう少し数を増やすですとか、そういった相談がありました際には、教育委

員会としても対応を考えてまいりたいと思っております。 

○こんの委員  今、具体的なものが出ました。さすまた、これ、改良されたものが出ておりますので、

もし学校裁量で購入ができるのであれば、それをぜひ支援をしてあげていただきたいと思います。教育

委員会全体でそろえるというのは非常に難しいと思いますが、学校裁量でできるようお願いしたいと思

います。 

○大沢委員長  次に、渡部委員。 

○渡部委員  １４０ページの東京臨海高速鉄道株式会社貸付金返還金に関連して、りんかい線につい

て伺うのですが、済みません、数字を少し聞いていきますので、お答えできる範囲でお教えいただけれ

ば、確認を含めてお願いしたいのですけれども、りんかい線、毎年毎年ここ数年来、１億８,０００万

円でしょうか、貸付金が戻っています。これはたしか２００９年にりんかい線のほうから貸付金の返済

が始まっていて、当初は金額が違ったと思うのですが、この辺、どういう約束になっているのか。実際

幾ら貸付をされていて、どういう約束でこれが返還されるのか。もう１０年たっていますから、貸付形

態によってはそろそろこれも終わってくるのかなと思いますので、この関係を教えていただきたいのと、

あと１つ、りんかい線の会社のホームページへ入りますと、品川区は、出資比率１.７７％で第３位の

株主です。資本金が１,２４２億７,９００万円ですか、東京都が９１.３２％の品川区が１.７７％、ち

なみに、ＪＲ東日本が２.４１％なのですけれども、これを計算すると、おおむね２２億円ぐらいにな

るのかと、掛け算でただこの数字にパーセンテージを入れると、計算が違ったらわからないですが。実

際、資本として幾ら入っているのかということを、この貸付とはまた別なのかと思うのですけれども、

その辺の関係を知りたい。 

 これ、実はりんかい線は、授権資本が設定されているのです。授権資本が１,２５０億円で設定をさ

れていて、これは最初から１,２４２億円云々と記載されているのがもともとの資本金なのか、平
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成２０年８月８日現在となっているのですけれども、逆にりんかい線は少しずつ伸びていっていますね。

その都度、事前に定められた授権資本の中で増資をされていっているのか教えてほしい。要するに、品

川区がはじめに出資額を幾ら積んでいたのか、徐々に入れていったのかということをあわせてお伺いし

ていきたいと思いますが、数字なのですけれども、確認できればそこまでお願いいたします。 

○中村都市計画課長  まず、りんかい線に対する貸付金でございますけれども、こちらは平成７年度

から８回にわたりまして、８年間にわたりまして、平成１４年度までの貸付を毎年行っておりまして、

その合計額が、現在、３６億円ということになってございます。 

 この返済の方法でございますけれども、まず、平成７年度に貸付をした金額といたしましては３億円

でございますが、これが７年間据え置き後に均等の償還をすると、そういった契約になっております。

したがいまして、平成７年度に貸し付けたものの返済は平成１５年度から始まっております。同じよう

に平成８年度に貸し付けたものは平成１６年度、こういったところで順次７年間の据え置き後に返済を

していただいているということで、そうしますと、返済の始まりました平成１５年度は、平成７年度に

貸し付けたものだけの返済ということですので金額が少なかったのですが、その後、８年間にわたりま

して、順次返済金額が上がっているように見えるというものでございます。 

 結論から申し上げますと、平成４１年度が最終的な返還の期日となっております。平成４１年度に２

億円を最後に返還していただいて、貸付金は全部完済ということになります。 

 それから、資本のほうでは、持ち株につきまして、東京都あるいは品川区それぞれパーセンテージを

ホームページで公開しているところでございますけれども、当然、発行株式の中で買い取りをした金額、

これは発行した株数と現在の金額がりんかい線の中の資本の一部になっているというところは間違いご

ざいません。また、毎年利益に応じて増資も、これは利益追求の企業でございますので、この辺は経営

方針に従って、減資はなかったかと思いますが、増資が繰り返されているというところでございます。 

○渡部委員  今の増資のところがちょっとわからなかったのですけれども、要は、平成２０年のとこ

ろで１.７７％ですよね。だとしたら、品川区が今まで幾ら資本金を入れていた、増資のときに品川区

も入れていたのか、逆に、増資になることによって品川区のパーセンテージが下がってきたのか、その

細かい金額は結構ですから、その辺の考え方を教えてください。 

○中村都市計画課長  まず、品川区といたしまして、この東京臨海高速鉄道株式会社にかかわってい

る部分といたしまして、貸付金と、それから持ち株分の比率に応じた金額ということでございます。資

本にかかわるところは以上でございます。 

○渡部委員  済みません、私の認識違いだったのか、貸付金の残金もこの資本の中に入っているとい

うことなのでしょうか。貸付金とという話ですと。 

 何が言いたいかと申しますと、例えば、授権資産が１,２５０億円と定められているということは、

今そこにほぼ満額の状態で資本金がある。これを定められたのが平成何年かわからないですけれども、

その中で仕事をされていると、りんかい線はこれでいっぱいいっぱいといいましょうか、ある程度、当

初の目的を達成してしまっているのかと思っているのです。要は、何が言いたいかと申しますと、３年

半前の決算特別委員会で、うちの渡辺委員からも聞いているのですけれども、ちょうどオリンピックが

決まって、羽田の話とかが出てきて、運輸政策審議会の１８号答申が切れるに当たって、国の考え方が

出されたときに、表の２つ目に、りんかい線を活用した羽田との交通が示されていて、そのときにご答

弁いただいたのは、ＪＲとしての話はあるけれども、りんかい線には話が来ていなかったという内容な

のです。私もその後追いかけていなくて、２年前に答申が出てきたときのものを見ていると、これが１
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番ではなかったのですけれども、２番目に上がっているわけです。新聞等では蒲蒲線とかも騒がれてい

たし、この辺も出ていた。品川区はやはり株主であるわけですから、区のお金が入っているのです。平

成４１年まではとりあえず入っているわけで、これはもう区民にとってもありがたい公共交通の１つで

あって、これがいわゆる羽田等にうまく絡まれるように、何か区として動けばいいなと思っている。そ

れ以上にりんかい線に対して、例えばＪＲから何かアプローチがあったのかとか、国土交通省とのやり

とりがこの数年間で何かあったのか、あれば教えてほしい。可能性があれば、やはり羽田空港の貨物線

を利用して、例えばりんかい線は地下で八潮橋の手前まで行っているわけですね。ちょっと深いという

話は聞いているのですけれども、それがあと１㎞頑張ってくれれば、天空橋まで通っている線路につな

がるわけです。そこからまた羽田空港まで引いてくれれば、実はあの答申で８本ぐらいたしか羽田にか

かわるようなことが出ていたと思うのですけれども、どれを比べても一番早いし、手っとり早く、田町

のほうから引くというのはちょっと置いておいたとしても、大井町から回すというのはすごく可能性と

夢があるというふうに思っていたのです。この数年間の中でそういう動きがあるのかどうなのか、品川

区は働きかけができるのかどうなのか教えてください。 

○中村都市計画課長  空港に絡んだ新線の話でございますが、こちらは品川区といたしましても、新

たな路線が品川区の発展につながるものというふうに捉えて、積極的に働きかけを行っていきたいとい

うふうに考えてございます。 

 ただ、この空港線につきましては、空港の動き、またＪＲ、それからりんかい線、さまざまな事業者

が関連をしているところから、まだ実現というところの具体的な話には至っておりませんけれども、ま

ず、りんかい線も将来的にそういった発展性については認識を持っているというところでございますの

で、区といたしましても、機会を捉え、また機会を逃さずに、こういった品川区の発展のための公共交

通の充実に向けて働きかけを積極的に行ってまいりたいというふうに考えております。 

○渡部委員  先ほど、ほかの委員から、運賃が高い云々がありましたけれども、ここはできている経

緯とかもありますから、運賃は運賃で、これはこれでいいと思うのです。十何年前にたしか通学定期が

あまりにも高過ぎて、それは下げてくれたとかというような経緯もあったかと思います。本当にりんか

い線、何とか八潮の区間がつながってもらえれば、そしてその後、天空橋から線路を引ければ、これは

本当に夢のある話だと思います。場合によっては、大井町から入らせて、逆に八潮のどこかに駅でもで

きて、片や新木場、お台場のほうに抜けられるような仕組みが整ってくれば、かなり交通の要衝として

も機能するのかと。ただ、この事業計画年度が２０３０年ですから、今の今という話では全くないと思

うのですけれども、ぜひ品川区も株主にはなっておりますので、しかるべき時期に、そのようなことが

できるように、にぎわいづくりにもなりますので、ぜひぜひ進めていただきたいと、これは要望させて

いただきますし、また、何年か後に質問が出てくるかもしれませんので、よろしくお願いいたします。 

 次に、本日も、私ども会派のほうで、特別区民税ですとか、例えば５２ページの地方消費税交付金、

それぞれ本多委員、鈴木真澄委員からも質問をさせていただきました。今年に入って２月の特別区長会

から、先ほどもありましたけれども、税源偏在是正措置に対する特別区の緊急共同声明ということで、

区長会で出させていただいています。この５２ページ、先ほどもありましたけれども、１５億円減って、

また次も減るというのがわかっている状況で、昨日も説明いただき、今日も説明いただきました。また、

ふるさと納税のほうであっても、予想をはるかに上回る赤字といいましょうか、持ち出しというか、出

ていってしまう分があって、消費税が１０％に上がったときには２,０００億円というような数字がは

じかれていましたけれども、多分これではきかないのかなと。今の状態でふるさと納税をばんばんやら
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れていくと、そこでとまることができないのかなというふうに考えています。 

 法人住民税の法人税割の一部というところと、地方消費税の精算基準の見直しというところは、これ

は一区民としては何もできることはないかもしれない。やはり大きな声としては、東京一極集中の問題

で東京が狙い撃ちされるのではなく、やはり地方自治を進める上で、その住民からも、声を上げていく

のはすごい大事だと思うのですが、ただ、このふるさと納税に関しては、やはりこれは行政にしても、

例えば区民にしても、一体となって戦うと言ったらおかしいのですけれども、守り抜くことはできるの

かなというふうに考えております。先ほど、本多委員が申しました。これは行政の方々も、例えば私た

ちも、地域の方々もそうかもしれないです。さまざまな意見を広聴してみて、どういうふうにしていっ

たらいいのかということを全区で挙げて考えてみてはいかがかというふうに考えます。 

 例えば、お隣、目黒とかを見ますと、ふるさと納税というところをクリックすると、納税の仕方の前

に、やはり「困っています」から始まって、そこをダーッと読んでいくと、だけど受け付けていますと

いうボタンがあるのです。２つクリックするボタンがあって、どちらも見られるようになっています。

品川区ですと、ホームページ、パッとふるさと納税へ行くと、納税の仕方だけ入っていて、商品が

ダーッと出てくるわけです。ですので、ぜひ今の現状、この特別区長会での提案のようなものをわかり

やすく区民に知らせて、なおかつ、さまざまな返礼品合戦に参加しろとは言いません。だけど、品川区

は、例えば競馬場の切符ですとか、水族館の切符が出ています。例えばですけれども、金額をすごく上

げて、なかなか体験できないようなこと、競馬場であれば白い馬車が走りますね。１０万円以上、３０

万円以上とか寄附してくれたら、この馬車に乗れますとか、水族館、例えば３０万寄附してくれた人は

……。 

○大沢委員長  質問をお願いいたします。 

○渡部委員  イルカに餌が与えられますとか、さまざまなことは知恵を出せばできると思う。これは

議会も行政も区民も力を合わせてやっていったらいいなというふうに思いますが、この辺の偏在税制に

ついて、ぜひ企画の立場でお答えをいただければと思います。 

○柏原企画調整課長  税源偏在是正措置の問題でございます。委員からご案内もありましたけれども、

特別区の緊急共同声明ということで、区長会からも声明を出させていただいています。特に後段の部分

で、ふるさと納税のお話をいただきました。昨日も議論があったところではございますけれども、ふる

さと納税については、我々は施策の充実をというところで、主の目的としてやるべきではないかという

ふうには思ってございますが、午前中もお答えさせていただきましたけれども、この問題に関しては、

区としてもこういう問題を抱えているのだ、困っているのだという部分については、何らかの形で表明

といいますか、表に出せるものが必要なのであろうというふうに思ってございます。 

 そのやり方等については、関係部門とも共同して検討していきたいと思いますけれども、区全体、区

民の皆様全ての課題として捉えていきたいというふうに思ってございます。 

○渡部委員  議会としても由々しきことだと思います。一緒にやってまいりましょう。 

○大沢委員長  以上をもちまして、本日予定の審査は全て終了いたしました。 

 次の会議は、８日木曜日、午前１０時より開きます。 

 本日は、これをもって閉会いたします。 

○午後５時４５分閉会 

                                              

委 員 長  大 沢 真 一 


